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川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）（案）概要版

○2005（平成17）年 「川崎市多文化共生社会推進指針」の策定
○2008（平成20）年 第１回改定：施策の進捗状況に応じた見直し
○2015（平成27）年 第２回改定：新在留管理制度の開始（2012（平成24）年）に伴う環境の変化や、川崎市人権施策推進基

本計画（人権かわさきイニシアチブ）」の改定、川崎市国際施策推進プランの策定を踏まえた見直し。
主な修正内容は、新在留管理制度（外国人登録制度の廃止）対応と重点課題の設定

（２）外国⼈市⺠に関わる施策の推移
＜これまでの主な取組＞
○1970年代から外国人市⺠が国籍や文化、⾔語の違いになどによって社会的な不利益を受けないよう諸制度の改善を図るととも
に、あわせて教育・啓発等の取組を推進

○1996（平成８）年 外国人市⺠の声を市政に反映するための仕組みとして外国人市⺠代表者会議を条例で設置
○2005（平成17）年 本指針を策定し、その後、2008（平成20）年と2015（平成27）年に改定

＜前回指針改定（2015（平成27）年）以降の主な新たな取組＞
〇2019（令和元）年 日本語を含む11⾔語に対応する多文化共生総合相談ワンストップセンターの設置や市内全区の区役所にタ

ブレット型情報端末を活用したテレビ通訳の導入・運用を開始するなど、相談・通訳体制の充実
○2019（令和元）年 川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例制定
○2020（令和２）年 日本語指導の必要な児童生徒の急増に対応し、従前の日本語指導等協力者の派遣に代わり日本語指導初期

支援員及び日本語指導巡回非常勤講師を配置し全ての学校での対応を可能とするよう指導体制を強化
〇2021（令和３）年 川崎市〈やさしい日本語〉ガイドライン策定
〇2023（令和５）年度以降、かわさき多文化共生プラザ、（仮称）川崎市地域日本語教育推進方針に基づく取組の推進

〇本市は、外国人市⺠代表者会議条例の制定をはじめ、外国人市⺠を共にまちづくりを進めるかけがえのない⼀員と考え、外国人市⺠を包摂した地域社会づくりを推進するなど多様性のまちとして発展
〇外国人市⺠施策の基本理念となる基本方針として、2005（平成17）年に国籍や⺠族、文化の違いを豊かさとして生かし、すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、⾃⽴した市⺠として共に暮
らすことができる「多文化共生社会」の実現に向けて基本的な考え方と具体的な推進内容を示す「川崎市多文化共生社会推進指針」を国に先駆けて策定し、取組を推進

〇国の動きとしては、2018（平成30）年の入管法改正による「特定技能」の創設、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」など、外国人の受入れや共生のための取組が本格化
○国連において2015（平成27）年に誰⼀人取り残さない持続可能な開発目標（SDGs）が採択され、多文化共生社会の実現はその理念とも合致
〇コロナ禍により⼀旦減少した本市の外国人住⺠人⼝は再度増加傾向にあり、在留資格の多様化、デジタル化の進展など、社会環境の変化に対応し、すべての市⺠が多文化共生社会の担い⼿として能力
を発揮でき、誰もが住みやすい魅力あるまちづくりが求められている。

（１）附属機関
学識者等による助⾔と施策の検証
2005（平成17）年〜2015（平成27）年３⽉ 「川崎市多文化共生施策検討委員会」
2015（平成27）年〜2020（令和 2 ）年３⽉ 「川崎市人権施策推進協議会 外国人市⺠施策部会」
2020（令和 2 ）年〜 「川崎市多文化共生社会推進協議会」

（２）庁内推進体制
人権・男⼥共同参画推進連絡会議等における外国人市⺠施策の推進に関する協議・検討

Ⅰ 指針の趣旨

第２回改定以降の社会情勢の変化、外国⼈市⺠意識実態調査、多文化共生社会推進協議会からの報告等を踏まえ、本市の
多文化共生社会の実現に向けた具体的な推進内容を更新するため、３回目となる改定を行う。

＜改定後の指針について＞
○施策の定期的な進捗状況調査に基づく、多文化共生社会推進協議会等での検証を続けながら国の動向等社会環境の変化に
対応し、川崎市総合計画や川崎市人権施策推進基本計画（人権かわさきイニシアチブ）、川崎市国際施策推進プラン等の
関連計画との整合を図りながら、施策を推進し必要に応じて見直しを行っていく。

＜川崎市外国⼈市⺠意識実態調査※＞ 2019（令和元）年
〇日本語能力
問題なく読める53.2％
ひらがな、カタカナ、簡単な漢字ならわかる32.6％

〇川崎市の多⾔語による情報提供
やさしい日本語が重要 84.2％
るびつき日本語が重要 70.9％
外国語への翻訳が重要 79.9％

〇地域活動への関心・参加意欲
参加していないが、
参加したい気持ちがある67.9％

（N=763）

＜川崎市多文化共生社会推進協議会からの意見＞
（2023（令和５）年３⽉）

〇⼀定の取組が進んだ重点課題（①情報の多⾔語化と通
訳体制の拡充、②日本語学習支援の拡充、③施策推
進の地域拠点づくり、④差別解消施策の検討）につ
いては、指針本体へ組入れし、今後も継続して推進

〇地域における多文化共生の形成や担い⼿の育成
○新在留管理制度の定着、日本語指導体制の再構築など
の反映

〇〈やさしい日本語〉やICTの活用などのコミュニケー
ション⼿段の拡充

〇教育と福祉の連携、複合的な要因への配慮

【外国人住⺠人⼝と人⼝⽐率の推移】

【在留資格別人⼝と構成⽐】

（１）外国⼈市⺠の状況
○本市の外国人市⺠は、1980年代に入るまでその多く
が歴史的経緯により特別永住資格を有する在日韓国・
朝鮮籍の方であったが、その後のグローバル化等の進
展により現在は様々な国・地域から多様な人々が居住

○2023（令和5）年6⽉末現在の市内外国人住⺠人⼝は、
48,882人で全市⺠の約3.16％を占め、国籍・地域の数
は145となっている。

○近年はコロナ禍で、⼀時減少に転じたものの、再び
増加傾向にあり、前回指針改定時の2015（平成27）年
6⽉以降の８年間で、約1.5倍となっている。

○市内で暮らす外国人住⺠の在留資格別構成
⽐は、「永住者」、「特別永住者」で全体
の４割を占める。前回指針改定時の2015
（平成27）年から「永住者」と「技術・人
文知識・国際業務」が大きく増加している。
また、「家族滞在」も増えており、家族を
伴う形で外国人市⺠の定着・定住が進んで
いる。

○多様な文化を持つ市⺠が共に生活すること
により、地域社会が豊かになる⼀方、文化
の違いから摩擦が生じる場合もある。

＜改定の考え方＞
〇現行の「基本目標」、「基本理念」、「施策推進の基本方向」は継承の上、具体的な推進内容に市の施策の進展を反映
〇次の100年に向けて、多様性の価値を大切に、これまで積み重ねてきた多文化共生社会の実現のための取組をさらに推進

＜主な改定の内容＞
〇新たに位置付けた取組
・「地域における多文化共生社会の形成」の位置付け ・川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例の適切な運用
・かわさき多文化共生プラザの開設・（仮称）川崎市地域日本語教育推進方針の位置付け
・ICT、〈やさしい日本語〉の活用の推進
→取組に⼀定の進展があった重点課題は、指針本体へ組入れ

〇拡充を図る取組
・在留管理制度への理解の促進
・避難所運営に外国人市⺠が参加しやすい環境づくり など

【外国人市⺠とは】
〇本市では、外国籍の住⺠は地域社会を構成するかけ
がえのない⼀員と考え、1996（平成8）年の川崎市
外国人市⺠代表者会議条例の制定から「外国人市
⺠」という⾔葉を使用

○本指針では、外国籍の住⺠だけでなく、日本国籍で
あっても外国につながりのある人（国際結婚により
生まれた人や日本国籍を取得した人等）も視野に入
れて使用

資料１
かわ さき し た ぶん か きょうせい しゃかい すいしん ししん

※「川崎市外国人市⺠意識実態調査報告書」 2020（令和）2年3⽉

48,882人 3.16％
2023年6⽉末日現在

かいていばん がいようばんあん

ししん しゅし

１ 多 文 化 共 生 社 会 の 実 現 に 向 け て
た ぶん かきょうせいしゃかい じつげん む

２ 本 市 の 外 国 人 市 民 の 状 況 と 施 策 の 推 移
ほんし がいこくじんしみん じょうきょう しさく すいい

３ 指 針 の 推 進 体 制
ししん すいしんたいせい

４ 指 針 の 改 定 に つ い て
ししん かいてい
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すべての⼦どもの学習権を保障し、社会における少数の⽴場の⼈（マイノリティ）の文化を尊重するとともに、すべての市⺠の⾃⽴と相互理解が図られる教育を推進し、効果的な学習⽀援体制の構築に努めます。

外国⼈市⺠が健康で安⼼して安全に生活するために必要な情報や行政サービスを受けられるよう、ＩＣＴの活⽤を含め、施策の充実や環境整備に努めます。

川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）（案）概要版

（１）就学の保障と学習⽀援
①全ての義務教育年齢の子どもに就学の権利を保障するとともに、ICTを活用しつつ、全ての子どものための学習環境の
整備に努めます。

②就学、学習、進路等、教育全般に関わる相談体制の充実に努めます。
③日本語指導が必要な児童生徒に対し、日常生活に必要な生活⾔語、授業や教科学習に必要な学習⾔語の習得支援及び
学習支援の充実に努めます。

（２）違いを認め合う教育
①日本人と外国人が互いを認め合い尊重し合える多文化共生教育を、外国人市⺠とともに推進します。
②社会における少数の⽴場の人（マイノリティ）が⺟語・⺟文化を大切にしながら、文化的アイデンティティを形成で
きるよう、環境の整備に努めます。

①⼈権の尊重 人権に関する国際原則等を踏まえ、異なる文化的背景を持つ市⺠が差別や人権侵害を受けることがないよう、外国人市⺠に関わる施策等の推進に努めます。
②社会参加の促進 外国人市⺠が、個人として本来持っている豊かな能力を発揮して、市⺠として様々な活動に主体的に参加し、共にまちづくりを担うことができるよう、地域社会への参加の促進に努めます。
③⾃⽴に向けた⽀援 日本語の理解力や文化の違いなどにより生活に支障をきたしている外国人市⺠が、文化的アイデンティティを保持しながら主体的に地域社会に関わることができるよう、⾃⽴に向けた支援に努めます。

（２）基本理念

（３）施策推進の基本方向

（１）基本目標：多文化共生社会の実現

Ⅱ 施策の具体的推進内容 施策推進の基本方向１～５について、施策の具体的な推進内容をまとめた主な概要

４ 共生社会の形成
(1)市⺠への意識啓発 (2)市職員等の意識改革
(3)市職員の採用 (4)事業者への啓発
(5)国際交流センターの活用 (6)地域における多文化共生

社会の形成

国籍や⺠族、文化の違いを豊かさとして生かし、すべての⼈が互いに認め合い、⼈権が尊重され、⾃⽴した市⺠として共に暮らすことができる「多文化共生社会」の実現をめざします。

５ 施策の推進体制の整備
(1)行政組織の充実
(2)関係機関・ボランティア団体等との連携
(3)国等への働きかけ

３ 社会参加の促進
(1)市政参加
(2)地域における外国人市⺠等の
活動

２ 多文化共生教育の推進
(1)就学の保障と学習支援
(2)違いを認め合う教育
(3)地域における学習支援
(4)家庭へのサポート

１ 行政サービスの充実
(1)行政サービスの提供
(2)情報提供・相談窓⼝
(3)年金制度 (4)保健・医療
(5)福祉 (6)住宅 (7)防災

（１）行政サービスの提供
①市の行政サービスを等しく提供できるよう、常に外国人市⺠の存在を認識し、施策のあり方を検討します。
②在留管理制度及び外国人市⺠に係る住⺠基本台帳制度の理解が進むよう外国人市⺠及び関係機関への周知・啓発に努めます。
③在留管理制度に関する行政サービスの課題の把握に努め、必要に応じて国に働きかけます。
（２）情報提供・相談窓口
①ＩＣＴを活用しつつ、情報の多⾔語化、〈やさしい日本語〉の活用、外国人市⺠情報コーナーの充実等、情報提供の改善に

努めます。
②外国人相談体制の充実に努めます。
（３）年金制度
①年金加入促進のため、脱退⼀時金を含めた制度の広報・啓発に努めます。
②外国人従業員の年金加入について、より積極的に事業者等へ働きかけます。
③制度的無年金者に対する救済・改善措置及び脱退⼀時金制度の改善について国に働きかけます。
（４）保健・医療
①医療機関にかかる際の多⾔語資料等の普及に努めます。
②外国人市⺠の⺟子保健の充実に努めます。
③外国人市⺠に対して、健康保持や病気予防等の広報・啓発に努めます。
④医療保険加入を促進するため、医療保険制度の広報・啓発に努めます。
⑤外国人従業員の医療保険加入について、より積極的に事業者等に働きかけます。

⑥保険未加入者等の診療にあたる医療機関への医療費対策の充実を検討します。
⑦神奈川県が実施する医療通訳派遣システム事業の運営に参加し、医療通訳の充実に努めます。
⑧医療保険制度の改善を国に働きかけます。
（５）福祉
①福祉サービスの広報を積極的に行います。
②保育所入所児童について、⾔語や生活習慣等の違いに配慮した保育環境の整備に努めます。
③「外国人高齢者福祉⼿当」、「外国人心身障害者福祉⼿当」の充実に努めます。
④介護を必要とする高齢者・障害者への福祉・介護保険サービスの提供にあたって､⾔語や生活習慣等の違いに配慮するよう、
サービス提供者との連携に努めます。

⑤「川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画」に基づき、外国人に対するＤＶ(ドメスティック・バイオレンス）防止及び被害
者の支援の取組の充実に努めます。

（６）住宅
①住宅基本条例や居住支援制度等の広報・啓発を進めるとともに、相談体制の充実に努めます。
②⺠間賃貸住宅の入居差別の解消や安定した居住の確保に努めます。
（７）防災
①災害時において、外国人市⺠が差別されることなく、適切な情報提供や対応が行われるよう体制の整備に努めます。
②災害時において、外国人市⺠が避難所の運営に参加しやすい環境づくりに努めます。
③外国人市⺠に対して、防災に関する啓発に努め、情報を多⾔語で広報します。
④災害時の対応に備えて、市⺠グループ、ボランティア団体等との連携に努めます。

③外国人学校との交流を推進するとともに外国人学校への支援に努めます。
④教職員に対して、人権・多文化共生に関する研修の充実に努めます。
（３）地域における学習⽀援
①日本語学習をはじめとする学習支援等の充実に努めます。
②外国人市⺠に対して、日本の社会・制度・文化に関する理解の促進に努めます。
（４）家庭へのサポート
①外国人保護者等の状況に配慮した情報提供や支援に努めます。
②⺟語・⺟文化の重要性を理解・尊重しながら、家庭との連携に努めます。

かわ さき し た ぶん か きょうせい しゃかい すいしん ししん かいていばん がいようばんあん

５ 指 針 の 基 本 的 な 考 え 方
ししん き ほんてき かんが かた

１ 行 政 サ ー ビ ス の 充 実
ぎょうせいさ ー びす じゅうじつ

２ 多 文 化 共 生 教 育 の 推 進
たぶんかきょうせいきょういく すいしん

しさく ぐたいてきすいしんないよう

※下線部は、現行指針からの変更箇所
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すべての市⺠が違いを認め合い共に生きる社会をつくるため、市⺠、行政、事業者それぞれに対して意識啓発を進めるとともに、内外に開かれた地域社会づくりを促進します。

川崎市多文化共生社会推進指針（改定版）（案）概要版

４ 共生社会の形成

（１）市⺠への意識啓発
①国籍、⺠族、文化の違いを超えて、すべての人が互いに認め合い差別をなくすよう啓発に努めます。
②市⺠グループ、ボランティア団体等に対し、多文化共生の考え方について広報・啓発に努めます。
③文化芸術活動を通じて市⺠が多様な文化を理解し、尊重し合うことができるよう、地域などでの文化交流の促進に努めま

す。
（２）市職員等の意識改革
①人権意識や多文化共生意識を啓発するため、市職員及び教職員に対する研修等を充実させます。
②外国人市⺠の存在を⼗分に認識しながら業務を行っていくよう、市職員の意識啓発に努めます。
（３）市職員の採⽤
①市職員の採用や任用のあり方については、他の⾃治体と連携しながら検討していきます。
②多文化共生社会の形成に向け、会計年度任用職員等についても外国人市⺠の採用に努めます。
（４）事業者への啓発
①事業者が外国人の就職や労働条件において差別をせず、適正な雇用が行われるよう広報・啓発に努めます。
②事業者に対し、多文化共生社会を推進する主体であるとの認識が持てるよう、広報・啓発に努めます。
③意識啓発のための事業所内研修の支援に努めます。

Ⅲ その他

外国⼈市⺠が主体的に市政参加できる環境の整備に努めるとともに、地域社会の構成員として、⾃⼰の能⼒を⼗分に発揮しながら様々な活動に参加できるよう施策を推進します。

外国⼈市⺠に関わる施策を総合的に推進するため、行政内部での連携・調整機能を充実させるとともに、施策推進の拠点整備を進め、市⺠、関係機関・団体等との連携及び国等への制度改善等の働きかけを行います。

（２）地域における外国⼈市⺠等の活動
①町内会・⾃治会、PTA等に対して、外国人市⺠をその構成員として認め、相互理解や交流を進めるよう啓発に努めます。
②外国人市⺠や市⺠グループ等が地域の活動により参加しやすくなるような環境の整備に努めます。

（１）市政参加
①外国人市⺠代表者会議の充実を図り、外国人市⺠の意見の施策反映に努めます。
②市の審議会等で、外国人市⺠委員の参加を積極的に進めるとともに、参加しやすい環境づくりに努めます。
③住⺠投票制度の運用にあたっては、外国人市⺠が参加しやすい環境づくりに努めます。
④地方参政権の実現については、他の⾃治体と連携しながら国に働きかけることを検討します。

（５）国際交流センターの活⽤
①国際交流センターの利用の促進と、多文化共生に向けた事業の充実に努めます。
②多文化共生総合相談ワンストップセンターの相談事業や公益財団法人川崎市国際交流協会が行う翻訳、通訳サービスの拡充に
向け支援します。

③公益財団法人川崎市国際交流協会と連携し、多文化共生社会の実現や国際交流・協力を目的とする市⺠グループ等の活動を支
援し、市⺠主体の多文化共生社会の実現と国際交流・協力を促進します。

④公益財団法人川崎市国際交流協会と連携し、修学援助、住宅相談等外国人留学生の支援の充実に努めるとともに、市⺠との交
流を促進します。

⑤公益財団法人川崎市国際交流協会の体制強化に向けた連携を推進します。

（６）地域における多文化共生社会の形成
①市⺠の⾃主的な活動や居場所づくりに向けた環境を整備することで、地域での外国人市⺠と日本人市⺠が共に活動する多文化
共生社会の形成を支援します。

（１）行政組織の充実
①施策推進のため、全庁的な会議等を中心に関係局間の連携・調整機能を充実させます。
②他都市及び神奈川県との情報交換、連携を進め、施策展開の課題・問題点等の認識を深めます。
③指針に基づく施策の進行管理及び評価を行います。
④多文化共生社会の推進状況を把握し、施策に役⽴てるために、外国人市⺠の生活と意識に関する実態調査を定期的に

実施します。
⑤外国人市⺠であることを理由とする差別の解消と人権侵害の防止に向けた施策について検討します。
⑥外国人市⺠のニーズと地理的特性を踏まえ、多文化共生プラザ等の多文化共生の推進拠点を整備し、その活用に努め

ます。

（２）関係機関・ボランティア団体等との連携
①多様な主体と協働・連携して多文化共生施策を推進します。

（３）国等への働きかけ
①外国人市⺠の生活に関わる法や制度の改善を国・神奈川県へ要望します。

2023（令和5）年11⽉中旬 文教委員会
2023（令和5）年11⽉27日（⽉） パブリックコメント⼿続開始

2023（令和5）年12⽉27日（水） パブリックコメント⼿続終了
2024（令和6）年 3⽉ 多文化共生社会推進指針改定・公表

かわ さき し た ぶん か きょうせい しゃかい すいしん ししん かいていばん がいようばんあん

３ 社 会 参 加 の 促 進
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４ 共 生 社 会 の 形 成
きょうせいしゃかい けいせい

５ 施 策 の 推 進 体 制 の 整 備
しさく すいしんたいせい せいび

今 後 の ス ケ ジ ュ ー ル
こんご す け じ ゅ ー る

た
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であっても外国
が い こ く

につながりのある人
ひと

（国際
こ く さ い

結婚
けっこん

により生
う

まれた人
ひと

、中国
ちゅうごく

帰国者
き こ く し ゃ

、日本
に ほ ん

国籍
こ く せ き

を取得
し ゅ と く

した人
ひと

等
と う

）も視野
し や

に入
い

れて使用
し よ う

し

ています。 



 

２ 本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の状 況
じょうきょう

と施策
し さ く

の推移
す い い

 

（１）外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の状 況
じょうきょう

 

   本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

（※）は、2023 (令和
れ い わ

５)年
ねん

６月
がつ

末
まつ

日
じつ

現在
げんざい

＊48,882人
にん

で、

全市民
ぜんしみん

に占
し

める割合
わりあい

は 3.16％となっています。また、その出身
しゅっしん

国
こく

や来日
らいにち

の理由
り ゆ う

も年々
ねんねん

多様化
た よ う か

しており、国籍
こくせき

・地域
ち い き

の数
かず

は 145 となっています。 

（※）外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

：住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

における外
がい

国籍
こくせき

の住民
じゅうみん

登録者数
とうろくしゃすう

 

（日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を持
も

つ外国人
がいこくじん

市民
し み ん

は含
ふく

まれていません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 1990年代
ねんだい

以降
い こ う

、市内
し な い

の外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

人口
じんこう

は大幅
おおはば

に増加
ぞ う か

しまし

た。近年
きんねん

はコロナ
こ ろ な

禍
か

で一時的
いちじてき

に

減 少
げんしょう

したものの、現在
げんざい

は 再
ふたた

び

増加
ぞ う か

傾向
けいこう

にあり、前回
ぜんかい

の指針
し し ん

改定
かいてい

時
じ

の2015（平成
へいせい

27）年
ねん

6月
がつ

の31,959

人
にん

からこの 8年間
ねんかん

で約
やく

17,000人
にん

増加
ぞ う か

し、約
やく

1.5倍
ばい

となっています。 

 

 市内
し な い

で暮
く

らす外国人
がいこくじん

住 民
じゅうみん

の

在 留
ざいりゅう

資格
し か く

別
べつ

構成比
こうせいひ

は、「永住者
えいじゅうしゃ

」

と「特別
とくべつ

永住者
えいじゅうしゃ

」で約
やく

4割
わり

を占
し

め

ます。前回
ぜんかい

の指針
し し ん

改定
かいてい

時
じ

の 2015

（平成
へいせい

27）年
ねん

から「永住者
えいじゅうしゃ

」と

「技術
ぎじゅつ

・人文
じんぶん

知識
ち し き

・国際
こくさい

業務
ぎょうむ

」は

約
やく

5,000人
にん

増加
ぞ う か

しました。「家族
か ぞ く

滞在
たいざい

」や「技能
ぎ の う

実 習
じっしゅう

」、「特定
とくてい

技能
ぎ の う

」

といった在 留
ざいりゅう

資格
し か く

の人
ひと

たちも大
おお

きく増
ふ

えています。 

 

＊指針
し し ん

改定
かいてい

時
じ

には 2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

12月
がつ

末日
まつじつ

の統計
とうけい

を掲載
けいさい

予定
よ て い

 

【在留
ざいりゅう

資格
し か く

別
べつ

人口
じんこう

と構成比
こ う せい ひ

】 

【外国人
がいこくじん

住民
じゅうみん

人口
じんこう

と人口
じんこう

比率
ひ り つ

の推移
す い い

】 



 

本市
ほ ん し

の外国人
がいこくじん

市民
し み ん

は、1980年代
ねんだい

に入
はい

るまでその多
おお

くが歴史
れ き し

的経緯
てきけいい

により特別
とくべつ

永住
えいじゅう

資格
し か く

を有
ゆう

する在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮
ちょうせん

籍
せき

の方
かた

で占
し

められていました。その後
ご

、

グローバル化
ぐ ろ ー ば る か

の進展
しんてん

に伴
ともな

い国境
こっきょう

を越
こ

えた人
ひと

の移動
い ど う

が活発
かっぱつ

になる中
なか

で、1990（平成
へいせい

２）年
ねん

の出 入 国
しゅつにゅうこく

管理
か ん り

及
およ

び難民
なんみん

認定法
にんていほう

の改正
かいせい

等
とう

もあり、様々
さまざま

な国
くに

・地域
ち い き

から在留
ざいりゅう

資格
し か く

も多様
た よ う

な人々
ひとびと

が来日
らいにち

し、市内
し な い

全域
ぜんいき

にわたって居住
きょじゅう

するようになってきました。

また、国際
こくさい

結婚
けっこん

により生
う

まれた人
ひと

や海外
かいがい

からの帰国者
きこくしゃ

など、日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を持
も

つ人々
ひとびと

の

中
なか

にも多様
た よ う

な文化的
ぶんかてき

背景
はいけい

を持
も

つ外国
がいこく

につながりのある人々
ひとびと

が増
ふ

えています。 

さらに、近年
きんねん

では永住者
えいじゅうしゃ

や技術
ぎじゅつ

・人文
じんぶん

知識
ち し き

・国際
こくさい

業務
ぎょうむ

といった在留
ざいりゅう

資格
し か く

の人々
ひとびと

が大
おお

きく増加
ぞ う か

する中
なか

で、永住者
えいじゅうしゃ

の配偶者
はいぐうしゃ

等
とう

や家族
か ぞ く

滞在
たいざい

といった在留
ざいりゅう

資格
し か く

の人々
ひとびと

も

増
ふ

えており、家族
か ぞ く

を伴
ともな

う形
かたち

での外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の定着
ていちゃく

・定住
ていじゅう

が進
すす

んでいます。 

多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を持
も

つ市民
し み ん

が共
とも

に生活
せいかつ

することにより地域
ち い き

社会
しゃかい

が豊
ゆた

かになる一方
いっぽう

、

文化
ぶ ん か

の違
ちが

いから摩擦
ま さ つ

が 生
しょう

じる場合
ば あ い

もあります。また、偏見
へんけん

や差別
さ べ つ

意識
い し き

がなくなっ

ていないという現実
げんじつ

もあります。さらに、長年
ながねん

、地域
ち い き

社会
しゃかい

で生活
せいかつ

していても国籍
こくせき

の

違
ちが

いで不利
ふ り

な状 況
じょうきょう

を強
し

いられたり、日本語
に ほ ん ご

が不自由
ふ じ ゅ う

であるなどの理由
り ゆ う

で個人
こ じ ん

の持
も

つ能力
のうりょく

を発揮
は っ き

することが難
むずか

しい状 況
じょうきょう

も見受
み う

けられます
 

。 

 

  



 

（２）外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

の推移
す い い

 

 これまでの主
おも

な取組
とりくみ

 

本市
ほ ん し

では、1970年代
ねんだい

から、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が国籍
こくせき

や文化
ぶ ん か

、言語
げ ん ご

の違
ちが

いなどによって社会的
しゃかいてき

な不利益
ふ り え き

を受
う

けないよう、諸
しょ

制度
せ い ど

の改善
かいぜん

を図
はか

るとともに、あわせて教育
きょういく

・啓発
けいはつ

等
とう

の取
とり

組
くみ

を進
すす

めてきました。また、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

は地域
ち い き

社会
しゃかい

を構成
こうせい

するかけがえのない一員
いちいん

で

あるとの認識
にんしき

のもと、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の声
こえ

を市政
し せ い

に反映
はんえい

するための仕組
し く

みとして、1996

（平成
へいせい

８）年
ねん

に川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

を条例
じょうれい

で設置
せ っ ち

するなど、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の

市政
し せ い

参加
さ ん か

を推進
すいしん

してきました。そして、2005（平成
へいせい

17）年
ねん

には国
くに

に先駆
さ き が

けて「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」を策定
さくてい

し、その後
ご

、2008（平成
へいせい

20）年
ねん

、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

と２度
ど

の改定
かいてい

を重
かさ

ねながら多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けた地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを進
すす

めて

きました。 

 

前回
ぜんかい

の指針
し し ん

改定
かいてい

以降
い こ う

の主
おも

な新
あたら

しい取組
とりくみ

 

前回
ぜんかい

、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

の改定
かいてい

以降
い こ う

の主
おも

な取組
とりくみ

としては、2019（令和元
れいわがん

）年度
ね ん ど

よ

り日本語
に ほ ん ご

を含
ふく

む 11言語
げ ん ご

に対応
たいおう

する多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップセ
わ ん す と っ ぷ せ

ンター
ん た ー

の設置
せ っ ち

や市内
し な い

全区
ぜ ん く

の区
く

役所
やくしょ

においてタブレット
た ぶ れ っ と

型
がた

情報
じょうほう

端末
たんまつ

を活用
かつよう

したテレビ
て れ び

通訳
つうやく

の導入
どうにゅう

 

・運用
うんよう

を開始
か い し

するなど、通訳
つうやく

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

を図
はか

ってきました。また、日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

が

必要
ひつよう

な児童
じ ど う

生徒
せ い と

の急増
きゅうぞう

と多国籍化
た こ く せ き か

への対応
たいおう

として、従来
じゅうらい

の日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

協 力 者
きょうりょくしゃ

の派遣
は け ん

に代
か

わり、2020（令和
れ い わ

２）年度
ね ん ど

からは日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

や日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

巡
じゅん

回
かい

非常勤
ひじょうきん

講師
こ う し

を配置
は い ち

するなど、対象
たいしょう

となる児童
じ ど う

生徒
せ い と

が在籍
ざいせき

する全
すべ

ての学校
がっこう

での対応
たいおう

を可能
か の う

とするよう、指導
し ど う

体制
たいせい

を強化
きょうか

してきました。さらに、2019（令和
れ い わ

元
がん

）年
ねん

に

は、全
すべ

ての市民
し み ん

が不当
ふ と う

な差別
さ べ つ

を受
う

けることなく、個人
こ じ ん

として尊重
そんちょう

され、生
い

き生
い

きと

暮
く

らすことができる人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくりを推進
すいしん

するため「川崎市
かわさきし

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条
じょう

例
れい

」を制定
せいてい

しました。また、2021（令和
れ い わ

３)年
ねん

３月
がつ

に外国人
がいこくじん



 

市民
し み ん

にもわかりやすい情報
じょうほう

提供
ていきょう

のために川崎市
かわさきし

〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉ガイドライン
が い ど ら い ん

を策定
さくてい

しました。 

 今後
こ ん ご

は、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が多
おお

く住
す

む市
し

南部
な ん ぶ

地域
ち い き

における外国人
がいこくじん

相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に

向
む

けた取組
とりくみ

として、「かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

」の開設
かいせつ

や、子
こ

どもから大人
お と な

までを

対象
たいしょう

とした包括的
ほうかつてき

な日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

の環境
かんきょう

整備
せ い び

を進
すす

めるため、地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

の

基本的
きほんてき

な方針
ほうしん

の策定
さくてい

など新
あら

たな対応
たいおう

策
さく

の実施
じ っ し

を予定
よ て い

しています。 

 

＜外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる本市
ほ ん し

の主
おも

な施策
し さ く

＞ 

 

1972(昭和
しょうわ

47)年
ねん

 市内在住
しないざいじゅう

外国人
がいこくじん

への国民
こくみん

健康
けんこう

保険
ほ け ん

の適用
てきよう

 

1975(昭和
しょうわ

50)年
ねん

 市営
し え い

住宅
じゅうたく

入居
にゅうきょ

資格
し か く

の国籍
こくせき

条項
じょうこう

撤廃
てっぱい

、児童
じ ど う

手当
て あ て

の支給
しきゅう

開始
か い し

 

1986(昭和
しょうわ

61)年
ねん

 
「川崎市

か わ さき し

在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

－主
しゅ

として在日
ざいにち

韓国
かんこく

・朝鮮人
ちょうせんじん

教育
きょういく

－」

の制定
せいてい

 

1988(昭和
しょうわ

63)年
ねん

 川崎市
か わ さき し

ふれあい館
かん

の開設
かいせつ

 

1989(平成元
へいせいがん

)年
ねん

 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交 流
こうりゅう

協 会
きょうかい

設立
せつりつ

 

1990(平成
へいせい

２)年
ねん

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

推進
すいしん

のための 24項目
こうもく

の検討
けんとう

課題
か だ い

をまとめる 

1993(平成
へいせい

５)年
ねん

 

川崎市
か わ さき し

外
がい

国籍
こくせき

市民
しみん

意識
いしき

実態
じったい

調査
ちょうさ

の実施
じっし

 

外国人
がいこくじん

市民施策
し み ん し さ く

調査
ちょうさ

研究
けんきゅう

委員会
い い んか い

から「川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

政策
せいさく

のガイド
が い ど

ライン
ら い ん

づ

くりのための 53項目
こうもく

の提言
ていげん

」を答申
とうしん

 

1994(平成
へいせい

６)年
ねん

 

外国人
がいこくじん

高齢者
こうれいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

、外国人
がいこくじん

心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

の支給
しきゅう

開始
か い し

 

川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

の開設
かいせつ

 

川崎市
か わ さき し

外
がい

国籍
こくせき

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

（面接
めんせつ

調査
ちょうさ

）の実施
じ っ し

 

1996(平成
へいせい

８)年
ねん

 
市職員
ししょくいん

採用
さいよう

の国籍
こくせき

条項
じょうこう

撤廃
てっぱい

(消防士
しょうぼうし

を除
のぞ

く) 

「川崎市
か わ さき し

外国人市民代表者会議
がいこくじんしみんだいひょうしゃかいぎ

条例
じょうれい

」の制定
せいてい

及
およ

び会議
か い ぎ

の設置
せ っ ち

 

1998(平成
へいせい

10)年
ねん

 

「外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する考
かんが

え方
かた

」を策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

」を改定
かいてい

し、「川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほうしん

－多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

の社会
しゃかい

をめざして－」を制定
せいてい

 

2000(平成
へいせい

12)年
ねん

 
「川崎市

か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進指針
すいしんししん

」の策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

」の制定
せいてい

、「川崎
かわさき

市居住
しきょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

」の開始
か い し

 



 

2002(平成
へいせい

14)年
ねん

 
「川崎

かわさき

市外
し が い

国人
こくじん

市民施策
し み ん し さ く

推進指針
すいしんししん

検討委員会
けんとういいんかい

」の設置
せ っ ち

 

「外国人
がいこくじん

市民施策
し み ん し さ く

実施
じ っ し

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

」の実施
じ っ し

 

2003(平成
へいせい

15)年
ねん

 「外国人
がいこくじん

市民施策
し み ん し さ く

の指針
し し ん

を考
かんが

える市民
し み ん

のつどい」の開催
かいさい

 

2004(平成
へいせい

16)年
ねん

 「（仮称
かしょう

）川崎市
か わ さき し

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

骨子案
こ っ しあ ん

」の公表
こうひょう

 

2005(平成
へいせい

17)年
ねん

 

「川崎市
か わ さき し

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

」の策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

自治
じ ち

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

」の制定
せいてい

 

2007(平成
へいせい

19)年
ねん

 「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

」の策定
さくてい

 

2008(平成
へいせい

20)年
ねん

 「川崎市
か わ さき し

多文化共生社会推進指針
たぶんかきょうせいしゃかいすいしんししん

」の改定
かいてい

 

2014(平成
へいせい

26)年
ねん

 川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の実施
じ っ し

 

2015(平成
へいせい

27)年
ねん

 

「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

『人権
じんけん

かわさきイニシアチブ
い に し あ ち ぶ

』」の改定
かいてい

 

川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

（インタビュー
い ん た び ゅ ー

調査
ちょうさ

）の実施
じ っ し

 

「川崎市
か わ さき し

国際
こくさい

施策
し さ く

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

」の策定
さくてい

 

「川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」の改定
かいてい

 

2019(令和
れ い わ

元
がん

)年
ねん

 
川崎市
か わ さき し

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の実施
じ っ し

 

「川崎市
か わ さき し

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条例
じょうれい

」の制定
せいてい

 

2022(令和
れ い わ

４)年
ねん

 「川崎市
か わ さき し

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

『人権
じんけん

かわさきイニシアチブ
い に し あ ち ぶ

』」の改定
かいてい

 

2024(令和
れ い わ

６)年
ねん

 

「川崎市
か わ さき し

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

」の改定
かいてい

（予定
よ て い

） 

「川崎市
か わ さき し

地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

」の策定
さくてい

（予定
よ て い

） 

かわさき多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

の開設
かいせつ

（予定
よ て い

） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

３ 施策
し さ く

の推進
すいしん

体制
たいせい

 

（１）附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

 

 川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

 

 指針
し し ん

に基
もと

づく施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

う仕組
し く

みとして、2005（平成
へいせい

17）年
ねん

８月
がつ

に市民
し み ん

・

学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

から成
な

る審議会
しんぎかい

「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

検討
けんとう

委員会
いいんかい

」を設置
せ っ ち

し、定期的
ていきてき

に

実施
じ っ し

する施策
し さ く

の進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

に基
もと

づき施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

ってきました。その

後
ご

、全市的
ぜんしてき

な附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

と 協
きょう

議会
ぎ か い

等
とう

の見直
み な お

しにより 2015年
ねん

（平成
へいせい

27年
ねん

）６月
がつ

からは

「川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

」の部会
ぶ か い

としてその役割
やくわり

を引
ひ

き継
つ

いできましたが、2020

（令和
れ い わ

２）年
ねん

に新
あら

たに独立
どくりつ

した市
し

の附属
ふ ぞ く

機関
き か ん

として「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

」を設置
せ っ ち

しました。「国籍
こくせき

、民族
みんぞく

又
また

は文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、全
すべ

ての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

う多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

を実現
じつげん

するための施策
し さ く

の推進
すいしん

に関
かん

する指針
し し ん

その他
た

当該
とうがい

施策
し さ く

の推進
すいしん

に必要
ひつよう

な事項
じ こ う

に関
かん

して調査
ちょうさ

審議
し ん ぎ

すること。」を所掌
しょしょう

事務
じ む

とし、指針
し し ん

に

基
もと

づく施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を行
おこな

っています。 

 

（２）庁内
ちょうない

推進
すいしん

体制
たいせい

 

 川崎市
かわさきし

人権
じんけん

・男女
だんじょ

共同
きょうどう

参画
さんかく

推進
すいしん

連絡
れんらく

会議
か い ぎ

 

 本市
ほ ん し

における人権
じんけん

及
およ

び男女
だんじょ

共同
きょうどう

参画
さんかく

関連
かんれん

施策
し さ く

の総合的
そうごうてき

な推進
すいしん

を図
はか

るための庁内
ちょうない

会議
か い ぎ

です。副市長
ふくしちょう

を会長
かいちょう

に、各局
かくきょく

本部
ほ ん ぶ

（室
しつ

）区
く

の局 長 級
きょくちょうきゅう

職員
しょくいん

が委員
い い ん

となり、人権
じんけん

施策
し さ く

等
とう

に関
かん

する企画
き か く

や重要
じゅうよう

事項
じ こ う

の決定
けってい

、施策
し さ く

についての研究
けんきゅう

・協議
きょうぎ

等
とう

を行
おこな

います。 

 また、各局
かくきょく

本部
ほ ん ぶ

（室
しつ

）区
く

の庶務
し ょ む

課長
かちょう

や関係
かんけい

課長級
かちょうきゅう

を委員
い い ん

とした幹事会
かんじかい

を置
お

き、そ

の中
なか

に、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

に関
かん

する専門
せんもん

部会
ぶ か い

として外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

専門
せんもん

部会
ぶ か い

を設置
せ っ ち

し、

指針
し し ん

や外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

の推進
すいしん

に関
かん

することを協議
きょうぎ

・検討
けんとう

します。 

 



 

４ 指針
し し ん

の改定
かいてい

について 

本
ほん

市
し

は、2005（平成
へいせい

17年
ねん

）に策定
さくてい

の本指針
ほんししん

に基
もと

づき、市民
し み ん

、事
じ

業者
ぎょうしゃ

、ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
とう

と連携
れんけい

・協 力
きょうりょく

して外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

等
とう

を体系的
たいけいてき

かつ総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

する

一方
いっぽう

、施策
し さ く

の進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

調査
ちょうさ

を定期的
ていきてき

に実施
じ っ し

し、川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

検討
けんとう

委員会
いいんかい

で施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

を 行
おこな

い、指針
し し ん

策定
さくてい

後
ご

３年
ねん

を経過
け い か

した 2008（平成
へいせい

20）年
ねん

、上記
じょうき

委員会
いいんかい

の助言
じょげん

のもと、主
おも

に各施策
かくしさく

の具体的
ぐたいてき

推進
すいしん

内容
ないよう

についての見直
み な お

しを行
おこな

い、指針
し し ん

を

改定
かいてい

しました。 

その後
ご

、2012（平成
へいせい

24）年
ねん

の新在留
しんざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

が開始
か い し

されることに伴
ともな

う外国人
がいこくじん

市民
し み ん

を取
と

り巻
ま

く環境
かんきょう

の変化
へ ん か

や 2015（平成
へいせい

27）年
ねん

10月
がつ

に策定
さくてい

された「川崎市
かわさきし

国際
こくさい

施策
し さ く

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

」とも調整
ちょうせい

を図
はか

り、川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進協
すいしんきょう

議会
ぎ か い

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

部会
ぶ か い

の助言
じょげん

の

もと、2015（平成
へいせい

27）年
ねん

10月
がつ

に２度目
ど め

の改定
かいてい

を実施
じ っ し

しました。２度目
ど め

の改定
かいてい

にあたっ

ては、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

に向
む

けて個別
こ べ つ

施策
し さ く

を推進
すいしん

する際
さい

の視点
し て ん

としてすべての

年齢層
ねんれいそう

を対象
たいしょう

とした施策
し さ く

という包括的
ほうかつてき

観点
かんてん

の必要性
ひつようせい

や、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の

結果
け っ か

などにより明確
めいかく

になった課題
か だ い

などを考慮
こうりょ

して、施策
し さ く

全体
ぜんたい

に関
かか

わる４
よっ

つの課題
か だ い

を

「重点
じゅうてん

課題
か だ い

」として設定
せってい

しました。 

２度目
ど め

の改定後
かいていご

、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の更
さら

なる増加
ぞ う か

と多様化
た よ う か

、「外国
がいこく

人材
じんざい

の受入
う け い

れ・共生
きょうせい

の

ための総合的
そうごうてき

対応
たいおう

策
さく

」等
とう

の国
くに

の動向
どうこう

、SDGs などをはじめとする社会
しゃかい

情勢
じょうせい

の変化
へ ん か

や、

2019（令和
れ い わ

元
がん

）年
ねん

に実施
じ っ し

した川崎市
かわさきし

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

意識
い し き

実態
じったい

調査
ちょうさ

の結果
け っ か

等
とう

を踏
ふ

まえ、今回
こんかい

、

３度目
ど め

の改定
かいてい

を行
おこな

うことといたしました。 

改定
かいてい

にあたっては、川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

での審議
し ん ぎ

に加
くわ

え、同協
どうきょう

議会
ぎ か い

が 2023（令和
れ い わ

５）年
ねん

３月
がつ

にまとめた中間
ちゅうかん

報告
ほうこく

「『川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

』

改定
かいてい

の提案
ていあん

」で示
しめ

された内容
ないよう

として、一定
いってい

の取組
とりくみ

が進
すす

んだ「重点
じゅうてん

課題
か だ い

」の本文
ほんぶん

への

組入
く み い

れや、地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

についての項目
こうもく

の追加
つ い か

等
とう

といった提案
ていあん

を踏
ふ

まえ、本市
ほ ん し

としての今後
こ ん ご

の方向性
ほうこうせい

を検証
けんしょう

し、３度目
ど め

の改定
かいてい

を実施
じ っ し

しました。 



 

 今後
こ ん ご

も、定期的
ていきてき

な施策
し さ く

の進捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

等
とう

の検証
けんしょう

を続
つづ

けながら、国
くに

の動向
どうこう

等
とう

社会
しゃかい

環境
かんきょう

の変化
へ ん か

に対応
たいおう

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の実現
じつげん

がＳＤＧｓの多
おお

くのゴール
ご ー る

と相互
そ う ご

に関連
かんれん

していることを踏
ふ

まえ、川崎市
かわさきし

総合
そうごう

計画
けいかく

や川崎市
かわさきし

人権
じんけん

施策
し さ く

推進
すいしん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

、川崎市
かわさきし

国際
こくさい

施
し

策
さく

推進
すいしん

プラン
ぷ ら ん

等
とう

関連
かんれん

計画
けいかく

との整合
せいごう

を図
はか

りながら、施策
し さ く

を推進
すいしん

し、必要
ひつよう

に応
おう

じ

て見直
み な お

しを行
おこな

っていく予定
よ て い

です。 

 

 
 
 
 
 



 

５ 指針
し し ん

の基本的
きほんてき

な考
かんが

え方
かた

 

（１） 基本
き ほ ん

目標
もくひょう

  

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

 

国籍
こくせき

や民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、すべての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

い、 

人権
じんけん

が尊重
そんちょう

され、自立
じ り つ

した市民
し み ん

として共
とも

に暮
く

らすことができる「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」

の実現
じつげん

をめざします。 

 

（２） 基本
き ほ ん

理念
り ね ん

 

 ① 人権
じんけん

の尊重
そんちょう

 

  人権
じんけん

に関
かん

する国際
こくさい

原則
げんそく

等
とう

を踏
ふ

まえ、異
こと

なる文化
ぶ ん か

的
てき

背景
はいけい

を持
も

つ市民
し み ん

が差別
さ べ つ

や

人権侵害
じんけんしんがい

を受
う

けることがないよう、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

等
とう

の推進
すいしん

に努
つと

めま

す。 

 

  ② 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が、個人
こ じ ん

として本来
ほんらい

持
も

っている豊
ゆた

かな能力
のうりょく

を発揮
は っ き

して、市民
し み ん

とし

て様々
さまざま

な活動
かつどう

に主体的
しゅたいてき

に参加
さ ん か

し、共
とも

にまちづくりを担
にな

うことができるよう、

地域
ち い き

社会
しゃかい

への参加
さ ん か

の促進
そくしん

に努
つと

めます。 

 

  ③ 自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

 

   日本語
に ほ ん ご

の理解力
りかいりょく

や文化
ぶ ん か

の違い
ち が  

などにより生活
せいかつ

に支障
ししょう

をきたしている外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が、文化的
ぶんかてき

アイデ
あ い で

ンテ
ん て

ィティ
ぃ て ぃ

を保
ほ

持
じ

しながら主体的
しゅたいてき

に地域
ち い き

社会
しゃかい

に関
かか

わるこ

とができるよう、自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

に努
つと

めます。 

  



 

（３） 施策
し さ く

推進
すいしん

の基本
き ほ ん

方向
ほうこう

 

 ① 行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の充実
じゅうじつ

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が健康
けんこう

で安心
あんしん

して安全
あんぜん

に生活
せいかつ

するために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

や行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を受
う

けられるよう、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

め、施策
し さ く

の充実
じゅうじつ

や環境
かんきょう

整備
せ い び

に

努
つと

めます。 

 

 ② 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の推進
すいしん

 

   すべての子
こ

どもの学習権
がくしゅうけん

を保障
ほしょう

し、社会
しゃかい

における 少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の人
ひと

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）の文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

するとともに、すべての市民
し み ん

の自立
じ り つ

と相互
そ う ご

理解
り か い

が図
はか

られる教育
きょういく

を推進
すいしん

し、効果的
こうかてき

な学習
がくしゅう

支援
し え ん

体制
たいせい

の構築
こうちく

に努
つと

めます。 

 

 ③ 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が主体的
しゅたいてき

に市政
し せ い

参加
さ ん か

できる環境
かんきょう

の整
せい

備
び

に努
つと

めるとともに、地域
ち い き

社会
しゃかい

の構
こう

成員
せいいん

として、自己
じ こ

の能力
のうりょく

を十分
じゅうぶん

に発揮
は っ き

しながら様々
さまざま

な活動
かつどう

に参加
さ ん か

で

きるよう施策
し さ く

を推進
すいしん

します。 

 

 ④ 共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

   すべての市民
し み ん

が違
ちが

いを認
みと

め合
あ

い共
とも

に生
い

きる社会
しゃかい

をつくるため、市民
し み ん

、行政
ぎょうせい

、

事業者
じぎょうしゃ

それぞれに対
たい

して意識
い し き

啓発
けいはつ

を進
すす

めるとともに、内外
ないがい

に開
ひら

かれた地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを促進
そくしん

します。 

 

 ⑤ 施策
し さ く

の推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び

 

   外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

に推進
すいしん

するため、行政
ぎょうせい

内部
な い ぶ

で連携
れんけい

・調整
ちょうせい

機能
き の う

を充実
じゅうじつ

させるとともに、施策
し さ く

推進
すいしん

の拠点
きょてん

整備
せ い び

を進
すす

め、市民
し み ん

、関係
かんけい

機関
き か ん

・団体
だんたい

等
とう

との連携
れんけい

及
およ

び国
くに

等
とう

への制度
せ い ど

改善
かいぜん

等
とう

の働
はたら

きかけを行
おこな

います。 



 

 

川 崎 市
か わ さ き し

多 文 化 共 生 社 会 推 進 指 針
た ぶ ん か き ょ う せ い し ゃ か い す い し ん し し ん

 

＜ 基本
き ほ ん

目標
もくひょう

 ： 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

 ＞ 

国籍
こくせき

や民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、すべての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

い、人権
じんけん

が尊重
そんちょう

され、自立
じ り つ

した市民
し み ん

として共
とも

に暮
く

らすことができる「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

をめざします。 
 

           
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の提供
ていきょう

  (5)福祉
ふ く し

 

(2)情報
じょうほう

提供
ていきょう

・相談
そうだん

窓口
まどぐち

  (6)住宅
じゅうたく

 

(3)年金
ねんきん

制
せい

度
ど

                 (7)防災
ぼうさい

 

(4)保健
ほ け ん

・医療
いりょう

         

(1)市政
し せ い

参加
さ ん か

 

(2)地域
ち い き

における外国人
がいこくじん

市民
し み ん

等
とう

の活動
かつどう

 

(1)市民
し み ん

への意識
い し き

啓発
けいはつ

  

(2)市
し

職員
しょくいん

等
とう

の意識
い し き

改革
かいかく

  

(3)市
し

職員
しょくいん

の採用
さいよう

    

(4)事
じ

業者
ぎょうしゃ

への啓発
けいはつ

 

(5)国際
こくさい

交流
こうりゅう

セン
せ ん

ター
た ー

の活用
かつよう

 

(6)地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

 

(1)行政
ぎょうせい

組織
そ し き

の充実
じゅうじつ

 

(2)関係
かんけい

機関
き か ん

・ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
とう

との連携
れんけい

 

(3)国
くに

等
とう

への働
はたら

きかけ      

 

① 人権
じんけん

の尊重
そんちょう

 

人権
じんけん

に関
かん

する国際
こくさい

原則
げんそく

等
とう

を踏
ふ

まえ、異
こと

なる文化
ぶ ん か

的
てき

背景
はいけい

を持
も

つ市民
し み ん

が差別
さ べ つ

や人権
じんけん

侵害
しんがい

を受
う

けること

がないよう、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

等
とう

の推進
すいしん

に努
つと

めます。 
 

② 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

外国人
がいこくじん

市民
しみん

が、個人
こじん

として本来
ほんらい

持
も

っている豊
ゆた

かな能 力
のうりょく

を発揮
はっき

して、市民
しみん

として様々
さまざま

な活動
かつどう

に

主体的
しゅたいてき

に参加
さんか

し、共
とも

にまちづくりを担
にな

うことができるよう、地域
ち い き

社会
しゃかい

への参加
さ ん か

の促進
そくしん

に努
つと

め
  

ます。 
 

③ 自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

 

日本語
に ほ ん ご

の理解力
りかいりょく

や文化
ぶ ん か

の違い
ち が  

などにより生活
せいかつ

に支障
ししょう

をきたしている外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が、文化的
ぶ ん かて き

アイデ
あ い で

ンテ
ん て

ィティ
ぃ て ぃ

を保
ほ

持
じ

しながら主体的
しゅたいてき

に地域
ち い き

社会
しゃかい

に関
かか

わることができるよう、自立
じ り つ

に向
む

けた支援
し え ん

に努
つと

め

ます。 

１ 行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の充実
じゅうじつ

 ３ 社会
しゃかい

参加
さ ん か

の促進
そくしん

 

４ 共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

５ 施策
し さ く

の推進
すいしん

体制
たいせい

の整備
せ い び

 

＜ 施策
し さ く

推進
すいしん

の基本
き ほ ん

方向
ほうこう

 ＞ 

(1)就学
しゅうがく

の保障
ほしょう

と学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

(2)違
ちが

いを認
みと

め合
あ

う教育
きょういく

 

(3)地域
ち い き

における学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

(4)家庭
か て い

へのサポート
さ ぽ ー と

 

２ 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の推進
すいしん

 

＜ 基本
き ほ ん

理念
り ね ん

 ＞  
 

※下線部
か せ ん ぶ

は、現行
げんこう

指針
し し ん

からの変更
へんこう

箇所
か し ょ

 



  

Ⅱ 施策
し さ く

の具体的
ぐ た い て き

推進
すいしん

内容
ないよう

 
 施策

し さ く

推進
すいしん

の基本
き ほ ん

方向
ほうこう

１～５について、課題
か だ い

を整理
せ い り

し、それに対
たい

する施策
し さ く

の具体的
ぐたいてき

推進
すいしん

内容
ないよう

をまとめま

した。 

〔○を付
ふ

したものは、より具体的
ぐたいてき

な個別
こ べ つ

項目
こうもく

として掲
かか

げたものです。〕 
 

１ 行 政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の充 実
じゅうじつ

 
外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が健康
けんこう

で安心
あんしん

して安全
あんぜん

に生活
せいかつ

するために必要
ひつよう

な情報
じょうほう

や行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を

受
う

けられるよう、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

め、施策
し さ く

の充実
じゅうじつ

や環境
かんきょう

整備
せ い び

に努
つと

めます。 
 
 

（１）行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の提供
ていきょう

 

 

＜課題
か だ い

＞ 

  在 留
ざいりゅう

管理
かんり

制度
せいど

及
およ

び外国人
がいこくじん

市民
しみん

に係
かか

る住 民
じゅうみん

基本
きほん

台 帳
だいちょう

制度
せいど

の仕組
し く

みや手
て

続
つづ

きを外国人
がいこくじん

市民
しみん

に限
かぎ

らず日本人
にほんじん

市民
しみん

や企業
きぎょう

・学校
がっこう

等
とう

も十 分
じゅうぶん

に理解
りかい

していない 状 況
じょうきょう

にあります。制度
せいど

や手続
てつづ

きを市民
しみん

に理解
りかい

してもらうことが必要
ひつよう

です。また、施策
し さ く

の実施
じ っ し

にあたり、対象
たいしょう

を正確
せいかく

に把握
は あ く

して行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を提供
ていきょう

していくことも重要
じゅうよう

です。 

 

① 市
し

の行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を等
ひと

しく提供
ていきょう

できるよう、常
つね

に外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の存在
そんざい

を認識
にんしき

し、施策
し さ く

のあり方
かた

を検討
けんとう

します。 

② 在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

及
およ

び外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に係
かか

る住民
じゅうみん

基本
き ほ ん

台帳
だいちょう

制度
せ い ど

の理解
り か い

が進
すす

むよう外国人
がいこくじん

市民
し み ん

及
およ

び関係
かんけい

機関
き か ん

への周知
しゅうち

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 転入
てんにゅう

届
とどけ

・転出
てんしゅつ

届
とどけ

・転居
てんきょ

届
とどけ

の重要
じゅうよう

性
せい

の周知
しゅうち

を含
ふく

め、外国人
がいこくじん

市民
しみん

に係
かか

る住 民
じゅうみん

基本
きほん

台 帳
だいちょう

制度
せいど

の啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 市
し

職 員
しょくいん

及
およ

び教 職 員
きょうしょくいん

並
なら

びに企業
きぎょう

等
とう

に対
たい

して在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

の周知
しゅうち

を図
はか

ります。 

③ 在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

に関
かん

する行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

の課題
か だ い

の把握
は あ く

に努
つと

め、必要
ひつよう

に応
おう

じて国
くに

に働
はたら

き

かけます。 

 

 

 

  

※下線部
か せ ん ぶ

は、現行
げんこう

指針
ししん

からの変更
へんこう

箇所
かしょ

 



  

（２）情報
じょうほう

提供
ていきょう

・相談
そうだん

窓口
まどぐち

 

 
＜課題

か だ い

＞  

 日本語
に ほ ん ご

や日本
に ほ ん

の生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

の知識
ち し き

が十分
じゅうぶん

でない人
ひと

は、情報
じょうほう

を得
え

る方法
ほうほう

や諸
しょ

制度
せ い ど

が分
わ

からないこと

などから、行政
ぎょうせい

サービス
さ ー び す

を受
う

けにくい場合
ば あ い

があります。外国人市民向
がいこくじんしみんむ

けの情報
じょうほう

の種類
しゅるい

は徐々
じょじょ

に増
ふ

えてきていますが、内容
ないよう

を的確
てきかく

に伝える
つた   

ための工夫
く ふ う

や、相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 

 また、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が抱
かか

える困
こま

りごとは複合的
ふくごうてき

な要因
よういん

に基
もと

づくことがあるため、総合的
そうごうてき

な視点
し て ん

に基
もと

づく相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 
 

① ＩＣＴを活用
かつよう

しつつ、 情報
じょうほう

の多言語化
た げ ん ご か

、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の活用
かつよう

、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

の充実
じゅうじつ

等
と う

、情報
じょうほう

提供
ていきょう

の改善
かいぜん

に努
つと

めます。 

○ 「外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

への広報
こうほう

のあり方
かた

に関
かん

する 考
かんが

え方
かた

」に基
もと

づき、行政
ぎょうせい

情報
じょうほう

や公共
こうきょう

施設
し せ つ

の表示
ひょうじ

につ

いて、多言
た げ ん

語
ご

化
か

やルビ
る び

振
ふ

り、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の活用
かつよう

を進
すす

めるとともに、情報
じょうほう

の内容
ないよう

や表現
ひょうげん

に

ついても配慮
はいりょ

するなど、日本語
に ほ ん ご

が不自由
ふ じ ゆ う

な外国人市民
がいこくじんしみん

に必要
ひつよう

な情報
じょうほう

がより伝
つた

わりやすくなるよう

努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

情報
じょうほう

コーナー
こ ー な ー

及
およ

び外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

向
む

けホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

等
とう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 情報
じょうほう

提供
ていきょう

や通訳
つうやく

サービス
さ ー び す

の充実
じゅうじつ

のため、市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ 転入者
てんにゅうしゃ

に対
たい

して、各区
かくく

の窓口
まどぐち

で最低限
さいていげん

必要
ひつよう

な情 報
じょうほう

を確実
かくじつ

に提 供
ていきょう

するよう努
つと

めます。 

○ 国
くに

等
とう

が作成
さくせい

・公開
こうかい

している資料
しりょう

等
とう

の情報
じょうほう

収 集
しゅうしゅう

及
およ

び広報
こうほう

に努
つと

めます。 

②  外国人
がいこくじん

相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

等
とう

と連携
れんけい

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップ
ワ ン ス ト ッ プ

センター
せ ん た ー

や

区
く

役所
やくしょ

等
とう

での外国人
が い こ く じ ん

相談
そ う だ ん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

と広報
こうほう

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が抱
かか

える困
こま

りごとが複合的
ふくごうてき

な要因
よういん

に基
もと

づくことを認識
にんしき

し相談
そうだん

体制
たいせい

の充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めま

す。 

○ 国
くに

や他
た

機関
き か ん

の相談
そうだん

窓口
まどぐち

の情報
じょうほう

等
とう

についても情報
じょうほう

収 集
しゅうしゅう

し、広報
こうほう

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

し、子
こ

どもの権利
け ん り

侵害
しんがい

と男女
だんじょ

平等
びょうどう

にかかわる人権
じんけん

の侵害
しんがい

に関
かん

する相談
そうだん

窓口
まどぐち

とし

て人権
じんけん

オンブズパーソン
お ん ぶ ず ぱ ー そ ん

制度
せ い ど

の広報
こうほう

に努
つと

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

（３）年金
ねんきん

制度
せ い ど

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 年金
ねんきん

制度
せ い ど

に関
かん

する情報
じょうほう

や理解
り か い

の不足
ふ そ く

、また保険料
ほけんりょう

を支払
し は ら

っていても、所定
しょてい

の年限
ねんげん

を満
み

たさず帰国
き こ く

す

ると老齢
ろうれい

年金
ねんきん

の受給
じゅきゅう

資格
し か く

が得
え

られないなどの理由
り ゆ う

により、年金
ねんきん

に加入
かにゅう

しない外国人
がいこくじん

市民
し み ん

がいます。 

 また、国民
こくみん

年金
ねんきん

から国籍
こくせき

条項
じょうこう

が撤廃
てっぱい

された時点
じ て ん

で、年齢
ねんれい

により加入
かにゅう

できなかった外国人
がいこくじん

市民
し み ん

（制度的
せいどてき

無年金者
むねんきんしゃ

）がいます。 

 

① 年金
ねんきん

加入
かにゅう

促進
そくしん

のため、脱退
だったい

一時金
い ち じ き ん

を含
ふ く

めた制度
せ い ど

の広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

②  外国人従業員
がいこくじんじゅうぎょういん

の年金加入
ねんきんかにゅう

について、より積極的
せっきょくてき

に事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

等
と う

に働
はたら

きかけます。 

③  制度的
せいどてき

無年金者
む ね ん き ん し ゃ

に対
たい

する救
きゅう

済
さい

・改善措置
か い ぜ ん そ ち

及
およ

び脱退一時金制度
だ っ た い い ち じ き ん せ い ど

の改善
かいぜん

について国
く に

に働
はたら

きかけます
 

。 

 

（４）保健
ほ け ん

・医療
い り ょ う

 

 

＜課題
か だ い

＞  

医療
い り ょ う

機関
き か ん

で受診
じ ゅ し ん

する際
さ い

に、日本語
に ほ ん ご

理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でないために、意思
い し

の疎通
そ つ う

ができず、精神的
せいしん てき

な不安
ふ あ ん

を

抱
かか

えたり、円滑
えんかつ

な診療
しんりょう

が受
う

けられないことがあります。また、制度
せ い ど

に関
かん

する情報
じょうほう

や理解
り か い

の不足
ふ そ く

、経済的
けいざいてき

な要因
よ う い ん

から医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

に加入
か に ゅ う

していない人
ひと

や、短期
た ん き

滞在
たいざい

・オーバーステイ
お ー ば ー す て い

などのため国民健康保険制度
こ く み ん け ん こ う ほ け ん せ い ど

に加入
かにゅう

できない人
ひと

もいます。そのため、医療
い り ょ う

機関
き か ん

での受診
じ ゅ し ん

が遅
お く

れ、病 状
びょうじょう

を悪化
あ っ か

させる人
ひ と

もいます。 

 

① 医療
い り ょ う

機関
き か ん

にかかる際
さい

の多言語
た げ ん ご

資料
し り ょ う

等
と う

の普及
ふきゅう

に努
つと

めます。 

○ 多言語
た げ ん ご

による医療
いりょう

機関
き か ん

検索
けんさく

サイト
さ い と

や多言語
た げ ん ご

の医療
いりょう

情報
じょうほう

、問診票
もんしんひょう

等
とう

の情報
じょうほう

収 集
しゅうしゅう

に努
つと

め、活用
か つ よ う

す

るよう、市民
し み ん

や医療
い り ょ う

機関
き か ん

に積極的
せっきょくてき

に広報
こ う ほ う

します。 

② 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の母子
ぼ し

保健
ほ け ん

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 「在日
ざいにち

外国人
がいこくじん

母子
ぼ し

保健
ほ け ん

サービス
さ ー び す

事業
じぎょう

」の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 母子
ぼ し

健康
けんこう

手帳
てちょう

の副読本
ふくどくほん

（多言語
た げ ん ご

）を必要
ひつよう

な外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に確実
かくじつ

に配布
は い ふ

するよう努
つと

めます。 

③ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

して、健康
けんこう

保持
ほ じ

や病気
び ょ う き

予防
よ ぼ う

等
と う

の広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

④ 医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

加入
かにゅう

を促進
そ くし ん

するため、医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

制度
せ い ど

の広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

を進
すす

めます。 

⑤ 外国人従業員
がいこくじんじゅうぎょういん

の医療
い り ょ う

保険
ほ け ん

加入
かにゅう

について、より積極的
せっきょくてき

に事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

等
と う

に働
はたら

きかけます。 

⑥ 保険
ほ け ん

未加入者
み か に ゅ う し ゃ

等
と う

の診療
しんりょう

にあたる医療
い り ょ う

機関
き か ん

への医療
い り ょ う

費
ひ

対策
た い さ く

の充実
じゅうじつ

を検討
けんとう

します。 



  

⑦ 神奈川県
か な が わ け ん

が実施
じ っ し

する医療
いりょう

通訳
つうやく

派遣
は け ん

システム
し す て む

事業
じぎょう

の運営
うんえい

に参加
さ ん か

し、医療
いりょう

通
つう

訳
やく

の充
じゅう

実
じつ

に

努
つと

めます。 

○  医療
いりょう

通訳
つうやく

派遣
はけん

システム
し す て む

について、市民
しみん

への広報
こうほう

に努
つと

めます。 

⑧  医療
いりょう

保険
ほ け ん

制度
せ い ど

の改善
かいぜん

を国
く に

に働
はたら

きかけます。 

 

（５）福祉
ふ く し

 

＜課題
か だ い

＞  

言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

等
と う

の違
ちが

いによって、福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

を利用
り よ う

しにくいことがあります。さらに、高齢期
こうれいき

には母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

で過
す

ごすことを求
もと

める傾向
けいこう

が強
つよ

くなることなどから、多様
た よ う

な背景
はいけい

に配慮
は い り ょ

して

サービス
さ ー び す

提供
ていきょう

をすることが大切
たいせつ

です。 

 また、ＤＶ（ドメスティック
ど め す て ぃ っ く

・バイオレンス
ば い お れ ん す

）は、被害者
ひがいしゃ

が外国人
がいこくじん

市民
しみん

の場合
ばあい

、社会
しゃかい

の中
なか

で孤立
こりつ

しやすく、相談
そうだん

窓口
まどぐち

もわかりにくいことから、相談
そうだん

・支援
しえん

に結
むす

びつきにくく被害
ひがい

が深刻
しんこく

化
か

しやすい

ため、その防止
ぼうし

及
およ

び被害者
ひがいしゃ

の支援
しえん

の取組
とりくみ

の充 実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 

 

① 福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

の広報
こうほう

を積極的
せっきょくてき

に行
おこな

います。 

○ 福祉
ふ く し

サービス
さ ー び す

に関
かん

する情報
じょうほう

の多言語化
た げ ん ご か

や〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の活用
かつよう

、ルビ
る び

振
ふ

りの充実
じゅうじつ

に努
つと

めま

す。 

② 保育
ほ い く

所
し ょ

入所
にゅうしょ

児童
じ ど う

について、言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

等
と う

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

した保育
ほ い く

環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 保育所
ほいくしょ

職 員
しょくいん

の多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

に関
かん

する研 修
けんしゅう

の充 実
じゅうじつ

を図
はか

るよう努
つと

めます。 

③  「外国
がいこく

人
じん

高齢者
こうれいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

」、「外国
がいこく

人
じん

心身
しんしん

障害者
しょうがいしゃ

福祉
ふ く し

手当
て あ て

」の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

④  介護
か い ご

を必要
ひつよう

とする高齢者
こうれいしゃ

・障害者
しょうがいしゃ

への福祉
ふ く し

・介護
か い ご

保険
ほ け ん

サービス
さ ー び す

の提供
ていきょう

にあたって、

言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

等
と う

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

するよう、サービス
さ ー び す

提供者
ていきょうしゃ

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ サービス
さ ー び す

提供者
ていきょうしゃ

への講習会
こうしゅうかい

等
とう

を活用
かつよう

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

について理解
り か い

が深
ふか

まるよう啓発
けいはつ

の充 実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

⑤ 「川崎
かわさき

市
し

ＤＶ防止
ぼ う し

・被害者
ひがいしゃ

支援
し え ん

基本
き ほ ん

計画
けいかく

」に基
もと

づき、外国人
がいこくじん

に対
たい

するＤＶ

（ドメスティック
ど め す て ぃ っ く

・バイオレンス
ば い お れ ん す

）  防止
ぼ う し

及
およ

び被害者
ひがいしゃ

の支援
し え ん

の取組
とりくみ

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ ＤＶ防止
ぼ う し

のための多言語
た げ ん ご

による情報
じょうほう

提供
ていきょう

の 充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めます。 

○ ＤＶ防止
ぼうし

のための啓発
けいはつ

に努
つと

めるとともに、学校
がっこう

教 育
きょういく

の各段階
かくだんかい

において暴 力
ぼうりょく

を許
ゆる

さない

教 育
きょういく

や男女
だんじょ

平 等
びょうどう

の観
かん

点
てん

に基
もと

づいた一人
ひとり

ひとりを大切
たいせつ

にする教 育
きょういく

等
とう

の一層
いっそう

の推進
すいしん

を図
はか

りま

す。 



  

○ 在 留
ざいりゅう

資格
しかく

や言語
げんご

・文化
ぶんか

等
とう

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

した対応
たいおう

や助言
じょげん

を 行
おこな

えるよう、相談
そうだん

担当者
たんとうしゃ

や通
つう

訳
やく

者
しゃ

への研 修
けんしゅう

等
とう

を実施
じっし

します。 

○ ＤＶ被害者
ひがいしゃ

及
およ

びその子
こ

どもへの支援
しえん

を 行
おこな

っている市
し

内外
ないがい

のグループ
ぐ る ー ぷ

等
とう

との連携
れんけい

を一層
いっそう

進
すす

め

ます。 

 

（６）住宅
じゅ うたく

 

 

＜課題
か だ い

＞  

国籍
こくせき

や文化
ぶ ん か

の違
ちが

い、また、日本語
に ほ ん ご

を十分
じゅうぶん

に理解
り か い

できないことによる近隣
きんりん

トラブル
と ら ぶ る

などの理由
り ゆ う

によ

り、民間
みんかん

賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

への入居
にゅうきょ

差別
さ べ つ

はなくなっていない現状
げんじょう

があります。このため、住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

や

居住
きょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

を不動産
ふ ど う さ ん

業者
ぎょうしゃ

、家主
や ぬ し

、市民
し み ん

等
と う

に十分
じゅうぶん

広報
こうほう

するとともに、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

への住宅
じゅうたく

に関
かん

する

ルール
る ー る

やマナー
ま な ー

の周知
しゅうち

啓発
けいはつ

も重要
じゅうよう

です。 

 

① 住宅
じゅうたく

基本
き ほ ん

条例
じょうれい

や居住
きょじゅう

支援
し え ん

制度
せ い ど

等
と う

の広報
こうほう

・啓発
けいはつ

を進
すす

めるとともに、相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に

努
つと

めます。 

○  市営
し え い

住宅
じゅうたく

募集
ぼ し ゅ う

案内
あんない

等
と う

の資料
し り ょ う

を分
わ

かりやすく工夫
く ふ う

するとともに、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が気軽
き が る

に住宅
じゅうたく

相談
そうだん

が

できるよう窓口
まどぐち

の拡充
かくじゅう

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

して日本
に ほ ん

で暮
く

らす時
とき

のルール
る ー る

やマナー
ま な ー

などの周知
しゅうち

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

② 民間
みんかん

賃貸
ちんたい

住宅
じゅうたく

の入居
にゅうきょ

差別
さ べ つ

の解消
かいしょう

や安定
あんてい

した居住
きょじゅう

の確保
か く ほ

に努
つと

めます。 

○ 宅地
た く ち

建物
たてもの

取引業
とりひきぎょう

団体
だんたい

等
とう

関係
かんけい

機関
き か ん

に働
はたら

きかけ、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

に関
かん

する理解
り か い

が深
ふか

まるよう啓発
けいはつ

に努
つと

めます。  

○ 神奈川県
か な が わ け ん

や「かながわ外国
がいこく

人
じん

すまいサポートセンター
さ ぽ ー と せ ん た ー

」等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

 

（７）防災
ぼうさい

 

 

＜課題
か だ い

＞  

防災
ぼ う さ い

に対
たい

する認識
に ん し き

は文化
ぶ ん か

や出身
しゅっしん

地域
ち い き

等
と う

により異
こ と

なっています。災害
さいがい

に対
たい

する備
そな

えや避難所
ひなんじょ

につい

ての情報
じょうほう

などを、普段
ふ だ ん

から外国人市民
がいこくじんしみん

にも分
わ

かりやすく伝
つた

えておくことが重要
じゅうよう

です。また、災害時
さいがいじ

に必要
ひつよう

とされる情報
じょうほう

を多言語
た げ ん ご

で提供
ていきょう

するための体制
たいせい

やＩＣＴの活用
かつよう

、言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

の違
ちが

いに応
お う

じ

た支援
し え ん

策
さ く

等
と う

が求
もと

められています。 

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

も災害
さいがい

時
じ

に支援
し え ん

等
とう

の担
にな

い手
て

となりうることから、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が避
ひ

難所
なんじょ

の運営
うんえい

等
とう

に参加
さ ん か

し

やすい環境
かんきょう

づくりが重要
じゅうよう

です。 

 

 



  

① 災害
さいがい

時
じ

において、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

が差別
さ べ つ

されることなく適切
てきせつ

な情報
じょうほう

提供
ていきょう

や対応
たいおう

が行
おこな

われ

るような体制
たいせい

の整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 災害
さいがい

時
じ

に必要
ひつよう

とされる情報
じょうほう

を外国人市民
がいこくじんしみん

にも分
わ

かりやすく迅速
じんそく

に提供
ていきょう

できるよう、情報
じょうほう

の

多言語化
た げ ん ご か

やルビ振
る び ふ

り、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の使用
し よ う

、案内用図
あんないようず

記号
き ご う

（ピクトグラム
ぴ く と ぐ ら む

／絵文字
え も じ

）の利用
り よ う

など、様々
さまざま

な手段
しゅだん

での情 報
じょうほう

提
てい

供
きょう

に努
つと

めます。 

○ 防災
ぼうさい

に役立
や く だ

つ国
 くに

や関係
かんけい

機関
き か ん

の防災
ぼうさい

情報
じょうほう

やアプリ
あ ぷ り

の活用
かつよう

についても積極的
せっきょくてき

に広報
こうほう

します。 

○ 災害
さいがい

時
じ

多言語
た げ ん ご

支援
しえん

センター
せ ん た ー

の円滑
えんかつ

な運営
うんえい

に向
む

けた細目
さいもく

の整理
せいり

や職員
しょくいん

の研修
けんしゅう

に 努
つとめ

めます。 

○ 災害
さいがい

時
じ

多言語
た げ ん ご

支援
しえん

センター
せ ん た ー

と避
ひ

難所
なんじょ

との連携
れんけい

が図
はか

れるよう努
つと

めます。 

○ 災害
さいがい

時
じ

に言語
げ ん ご

や生活
せいかつ

習慣
しゅうかん

の違
ちが

いに配慮
はいりょ

した対応
たいおう

が 滞
とどこお

りなくできるよう、支援
し え ん

策
さく

を検討
けんとう

すると

ともに、災害
さいがい

時
じ

要援護者
ようえんごしゃ

避難
ひなん

支援
しえん

制度
せいど

の充 実
じゅうじつ

を図
はか

ります。 

○ 日常
にちじょう

から、災害時
さ い が い じ

に外国人
が い こ く じ ん

市民
し み ん

が差別的
さ べ つ て き

な対応
た い お う

をされることがないよう啓発
けいはつ

に努
つ と

めます。 

② 災害
さいがい

時
じ

において、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が避
ひ

難所
なんじょ

の運営
うんえい

に参加
さ ん か

しやすい環境
かんきょう

づくりに努
つと

めます。 

○ 多言語
た げ ん ご

化
か

された避難者
ひなんしゃ

登録
とうろく

カード
か ー ど

、受付
うけつけ

シート
し ー と

の様式
ようしき

が付録
ふ ろ く

された避難所
ひなんじょ

運営
うんえい

マニュアル
ま に ゅ あ る

の周知
しゅうち

を図
はか

ります。 

③ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に対
たい

して、防災
ぼうさい

に関
かん

する啓発
けいはつ

に努
つと

め、情報
じょうほう

を多言語
た げ ん ご

で広報
こ う ほ う

します。 

○  防災
ぼうさい

啓発
けいはつ

資料
しりょう

や避難
ひ な ん

所マップ
じ ょ ま っ ぷ

などの外国人
がいこくじん

市民
しみん

の参加
さんか

による多言語化
た げ ん ご か

や〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の

活用
かつよう

に努
つと

めます。 

④ 災害
さいがい

時
じ

の対応
たいおう

に備
そな

えて、市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

、ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
と う

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ 地域
ちいき

の国際
こくさい

交 流
こうりゅう

関係
かんけい

団体
だんたい

等
とう

と連携
れんけい

して、災害
さいがい

時
じ

対応
たいおう

の普及
ふきゅう

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 地域
ちいき

で取
と

り組
く

まれている防災
ぼうさい

活動
かつどう

が外国人
がいこくじん

市民
しみん

にとって参加
さんか

しやすいものとなるよう、自主
じしゅ

防災
ぼうさい

組織
そしき

等
とう

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

  



  

（※）外国
がいこく

につながりのある子
こ

ども：外
がい

国籍
こくせき

の子
こ

ども及
およ

び日本
に ほ ん

国籍
こくせき

を持
も

つ外国
がいこく

につながりのある子
こ

ども 

 

 ２ 多文化共生教育
たぶんかきょうせいきょういく

の推進
すいしん

 

すべての子
こ

どもの学習
が く し ゅ う

権
け ん

を保障
ほ し ょ う

し、社会
し ゃ か い

における少数
し ょ う す う

の立場
た ち ば

の人
ひ と

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）

の文化
ぶ ん か

を尊重
そん ちょう

するとともに、すべての市民
し み ん

の自立
じ り つ

と相互
そ う ご

理解
り か い

が図
は か

られる教育
き ょ う い く

を推進
す い し ん

し、

効果的
こうかてき

な学習
がくしゅう

支援
し え ん

体制
たいせい

の構築
こうちく

に努
つと

めます。 

 

（１）就学
しゅうがく

の保障
ほ し ょ う

と学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

 

＜課題
か だ い

＞  

外国
がいこく

につながりのある子
こ

ども（※）の中
なか

には、日本語
に ほ ん ご

理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でなく、また、母国
ぼ こ く

の教育
きょういく

制
せい

度
ど

や

学習
がくしゅう

内容
な い よ う

との違
ちが

いから学習
がくしゅう

や学校
が っ こ う

生活
せいかつ

に困難
こ ん なん

をきたしている場合
ば あ い

があります。一人
ひ と り

ひとりの状況
じょうきょう

に

配慮
は い り ょ

した教育
きょういく

活動
か つ ど う

や学習
がくしゅう

支援
し え ん

による子
こ

どもの学
まな

ぶ権利
けんり

の保障
ほしょう

が課題
か だ い

となっています。また、幼
よう

小 中 高
しょうちゅうこう

での継続
けいぞく

した支援
し え ん

が求
もと

められています。 

 

 

 

① 全
すべ

ての義務
ぎ む

教育
きょういく

年齢
ねんれい

の子
こ

どもに就学
しゅうがく

の権利
け ん り

を保障
ほしょう

するとともに、ＩＣＴを活用
かつよう

し

つつ、全
すべ

ての子
こ

どものための学習
がくしゅう

環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つと

めます
 

。 

○ 子
こ

どもの学
ま な

ぶ権利
け ん り

の保障
ほ し ょ う

について保護
ほ ご

者
し ゃ

への啓発
けいはつ

を行
おこな

うとともに、学習
がくしゅう

環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つ と

めます。 

○ 不
ふ

就学
しゅうがく

の子
こ

どもの把握
は あ く

に努
つ と

め、地域
ち い き

との協力
きょうりょく

等
と う

により就学
しゅうがく

の支援
し え ん

を行
おこな

います。 

○  小学校
しょうがっこう

入学前
にゅうがくまえ

から学校
がっこう

における学習
がくしゅう

へのスムーズ
す む ー ず

な導入
どうにゅう

が図
はか

れるよう、プレスクール
ぷ れ す く ー る

等
とう

を引
ひ

き続
つづ

き推進
すいしん

します。 

○  夜間
やかん

学 級
がっきゅう

の学 習
がくしゅう

環 境
かんきょう

の向 上
こうじょう

に努
つと

めます。 

○  川崎
かわさき

市域
しいき

における県立
けんりつ

高校
こうこう

の在県
ざいけん

外国人
がいこくじん

等
とう

特別
とくべつ

募集
ぼしゅう

制度
せいど

の充 実
じゅうじつ

について県
けん

に 働
はたら

きかけます。 

○ 義務
ぎ む

教育
きょういく

課程
か て い

修了後
しゅうりょうご

の生徒
せ い と

への切
き

れ目
め

のない継続
けいぞく

した指導
し ど う

・支援
し え ん

について関係
かんけい

機関
き か ん

と連携
れんけい

・

協 力
きょうりょく

を図
はか

ります。 

② 就学
しゅうがく

、学習
がくしゅう

、進路
し ん ろ

等
と う

、教育
きょういく

全般
ぜんぱん

に関
かか

わる相談
そうだん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 学校
が っ こ う

や総
そ う

合
ご う

教育
きょういく

センター
せ ん た ー

における相談
そ う だ ん

体制
たいせい

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 教育
きょういく

に関
かか

わる相談
そうだん

の背景
はいけい

にある家庭
か て い

、生活
せいかつ

等
とう

の複合的
ふくごうてき

要因
よういん

を意識
い し き

して対応
たいおう

するよう努
つと

めます。 

○ 民間団体等
みんかんだんたいとう

が実施
じ っ し

する外国人教育相談活動
がいこくじんきょういくそうだんかつどう

についても情報
じょうほう

の提供
ていきょう

に努
つと

めます。 

○ 教育
きょういく

委員会
いいんかい

、公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

、区
く

役所
やくしょ

が行
おこな

っている通訳
つうやく

・翻訳
ほんやく

派遣
は け ん

事業
じぎょう

の

周知
しゅうち

及
およ

び充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めます。  



  

③ 日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

が必要
ひつよう

な児童
じ ど う

生徒
せ い と

に対
たい

し、日常
にちじょう

生活
せいかつ

に必要
ひつよう

な生活
せいかつ

言語
げ ん ご

、授業
じゅぎょう

や教科
きょうか

学習
がくしゅう

に必要
ひつよう

な学習
がくしゅう

言語
げ ん ご

の習得
しゅうとく

支援
し え ん

及
およ

び学習
がくしゅう

支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 児童
じ ど う

生徒
せ い と

一人
ひ と り

ひとりの「個別
こ べ つ

の指導
し ど う

計画
けいかく

」に基
もと

づき、学校
がっこう

全体
ぜんたい

での指導
し ど う

・支援
し え ん

に努
つと

めます。 

○ 教 職 員
きょうしょくいん

は、日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

と連携
れんけい

して日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

初期
し ょ き

支援員
しえんいん

の派遣
は け ん

制度
せ い ど

及
およ

び研修
けんしゅう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 国際
こくさい

教室
きょうしつ

、日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

巡回
じゅんかい

非常
ひじょう

勤
きん

講師
こ う し

による日本語
に ほ ん ご

指導
し ど う

等
とう

の充実
じゅうじつ

と改善
かいぜん

に努
つと

めます。 

○ 日本語
に ほ ん ご

習得
しゅうとく

や学習
がくしゅう

の支援
し え ん

に取
と

り組
く

む地域
ち い き

の市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

やボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ  

との連携
れんけい

を推進
すいしん

しま

す。 

 

（２）違
ち が

いを認
み と

め合
あ

う教育
きょ う いく

 

 

＜課題
か だ い

＞ 

「川崎市
か わ さ き し

外国
が い こ く

人
じ ん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほ う し ん

」に基
も と

づき多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
し ゃ かい

をめざした教育
きょういく

が進
すす

められていますが、

文化
ぶ ん か

の多様
た よ う

性
せい

への理解
り か い

や民族的
みん ぞ くて き

・文化的
ぶ ん か て き

アイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

と母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

の尊重
そんちょう

に対
たい

する認識
に ん し き

が十分
じゅうぶん

とはいえず、偏見
へんけん

・差別
さ べ つ

は解
かい

消
しょう

されていません。学校
がっこう

では、教 職 員
きょうしょくいん

がそれぞれの外国人児童生徒
がいこくじんじどうせいと

が持
も

つ文化的背景
ぶんかてきはいけい

を十分
じゅうぶん

に理解
り か い

し、「違
ちが

い」を考慮
こうりょ

しながら指導
し ど う

にあたることが重要
じゅうよう

です。 

 

① 日本人
に ほ ん じ ん

と外国
がいこく

人
じん

が互
たが

いを認
みと

め合
あ

い尊重
そんちょう

し合
あ

える多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

を、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

とと

もに推進
すいしん

します。 

○ 「多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

ふれあい事業
じぎょう

」等
とう

、地域
ち い き

における市民
し み ん

と協働
きょうどう

の多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

教育
きょういく

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 市立
し り つ

学校
が っ こ う

において、国際
こ く さ い

理解
り か い

教育
きょういく

や人権尊重教育等
じんけんそんちょうきょういくとう

を通
つう

じ多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

についての理解
り か い

を深
ふか

める

よう努
つ と

めます。 

② 社会
しゃかい

における少数
しょうすう

の立場
た ち ば

の人
ひと

（マイノリティ
ま い の り て ぃ

）が母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

を大切
たいせつ

にしながら、文化
ぶ ん か

的
てき

アイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

を形成
けいせい

できるよう、環境
かんきょう

の整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

の重要性
じゅうようせい

について、広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

に努
つ と

めます。 

○ 母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

の学習
がくしゅう

グループ
ぐ る ー ぷ

の育成
いくせい

など、支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

③ 外国
がいこく

人
じん

学校
がっこう

との交流
こうりゅう

を推進
すいしん

するとともに外国
がいこく

人
じん

学校
がっこう

への支援
し え ん

に努
つと

めます。 

④ 教職員
きょうしょくいん

に対
たい

して、人権
じんけん

・多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

に関
かん

する研修
けんしゅう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 「川崎市
かわさきし

外国
が い こ く

人
じ ん

教育
きょういく

基本
き ほ ん

方針
ほ う し ん

」を周知
し ゅ う ち

するとともに、外国
がいこく

につながりのある児童
じ ど う

生徒
せ い と

の温
あたた

かな

受
う

け入
い

れと支援
し え ん

のために、学校
がっこう

全体
ぜんたい

で意識
い し き

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

 

 

 



  

（３）地域
ち い き

における学習
がくしゅう

支援
し え ん

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の中
なか

には、日本語
に ほ ん ご

や日本
に ほ ん

の社会
し ゃ かい

・文化
ぶ ん か

の理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でなく、社会
し ゃ かい

生活
せいかつ

に支障
し し ょ う

をきたして

いる人
ひと

もいます。外国
がいこく

につながりのある子
こ

どもや外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の学習
がくしゅう

を地域
ち い き

においても支援
し え ん

していく

ことが重要
じゅうよう

です。 

 

① 日本語
に ほ ん ご

学習
がくしゅう

をはじめとする学習
がくしゅう

支援
し え ん

等
とう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 「（仮称
かしょう

）川崎市
かわさきし

地域
ち い き

日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

推進
すいしん

方針
ほうしん

」に基
もと

づき日本語
に ほ ん ご

教育
きょういく

の推進
すいしん

に関
かん

する施策
し さ く

を総合的
そうごうてき

か

つ効果的
こうかてき

に推進
すいしん

します。 

○ 市
し

民
みん

館
かん

、国際
こ く さ い

交流
こ うりゅう

センター
せ ん た ー

等
と う

における、ＩＣＴの活用
かつよう

を含
ふく

めた日本語
に ほ ん ご

学習支援等
が く し ゅ う し え ん と う

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めま

す。 

○ 国
くに

等
とう

が作成
さくせい

する日本語
に ほ ん ご

学習
がくしゅう

コンテンツ
こ ん て ん つ

等
とう

を活用
かつよう

するよう、積極的
せっきょくてき

に広報
こうほう

します。 

○ 外国
がいこく

につながりのある子
こ

どもに対
たい

する地域
ち い き

における学習支援等
が く し ゅ う し え ん と う

の充
じゅう

実
じつ

に努
つ と

めます。 

○ 日本語
に ほ ん ご

学習支援等
が く し ゅ う し え ん と う

を行
おこな

っている市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

との連携
れんけい

に努
つ と

めます。 

○ 学習
がくしゅう

支援
し え ん

を行
おこな

うボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

等
と う

が、自
みずか

らの力量
り きりょ う

を向上
こ うじ ょう

させることができるよう研修
けんしゅう

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 図書館
と し ょ か ん

における外国語
が い こ く ご

図書
と し ょ

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

② 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

に対
たい

して、日本
に ほ ん

の社会
しゃかい

・制度
せ い ど

・文化
ぶ ん か

に関
かん

する理解
り か い

の促進
そ くし ん

に努
つと

めます。 

○ 市
し

民
みん

館
かん

、国際
こ く さ い

交流
こ うりゅう

センター
せ ん た ー

、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

、図書
と し ょ

館
かん

等
と う

で、学習
がくしゅう

機会
き か い

や資料
し り ょ う

の提供
ていきょう

に努
つ と

めます。 

 

 

 

 

  



  

（４）家庭
か て い

へのサポート
さ ぽ ー と

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 外国
が い こ く

人
じ ん

家庭
か て い

や国際
こ く さ い

結婚
け っ こ ん

の家庭
か て い

等
とう

、外国
がいこく

につながりのある家庭
か て い

では、日本
に ほ ん

の学校
が っ こ う

教育
きょういく

制度
せ い ど

に対
たい

する

知識
ち し き

、情報
じょうほう

が不足
ふ そ く

しがちです。また、日本語
に ほ ん ご

や日本
に ほ ん

の社会
しゃかい

・文化
ぶ ん か

の理解
り か い

が十分
じゅうぶん

でなく、孤立
こ り つ

しがち

な家庭
か て い

もあります。こうした家庭
か て い

や外国人
がいこくじん

保護者
ほ ご し ゃ

に対
たい

する支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

が求
もと

められています。 

 さらに、外国
がいこく

につながりのある子
こ

どもにとって、保護者
ほ ご し ゃ

と共通
きょうつう

の言語
げ ん ご

を保持
ほ じ

することは、家族間
か ぞ く か ん

の

コミュニケーション
こ み ゅ に け ー し ょ ん

や文化的
ぶ ん か て き

なアイデンティティ
あ い で ん て ぃ て ぃ

を形成
けいせい

する上
う え

で重要
じゅうよう

ですが、家庭
か て い

だけでは母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

等
と う

の保持
ほ じ

が難
むずか

しい場合
ば あ い

があるため、その支援
し え ん

も必要
ひつよう

です。 

 

① 外国
がいこく

人
じん

保護者
ほ ご し ゃ

等
とう

の状況
じょうきょう

に配慮
はいりょ

した情報
じょうほう

提供
ていきょう

や支援
し え ん

に努
つと

めます。 

○ 学校
が っ こ う

からの通知文
つ う ち ぶ ん

、お知
し

らせ等
と う

の多言
た げ ん

語
ご

化
か

、〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉の活用
かつよう

及
およ

びルビ
る び

振
ふ

りを積極的
せっきょくてき

に行
おこな

います。 

○ 教育
きょういく

委員会
いいんかい

、公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

、区
く

役所
やくしょ

が行
おこな

っている通訳
つうやく

・翻訳
ほんやく

派遣
は け ん

事業
じぎょう

の周知
しゅうち

及
およ

び充
じゅう

実
じつ

に努
つと

めます。 

○ 教育
きょういく

の重要性
じゅうようせい

や学校
が っ こ う

生活
せいかつ

等
と う

について、外国人
が い こ く じ ん

保護者
ほ ご し ゃ

の理解
り か い

が深
ふか

まるよう情報
じょうほう

提供
ていきょう

に努
つ と

めます。 

○ 幼児
よ う じ

教育
きょういく

・保育
ほ い く

から高校
こうこう

及
およ

び大学
だいがく

まで、それぞれの段階
だんかい

に応
おう

じた支援
し え ん

制度
せ い ど

に関
かん

する積極的
せっきょくてき

な

情報
じょうほう

提供
ていきょう

に努
つと

めます。 

○ 教育
きょういく

と福祉
ふ く し

の連携
れんけい

の視点
し て ん

に立
た

った支援
し え ん

に努
つと

めます。 

② 母語
ぼ ご

・母
ぼ

文化
ぶ ん か

の重要性
じゅうようせい

を理解
り か い

・尊重
そんちょう

しながら、家庭
か て い

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

○ 教 職 員
きょうしょくいん

への研修
けんしゅう

等
とう

を通
つう

じて母語
ぼ ご

・母文化
ぼ ぶ ん か

についての認識
にんしき

を深
ふか

め、家庭
か て い

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

  



  

 

 ３ 社会
し ゃ か い

参加
さ ん か

の促進
そ く し ん

 

外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

が主体的
し ゅ た い て き

に市政
し せ い

参加
さ ん か

できる環境
か ん きょう

の整備
せ い び

に努
つ と

めるとともに、地域
ち い き

社会
し ゃ か い

の

構成員
こ う せ い い ん

として、自己
じ こ

の能力
の う り ょ く

を十分
じゅうぶん

に発揮
は っ き

しながら様々
さ ま ざ ま

な活動
か つ ど う

に参加
さ ん か

できるよう施策
し さ く

を

推進
す い し ん

します。 

 
 

（１） 市政
し せ い

参加
さ ん か

 

 

＜課題
か だ い

＞  

外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

代
だい

表
ひょう

者
し ゃ

会議
か い ぎ

の設置
せ っ ち

や各種
か く し ゅ

審議会
し ん ぎ か い

等
と う

への参加
さ ん か

など外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の意見
い け ん

が市政
し せ い

に反映
はんえい

され

る仕組
し く

みづくりを推進
すいしん

していますが、より一層
いっそう

、外国人
が い こ く じ ん

市民
し み ん

の意見
い け ん

が反映
はんえい

されるよう、市政
し せ い

参加
さ ん か

を

促進
そ く し ん

していくことが重要
じゅうよう

です。 

 

① 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

代表者
だいひょうしゃ

会議
か い ぎ

の充実
じゅうじつ

を図
はか

り、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の意見
い け ん

の施策
し さ く

反映
はんえい

に努
つと

めます。 

○ 会議
か い ぎ

の意義
い ぎ

や活動
かつどう

内容
ないよう

についての広報
こ う ほ う

・啓発
けいはつ

の充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 調査
ち ょ う さ

審議
し ん ぎ

がより充実
じゅうじつ

するよう、提言
ていげん

の多言語
た げ ん ご

翻訳
ほんやく

及
およ

び代表者
だいひょうしゃ

の研修
けんしゅう

や会議
か い ぎ

の支援
し え ん

体制
たいせい

の整備
せ い び

に

努
つ と

めます。 

○ 多
おお

くの外国人
がいこくじん

市民
しみん

に代表者
だいひょうしゃ

会議
かいぎ

に関心
かんしん

を持
も

ってもらうよう、代表者
だいひょうしゃ

の募集
ぼしゅう

案内
あんない

の全
ぜん

世
せ

帯
たい

送付
そうふ

に努
つと

めます。 

○ 代表者
だいひょうしゃ

選考
せ ん こ う

の方法
ほうほう

や会議
か い ぎ

のあり方
かた

について検討
けんとう

し、会議
か い ぎ

の一層
いっそう

の活性化
かっせいか

に努
つ と

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

の意見
いけん

の施策
しさく

への反映
はんえい

を推進
すいしん

するため、代表者
だいひょうしゃ

会議
かいぎ

から出
だ

された提
てい

言
げん

の進 捗
しんちょく

状 況
じょうきょう

を定期的
ていきてき

に検 証
けんしょう

評価
ひょうか

する仕組
し く

みについて検討
けんとう

します。 

② 市
し

の審議会
し ん ぎ か い

等
とう

で、外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

委員
い い ん

の参加
さ ん か

を積極的
せっきょくてき

に進
すす

めるとともに、参加
さ ん か

しやすい

環境
かんきょう

づくりに努
つと

めます。 

③ 住民
じゅうみん

投票
とうひょう

制度
せ い ど

の運用
うんよう

にあたっては、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が参加
さ ん か

しやすい環境
かんきょう

づくりに努
つと

め

ます。 

④ 地方
ち ほ う

参政権
さんせいけん

の実現
じつげん

については、他
た

の自治体
じ ち た い

と連携
れんけい

しながら国
く に

に働
はたら

きかけることを

検討
けんとう

します。 

 

 

 

 



  

（２） 地域
ち い き

における外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

等
と う

の活動
か つ ど う

 

 

＜課題
か だ い

＞  

地域
ち い き

において町内
ちょうない

会
かい

・自治会
じ ち か い

、ＰＴＡなど様々
さ ま ざ ま

な団体
だんたい

等
と う

の活動
か つ ど う

が行
おこな

われていますが、外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

が

これらの地域
ち い き

活動
か つ ど う

に、より参加
さ ん か

しやすくなるような環境
かんきょう

の整備
せ い び

が求
もと

められています。 

また、外国人
が い こ く じ ん

市民
し み ん

や市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

に対
たい

する主体性
しゅたいせい

を尊重
そんちょう

した支援
し え ん

が重要
じゅうよう

です。 

 

① 町内
ちょうない

会
かい

・自治会
じ ち か い

、ＰＴＡ等
と う

に対
たい

して、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

をその構成員
こうせいいん

として認
みと

め、相互
そ う ご

理解
り か い

や交流
こうりゅう

を進
すす

めるよう啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
しみん

に対
たい

して、町 内 会
ちょうないかい

・自治会
じ ち か い

や地域
ちいき

の活動
かつどう

についての周知
しゅうち

を図
はか

ります。 

② 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

や市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
とう

が地域
ち い き

の活動
かつどう

により参加
さ ん か

しやすくなるような環境
かんきょう

の

整備
せ い び

に努
つと

めます。 

○ 国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

、かわさき市民
し み ん

活動
かつどう

センター
せ ん た ー

、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

等
とう

を活用
かつよう

するよう、積極的
せっきょくてき

に広報
こうほう

します。 

○ グループ
ぐ る ー ぷ

の主体性
しゅたいせい

を尊重
そんちょう

して自主
じ し ゅ

活動
か つ ど う

の育成
いくせい

支援
し え ん

に努
つ と

めるとともに、グループ
ぐ る ー ぷ

相互
そ う ご

の

ネットワーク
ね っ と わ ー く

化
か

を支援
し え ん

します。 

 

  



  

 ４ 共生
き ょ う せ い

社会
し ゃ か い

の形成
け い せ い

 

すべての市民
し み ん

が違
ちが

いを認
みと

め合
あ

い共
と も

に生
い

きる社会
しゃかい

をつくるため、市民
し み ん

、行政
ぎょうせい

、事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

そ

れぞれに対
たい

して意識
い し き

啓発
けいはつ

を進
すす

めるとともに、内外
ないがい

に開
ひら

かれた地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを促進
そくしん

し

ます。 

 

 

（１） 市民
し み ん

への意識
い し き

啓発
け い は つ

 

 

＜課題
か だ い

＞  

多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を持
も

つ市民
し み ん

が共
とも

に生活
せいかつ

することにより、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いから摩擦
ま さ つ

が生
しょう

じる場合
ば あ い

もあります。 

また、異文化
い ぶ ん か

に対
たい

する偏見
へんけん

や理解
り か い

の不足
ふ そ く

から、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

が差別
さ べ つ

を受
う

けることがあります。市民
し み ん

そ

れぞれが持
も

つ文化
ぶ ん か

を尊重
そんちょう

することのできる地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりが重要
じゅうよう

です。 

 

① 国
こく

籍
せき

、民族
みんぞく

、文化
ぶ ん か

の違
ちが

いを越
こ

えて、すべての人
ひと

が互
たが

いを認
みと

め合
あ

い差別
さ べ つ

をなくすよう

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

② 市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

、ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だんたい

等
と う

に対
たい

し、多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

の考
かんが

え方
かた

についての広報
こ う ほ う

・

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。  

③ 文化芸術活動
ぶんかげいじゅつかつどう

を通
つう

じて市民
し み ん

が多様
た よ う

な文化
ぶ ん か

を理解
り か い

し、尊重
そんちょう

し合
あ

うことができるよう、

地域
ち い き

などでの文化交流
ぶんかこうりゅう

の促進
そくしん

に努
つと

めます。 

 

（２） 市職員
し し ょ く い ん

等
と う

の意識
い し き

改革
か い か く

 

 

＜課題
か だ い

＞  

市
し

職員
しょくいん

及
およ

び教職員
きょうしょくいん

の人権
じん けん

意識
い し き

を高
たか

め、外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の存在
そんざい

を十分
じゅうぶん

に認識
に ん し き

しながら業務
ぎ ょ う む

を行
おこな

っていく

よう、多
た

文化
ぶ ん か

共生
きょうせい

についての理解
り か い

を深
ふか

めることが重要
じゅうよう

です。 

 

① 人権
じんけん

意識
い し き

や多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

意識
い し き

を啓発
けいはつ

するため、市
し

職員
しょくいん

及
およ

び教職員
きょうしょくいん

に対
たい

する研修
けんしゅう

等
と う

を

充実
じゅうじつ

させます
 

。 

○ 職員
しょくいん

研修
けんしゅう

に外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

や外部
が い ぶ

講師
こ う し

を積極的
せっきょくてき

に活用
か つ よ う

するなど、職員
しょくいん

研修
けんしゅう

の見直
み な お

し・充実
じゅうじつ

に努
つ と

めます。 

○ 教職員
きょうしょくいん

が多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

について理解
り か い

を深
ふか

めるよう、学校
が っ こ う

全体
ぜんたい

での取組
とりくみ

に努
つ と

めます。 

○ 市
し

の事業
じ ぎ ょ う

を委託
い た く

する際
さ い

には、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

について、受託者
じ ゅ た く し ゃ

の理解
り か い

が深
ふか

まるよう取組
とりくみ

に努
つ と

めます。 

 



  

② 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の存在
そんざい

を十分
じゅうぶん

に認識
にんしき

しながら業務
ぎょうむ

を 行
おこな

っていくよう、市
し

職員
しょくいん

の意識
い し き

啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

 

（３） 市
し

職員
しょくいん

の採用
さ い よ う

 

 

＜課題
か だ い

＞  

市
し

職員
しょくいん

の採用
さ い よ う

試験
し け ん

の国籍
こ く せ き

条項
じ ょうこ う

は消防
しょうぼう

士
し

以外
い が い

では撤廃
てっぱい

されており、採用後
さいようご

は一部
い ち ぶ

の職務
し ょ く む

を除
のぞ

いて

任用
にんよう

されることとなっていますが、多文化共生社会
た ぶ ん か き ょ う せ い し ゃ か い

の形成
けいせい

を進
すす

めるため、会計
かいけい

年度
ね ん ど

任用
にんよう

職員
しょくいん

等
とう

を含
ふく

め外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の採用
さいよう

等
とう

を進
すす

めていくことが求
もと

められています。 

 
 

① 市
し

職員
しょくいん

の採用
さ い よ う

や任用
にんよう

のあり方
かた

については、他
た

の自治体
じ ち た い

と連携
れんけい

しながら検討
けんとう

していき

ます。 

② 多文化共生社会
たぶんかきょうせいしゃかい

の形成
けいせい

に向
む

け、会計
かいけい

年度
ね ん ど

任用
にんよう

職員
しょくいん

等
とう

についても外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の採用
さいよう

に

努
つと

めます。 

 

（４） 事業者
じ ぎ ょ う し ゃ

への啓発
け い は つ

 

 

＜課題
か だ い

＞  

民間
みんかん

企業
き ぎ ょ う

への就職
しゅうしょく

時
じ

における外国
が い こ く

人
じ ん

差別
さ べ つ

、外国
が い こ く

人
じ ん

であることを理由
り ゆ う

とした職場
し ょ く ば

内
ない

での差別
さ べ つ

や不当
ふ と う

な労働
ろ う ど う

条件
じょうけん

等
とう

に関
かん

して、関係
かんけい

機関
き か ん

等
と う

と連携
れんけい

を図
はか

りながら人権
じん けん

の尊重
そんちょう

及
およ

び法
ほ う

の遵守
じゅんしゅ

について啓発
けいはつ

を行
おこな

っていくことが重要
じゅうよう

です。 

また、事
じ

業者
ぎょうしゃ

に対
たい

しても多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

の主体
しゅたい

であるとの認識
にんしき

を啓
けい

発
はつ

することも大切
たいせつ

です。 

 

① 事業者
じぎょうしゃ

が外国人
がいこくじん

の就職
しゅうしょく

や労働条件
ろうどうじょうけん

において差別
さ べ つ

をせず、適正
てきせい

な雇用
こ よ う

が行
おこな

われるよう

広報
こうほう

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

② 事
じ

業者
ぎょうしゃ

に対
たい

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

を推進
すいしん

する主体
しゅたい

であるとの認識
にんしき

が持
も

てるよう、

広報
こうほう

・啓発
けいはつ

に努
つと

めます。 

○ 従 業 員
じゅうぎょういん

に人権
じんけん

意識
い し き

や多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

意識
い し き

を啓発
けいはつ

するよう、事
じ

業者
ぎょうしゃ

に働
はたら

きかけます。 

○ 〈やさしい日本語
に ほ ん ご

〉への理解
り か い

と事業所
じぎょうしょ

での活用
かつよう

が進
すす

むよう、事
じ

業者
ぎょうしゃ

に働
はたら

きかけます。 

③ 意識
い し き

啓発
けいはつ

のための事業所
じ ぎ ょ う し ょ

内
ない

研修
けんしゅう

の支援
し え ん

に努
つと

めます。 

○ 国
くに

や他
た

機関
き か ん

で作成
さくせい

されているものも含
ふく

め研修
けんしゅう

に役立
や く だ

つ情報
じょうほう

を収 集
しゅうしゅう

し、情報
じょうほう

提供
ていきょう

に努
つと

めます。  

 



  

 

（５）国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

の活用
かつよう

 

 

＜課題
か だ い

＞  

国際
こくさい

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

及
およ

び公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

は、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の増加
ぞ う か

や多様化
た よ う か

等
とう

といっ

た社会的
しゃかいてき

な状 況
じょうきょう

の変化
へ ん か

、国
くに

の動向
どうこう

等
とう

にも対応
たいおう

した事業
じぎょう

展開
てんかい

や協会
きょうかい

の更
さら

なる体制
たいせい

強化
きょうか

が求
もと

められてい

ます。 

 

① 国際
こ く さ い

交流
こうりゅう

センター
せ ん た ー

の利用
り よ う

の促進
そ くし ん

と、多文
た ぶ ん

化
か

共生
きょうせい

に向
む

けた事業
じ ぎ ょ う

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

のための情報
じょうほう

提供
ていきょう

や、学習
がくしゅう

機会
き か い

の提供
ていきょう

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めます。 

○ 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

との連携
れんけい

に努
つと

めます。 

② 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

総合
そうごう

相談
そうだん

ワンストップセンター
わ ん す と っ ぷ せ ん た ー

の相談
そうだん

事業
じ ぎ ょ う

や公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

が行
おこな

う翻訳
ほんやく

、通訳
つうやく

サービス
さ ー び す

の拡充
かくじゅう

に向
む

け支援
し え ん

します。 

③ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

と連携
れんけい

し、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

や国際
こくさい

交流
こうりゅう

・協 力
きょうりょく

を目的
もくてき

とする市民
し み ん

グループ
ぐ る ー ぷ

等
と う

の活動
かつどう

を支援
し え ん

し、市民
し み ん

主体
しゅたい

の多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の実現
じつげん

と国際
こ く さ い

交流
こうりゅう

・協力
きょうりょく

を促進
そ くし ん

します。 

④ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

と連携
れんけい

し、修学援助
しゅうがくえんじょ

、住宅相談
じゅうたくそうだん

等
と う

外国人
がいこくじん

留学生
りゅうがくせい

の支援
し え ん

の充実
じゅうじつ

に努
つと

めるとともに、市民
し み ん

との交流
こうりゅう

を促進
そくしん

します。 

⑤ 公益
こうえき

財団
ざいだん

法人
ほうじん

川崎市
かわさきし

国際
こくさい

交流
こうりゅう

協会
きょうかい

の体制
たいせい

強化
きょうか

に向
む

けた連携
れんけい

を推進
すいしん

します。 

 

（６）地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

 

＜課題
か だ い

＞  

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

には、地域
ち い き

における多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の実現
じつげん

が不可欠
ふ か け つ

です。そのためには、市内
し な い

の各
かく

地域
ち い き

において多様
た よ う

な担
にな

い手
て

を見出
み い だ

し、育
そだ

てていく必要
ひつよう

があります。 

 

① 市民
し み ん

の自主的
じしゅてき

な活動
かつどう

や居場所
い ば し ょ

づくりに向
む

けた環境
かんきょう

を整備
せ い び

することで、地域
ち い き

での

外国人
がいこくじん

市民
し み ん

と日本人
にほんじん

市民
し み ん

が共
とも

に活動
かつどう

する多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の形成
けいせい

を支援
し え ん

します。 

 

  



  

 

 ５ 施策
し さ く

の推進
す い し ん

体制
た い せ い

の整備
せ い び

 

外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

を総合的
そ う ご う て き

に推進
す い し ん

するため、行政
ぎょうせい

内部
な い ぶ

での連携
れんけい

・調整
ちょうせい

機能
き の う

を

充実
じ ゅうじ つ

させるとともに、施策
し さ く

推進
すいしん

の拠点
きょてん

整備
せ い び

を進
すす

め、市民
し み ん

、関係
か ん け い

機関
き か ん

・団体
だ ん た い

等
と う

との連携
れ ん け い

及
お よ

び国
く に

等
と う

への制度
せ い ど

改善
か い ぜ ん

等
と う

の働
はたら

きかけを行
おこな

います
 

。 

 

（１） 行政
ぎょうせい

組織
そ し き

の充実
じゅうじつ

 

 

＜課題
か だ い

＞  

 外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

に関
かか

わる施策
し さ く

は市
し

の業務
ぎ ょ う む

全体
ぜんたい

に及
およ

ぶことから、施策
し さ く

の推進
すいしん

強化
き ょ う か

のため、関係
かんけい

局
きょく

間
かん

の

定期的
て い き て き

かつ継続的
け い ぞ く て き

な連絡
れ ん ら く

調整
ちょうせい

が重要
じゅうよう

となっています。 

 また、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の増加
ぞ う か

と多様化
た よ う か

が進
すす

む中
なか

、川崎市
かわさきし

の地理的
ち り て き

特性
とくせい

を考慮
こうりょ

した施策
し さ く

推進
すいしん

の地域
ち い き

拠点
きょてん

が

求
もと

められています。 

 

① 施策
し さ く

推進
すいしん

のため、全
ぜん

庁
ちょう

的
てき

な会議等
かいぎとう

を中心
ちゅうしん

に関係局間
かんけいきょくかん

の連携
れんけい

・調整
ちょうせい

機能
き の う

を充実
じゅうじつ

させ

ます。 

② 他都市
た と し

及
およ

び神奈川
か な が わ

県
けん

との情報
じょうほう

交換
こうかん

、連携
れんけい

を進
すす

め、施策
し さ く

展開
てんかい

の課題
か だ い

・問題
もんだい

点
てん

等
と う

の認識
にんしき

を

深
ふか

めます。 

③ 指針
し し ん

に基
も と

づく施策
し さ く

の進行
し ん こ う

管理
か ん り

及
およ

び評価
ひょうか

を行
おこな

います。 

○ 施策
し さ く

の推進
すいしん

状況
じょうきょう

調査
ち ょ う さ

の定期的
ていきてき

な実施
じ っ し

により、指針
し し ん

の進行
しんこう

管理
か ん り

を行
おこな

います。 

○ 市民
し み ん

・学識
がくしき

経験者
けいけんしゃ

等
とう

による川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

協
きょう

議会
ぎ か い

を設置
せ っ ち

して施策
し さ く

の検証
けんしょう

・評価
ひょうか

につ

いての助言
じょげん

を受
う

け、指針
し し ん

の見直
みなお

しに反映
はんえい

させます。 

○ 施策
し さ く

の評価
ひょうか

等
とう

について、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

に分
わ

かりやすい形
かたち

での公表
こうひょう

に努
つと

めます。 

④ 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

の推進
すいしん

状 況
じょうきょう

を把握
は あ く

し、施策
し さ く

に役立
や く だ

てるために、外国人
がいこくじん

市民
し み ん

の生活
せいかつ

と意識
い し き

に関
かん

する実態
じったい

調査
ちょうさ

を定期的
ていきてき

に実施
じ っ し

します。  

⑤ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

であることを理由
り ゆ う

とする差別
さ べ つ

の解消
かいしょう

と人権
じんけん

侵害
しんがい

の防止
ぼ う し

に向
む

けた施策
し さ く

に

ついて検討
けんとう

します。 

○ 川崎市
かわさきし

差別
さ べ つ

のない人権
じんけん

尊重
そんちょう

のまちづくり条例
じょうれい

の適切
てきせつ

な運用
うんよう

に努
つと

めます。 

○ 法務省
ほうむしょう

の外国語
がいこくご

人権
じんけん

相談
そうだん

ダイヤル
だ い や る

、外国語
がいこくご

インターネット
い ん た ー ね っ と

人権
じんけん

相談
そうだん

等
とう

の積極的
せっきょくてき

な広報
こうほう

・周知
しゅうち

に努
つと

めます。 

⑥ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

のニーズ
に ー ず

と地理的
ち り て き

特性
とくせい

を踏
ふ

まえ、多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

プラザ
ぷ ら ざ

等
とう

の多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

の

推進
すいしん

拠点
きょてん

を整備
せ い び

し、その活用
かつよう

に努
つと

めます。 



  

 

（２） 関係
か ん け い

機関
き か ん

・ボランティア
ぼ ら ん て ぃ あ

団体
だ ん た い

等
と う

との連携
れ ん け い

 

 

＜課題
か だ い

＞  

多様
た よ う

な主体
しゅたい

との協働
きょうどう

・連携
れんけい

による施策
し さ く

の推進
すいしん

が求
も と

められています。 

 

① 多様
た よ う

な主体
しゅたい

と協働
きょうどう

・連携
れんけい

して多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

施策
し さ く

を推進
すいしん

します。 

 

（３） 国
く に

等
と う

への働
はたら

きかけ 

 

＜課題
か だ い

＞  

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
し ゃ かい

の実現
じつげん

のためには、地方
ち ほ う

自治体
じ ち た い

の施策
し さ く

展開
てんかい

や制度
せ い ど

整備
せ い び

だけでは十分
じゅうぶん

ではなく、外国
が い こ く

人
じ ん

市民
し み ん

の生活
せいかつ

に関
かか

わる法
ほ う

や制度
せ い ど

の改善
かいぜん

等
と う

が必要
ひつよう

となっています。 

 

① 外国
がいこく

人
じん

市民
し み ん

の生活
せいかつ

に関
かか

わる法
ほう

や制度
せ い ど

の改善
かいぜん

を国
くに

・神奈川県
か な が わ け ん

へ要望
ようぼう

します。 

○ 外国人
がいこくじん

市民
し み ん

施策
し さ く

に関
かん

する国
くに

の動
うご

きへの対応
たいおう

も図
はか

りながら在留
ざいりゅう

管理
か ん り

制度
せ い ど

等
とう

の課題
か だ い

の把握
は あ く

に努
つと

め、

必要
ひつよう

に応
おう

じて国
くに

等
とう

に働
はたら

きかけます。 

 

 

 

 



川崎市

かわさきし

多文化

たぶんか

共 生

きょうせい

社 会

しゃかい

推 進

すいしん

指針

ししん

（改定版
かいていばん

）（案

あん

）について御意見

ごいけん

をお寄

よ

せください 

 
 

 
 
 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 意見
いけん

募集
ぼしゅう

の期間
きかん

 

  ２０２３（令和
れいわ

５）年
ねん

１１月
がつ

２７日
にち

（月
げつ

）～ １２月
がつ

２７日
にち

（水
すい

） 

    

 ２ 資料
しりょう

の閲覧
えつらん

場所
ばしょ

 

  （１）市民
しみん

文 化 局
ぶんかきょく

市民
しみん

生活部
せいかつぶ

多文化
たぶんか

共 生
きょうせい

推進課
すいしんか

（川 崎
かわさき

フロンティアビル
ふ ろ ん て ぃ あ び る

９階
かい

） 

  （２）各区
かくく

役 所
やくしょ

・支所
ししょ

及
およ

び 出 張 所
しゅっちょうじょ

の閲 覧
えつらん

コーナー
こ ー な ー

、各市民館
かくしみんかん

、図書館
としょかん

（分 館
ぶんかん

含
ふく

む。） 

  （３）かわさき 情 報
じょうほう

プラザ
ぷ ら ざ

（川崎市
かわさきし

役 所
やくしょ

 本 庁 舎
ほんちょうしゃ

２階
かい

）  

  ※ 川崎市
かわさきし

ホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

でも内 容
ないよう

を御覧
ごらん

いただけます。 

 

３ 意見
いけん

の提
てい

出
しゅつ

方法
ほうほう

 

   次
つぎ

のいずれかの方 法
ほうほう

により、御意見
ごいけん

をお寄
よ

せください。 

※電話
でんわ

や口 頭
こうとう

での御意見
ごいけん

の提
てい

出
しゅつ

は受 付
うけつけ

しておりませんので、御 了 承
ごりょうしょう

ください。 

（２）（３）（４）で御 提 出
ごていしゅつ

の場合
ばあい

、住 所
じゅうしょ

、氏名
しめい

（団 体
だんたい

の場合
ばあい

は、名 称
めいしょう

及
およ

び代 表 者
だいひょうしゃ

の氏名
しめい

）

及
およ

び連 絡 先
れんらくさき

を明記
めいき

の上
うえ

、別紙
べっし

意見書
いけんしょ

を御利用
ごりよう

ください。 

（１） 市
し

ホームページ 

   川崎市
かわさきし

ホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

の「意見
いけん

公募
こうぼ

（パブリックコメント
ぱ ぶ り っ く こ め ん と

手 続
てつづき

）」のページ
ぺ ー じ

へアクセス
あ く せ す

し、手 続
てつづき

に 従
したが

って御意見
ごいけん

を提
てい

出
しゅつ

してください。 

 

 

 

 

本市
ほんし

は、外国人
がいこくじん

市民
しみん

代 表 者
だいひょうしゃ

会議
かいぎ

条 例
じょうれい

の制定
せいてい

をはじめ、外国人
がいこくじん

市民
しみん

を共
とも

にまちづく

りを進
すす

めるかけがえのない一員
いちいん

と 考
かんが

え、外国人
がいこくじん

市民
しみん

を包摂
ほうせつ

した地域
ち い き

社会
しゃかい

づくりを推進
すいしん

するなど、多様性
たようせい

のまちとして発展
はってん

してまいりました。2005（平成
へいせい

17）年
ねん

に外国人
がいこくじん

市民
しみん

施策
しさく

の基本
きほん

理念
りねん

となる基本
きほん

方針
ほうしん

として、国籍
こくせき

や民族
みんぞく

、文化
ぶんか

の違
ちが

いを豊
ゆた

かさとして生
い

かし、

すべての人
ひと

が互
たが

いに認
みと

め合
あ

い、人権
じんけん

が尊 重
そんちょう

され、自立
じりつ

した市民
しみん

として共
とも

に暮
く

らすことが

できる「多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

」の実現
じつげん

をめざし、「人権
じんけん

の尊 重
そんちょう

」、「社会
しゃかい

参加
さんか

の促進
そくしん

」、「自立
じりつ

に向
む

けた支援
しえん

」の３
みっ

つの基本
きほん

理念
りねん

のもと、５
いつ

つの施策
しさく

推進
すいしん

の基本
きほん

方向
ほうこう

を示
しめ

した「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
ししん

」を策定
さくてい

し、その後
ご

、2008（平成
へいせい

20）年
ねん

及
およ

び 2015（平成
へいせい

27）

年
ねん

に改定
かいてい

の上
うえ

、施策
しさく

を推進
すいしん

しています。 

今回
こんかい

、これまでの取組
とりくみ

状 況
じょうきょう

や課題
かだい

、社会
しゃかい

状 況
じょうきょう

の変化
へんか

等
とう

を踏
ふ

まえ本指針
ほんししん

を改定
かいてい

し

ます。改定
かいてい

案
あん

として「川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共 生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
ししん

（改定版
かいていばん

）（案
あん

）」を取
と

りまとめま

したので、市民
しみん

の皆様
みなさま

の御意見
ご い け ん

をお寄
よ

せください。 

資料３ 

指針
し し ん

改定版
かいていばん

（案
あん

） → 
ホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

 

37



（２） 郵 送
ゆうそう

  

   〒210-8577 川崎市
かわさきし

川崎区
かわさきく

宮 本 町
みやもとちょう

１番地
ばんち

 

川崎市
かわさきし

市民
しみん

文 化 局
ぶんかきょく

市民
しみん

生活部
せいかつぶ

多文化
たぶんか

共 生
きょうせい

推進課
すいしんか

 

※ 当 日
とうじつ

消 印
けしいん

有 効
ゆうこう

です。 

（３） 持参
じさん

 

川崎市
かわさきし

市民
しみん

文 化 局
ぶんかきょく

市民
しみん

生活部
せいかつぶ

多文化
たぶんか

共 生
きょうせい

推進課
すいしんか

 事務室
じむしつ

 

（川崎市
かわさきし

川崎区駅前
かわさきくえきまえ

本 町
ほんちょう

11‐2 川 崎
かわさき

フロンティアビル
ふ ろ ん て ぃ あ び る

９階
かい

） 

※持参
じさん

の場合
ばあい

は、 開 庁
かいちょう

時間
じかん

（平 日
へいじつ

8時
じ

30分
ふん

～12時
じ

、13時
じ

～17時
じ

15分
ふん

）にお越
こ

しください。 

（４） ファクシミリ
ふ ぁ く し み り

 

ＦＡＸ番 号
ばんごう

 044-200-3707 

 ≪注 意
ちゅうい

事項
じこう

≫ 

  ・御意見
ごいけん

に対
たい

する個別
こべつ

回 答
かいとう

はいたしませんので、御 了 承
ごりょうしょう

ください。 

  ・記載
きさい

いただきました個人
こじん

情 報
じょうほう

については、 提 出
ていしゅつ

された御意見
ごいけん

の内 容
ないよう

を確 認
かくにん

する場合
ばあい

に利用
りよう

し

ます。 

また、個人
こじん

情 報
じょうほう

は川崎市
かわさきし

個人
こじん

情 報
じょうほう

保護
ほ ご

条 例
じょうれい

に基
もと

づき 厳 重
げんじゅう

に保護
ほ ご

・管理
かんり

されます。 

 ・御意見
ごいけん

などの概 要
がいよう

を 公 表
こうひょう

する際
さい

は、個人
こじん

情 報
じょうほう

は公 開
こうかい

いたしません。 
 

４ その他
た

 

  お寄
よ

せいただいた御意見
ごいけん

の内 容
ないよう

とそれに対
たい

する市
し

の 考
かんが

え方
かた

と対 応
たいおう

について取
と

りまとめを 行
おこな

い、

ホームページ
ほ ー む ぺ ー じ

で 公 表
こうひょう

します。 
 

５ 問
と

い合
あ

わせ先
さき

 

  市民
しみん

文 化 局
ぶんかきょく

市民
しみん

生活部
せいかつぶ

多文化
たぶんか

共 生
きょうせい

推進課
すいしんか

 

 電話
でんわ

 044-200-2846／ＦＡＸ 044-200-3707 
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意
い

 見
けん

 書
し ょ

 

題名
だいめい

 川崎市
かわさきし

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

社会
しゃかい

推進
すいしん

指針
し し ん

（改定版
かいていばん

）（案
あん

）について 

氏名
し め い

 

(団体
だんたい

の場合
ば あ い

は、 

名称
めいしょう

及
およ

び代表者名
だいひょうしゃめい

) 

 

電話番号
で ん わ ば ん ご う

  ＦＡＸ番
fばん

号
ご う

  

住所
じゅうしょ

 

(又
また

は所在地
し ょ ざ い ち

) 
 

意見
い け ん

の提出
ていしゅつ

日
び

 令和
れ い わ

 年
ねん

  月
がつ

  日
にち

 枚数
ま い す う

    枚
まい

(本紙
ほ ん し

を含
ふく

む) 

政策
せ い さ く

等
と う

に対
たい

する意見
い け ん

 

 

・ お寄
よ

せいただいた御意見
ご い け ん

に対
たい

する個別
こ べ つ

回答
かいとう

はいたしませんので御了承
ごりょうしょう

ください。 

・ 記載
き さ い

していただいた個人
こ じ ん

情 報
じょうほう

は、提 出
ていしゅつ

された意見
い け ん

の内容
ないよう

を確認
かくにん

する場合
ば あ い

に利用
り よ う

します。 

 個人
こ じ ん

情 報
じょうほう

は個人
こ じ ん

情 報
じょうほう

の保護
ほ ご

に関
かん

する法律
ほうりつ

その他
た

の関連
かんれん

規定
き て い

に基
もと

づき厳 重
げんじゅう

に保護
ほ ご

・管理
か ん り

されます。 

・ 御意見
ご い け ん

などの概要
がいよう

を公 表
こうひょう

する際
さい

は、個人
こ じ ん

情 報
じょうほう

は公開
こうかい

いたしません。 

提
てい

 出
しゅつ

 先
さ き

 

部
ぶ

署名
しょ めい

 市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

 市民
し み ん

生活部
せいかつぶ

 多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

推進課
すいしんか

 

電
でん

話
わ

番
ばん

号
ご う

 044-200-2846 ＦＡＸ番
ばん

号
ご う

 044-200-3707 

住所
じゅうしょ

 
郵送
ゆうそう

〒210-8577 川崎市
か わ さき し

川崎区
か わ さき く

宮本町
みやもとちょう

１番地
ば ん ち

 市民
し み ん

文化局
ぶんかきょく

多文化
た ぶ ん か

共生
きょうせい

推進課
す い しん か

 

持参
じ さ ん

：川崎市
か わ さき し

川崎区
か わ さき く

駅前
えきまえ

本町
ほんちょう

１１－２ 川崎
かわさき

フロンティアビル
ふ ろ ん て ぃ あ び る

９階
かい
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川崎市多文化共生社会推進指針に基づく

施策の実施状況 （2022（令和4）年度）及び

推進計画一覧 （2023（令和5）年度）

川崎市　市民文化局

2023（令和5）年8月

参考資料



1 行政サービスの充実
（１） 行政サービスの提供 1

（２） 情報提供・相談窓口 1

（３） 年金制度 9

（４） 保健・医療 10

（５） 福祉 14

（６） 住宅 17

（７） 防災 18

2 多文化共生教育の推進
（１） 就学の保障と学習支援 21

（２） 違いを認め合う教育 23

（３） 地域における学習支援 25

（４） 家庭へのサポート 27

3 社会参加の促進
（１） 市政参加 28

（２） 地域における外国人市民グループ等の活動 29

4 共生社会の形成
（１） 市民への意識啓発 31

（２） 市職員等の意識改革 32

（３） 市職員の採用 34

（４） 事業者への啓発 34

（５） 国際交流センターの活用 36

5 施策の推進体制の整備
（１） 行政組織の充実 38

（２） 関係機関・ボランティア団体等との連携 39
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

施策推進の基本方向　１ 行政サービスの充実

（１）庁内会議を通じた外国人市民を意識した施策展開の呼び
かけ
人権・男女共同参画推進連絡会議において、外国人市民代
表者会議年次報告書等について説明を行った。、また、広報
広聴主管会議において、「外国人市民への広報のあり方に関
する考え方」の説明を行った。

（１）継続実施

（２「川崎市〈やさしい日本語〉ガイドライン」に関するeラーニン
グを実施した。
受講者数延べ442人

（２）継続実施

（１）2012年の新在留管理制度については、すでに10年ほど経
過しており、この間、問題や課題は生じていないと把握している
が、必要に応じて各所管課からの報告・相談があった場合に対
応することとしている。令和4年度については実績・件数は無
かった。

（１）必要に応じて実施 市民文化局
戸籍住民サー
ビス課

（１）2012年の新在留管理制度については、すでに10年ほど経
過しており、この間、問題や課題は生じていないと把握している
が、必要に応じて各所管課からの報告・相談があった場合に対
応することとしている。令和4年度については実績・件数は無
かった。

（２）国の制度や財政措置について、必要に応じて申し入れ等
を行っているが、2012年の新在留管理制度については、市とし
て問題や課題は生じていないと把握しているため、新在留管
理制度に関する申し入れ等については行っていない。

（１）必要に応じて実施

（２）必要に応じて実施

市民文化局
戸籍住民サー
ビス課

多文化共生推
進課

（２）情報提供・相談窓口

（１）川崎市総合コンタクトセンター「サンキューコールかわさき」
において、英語による電話、メール、FAX及び手紙に対応、並
びに５言語（中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル
語、フィリピノ語）の電話（３者通話）に対応し、内容に応じて最
適な外国人向けの相談窓口案内等を行った。
案内件数：約310件

（１）継続実施 総務企画局
企画調整課

（１）行政サービスの提供

①　市の行政サービスを等しく提供できるよう、常に外国人市民の存在を認識し、施策のあり方を検討します。

②　新在留管理制度及び外国人市民に係る住民基本台帳制度が市民に定着するよう努めます。

①　情報の多言語化や外国人市民情報コーナーの充実等、情報提供の改善に努めます。

③　新在留管理制度に伴う課題・状況の把握に努め、必要に応じて国に働きかけます。

市民文化局
多文化共生推
進課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（２）英語及び中国語のFAQ（よくある質問とその回答）をホーム
ページに掲載（英語187件、中国語189件）し、それぞれ新規項
目の追加及び既存の項目の修正を行った。

（２）継続実施 総務企画局
企画調整課

（１）「外国人市民への広報に関する考え方」に基づき市政だよ
りや市民便利帳の外国人市民向け記事について日本語のル
ビふりを実施した。

（１）継続実施

（２）コミュニティ放送（かわさきFM）を通じた7言語（やさしい日
本語、中国語、英語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語及びタ
ガログ語）放送で市内のイベントや施策情報を、月～金の1日
に2回（15分/回　※1回は再放送）週替わりで情報提供した。

（２）継続実施

（１）外国人市民のための生活情報の提供について各局区の
広報広聴主管者を通じて外国人市民に利用しやすい情報提
供を要請した。（６月）

（１）庁内の広報広聴主管者会議を通じて、各局等
の出すパンフレットに多言語化や「川崎市〈やさし
い日本語〉ガイドライン」を参考にしたやさしい日本
語の活用を要請する。

（２）外国人市民のための主な行政サービスの窓口と問い合わ
せ先一覧である「川崎市に住む外国人の皆さんへ」を各区役
所・支所、市民館等の外国人市民情報コーナー、国際交流セ
ンター等に送付、配架を依頼した。また区役所窓口で転入者
向け配布を行った。
発行部数（令和４年度7,000部発行（隔年発行）

（２）外国人市民のための主な行政サービスの窓
口と問い合わせ先一覧である「川崎市に住む外国
人の皆さんへ」の各区役所・支所の外国人市民情
報コーナー等への配架を依頼する。
発行部数：隔年発行のため、令和５年度発行予定
無し

（３）　各区役所、市民館、図書館、情報プラザ、国際交流セン
ターの外国人市民情報コーナーを視察し、配架されている資
料の現状確認を行った。その際、不足している情報の補充を
担当課に依頼するとともに、外国人市民からのニーズや日頃の
管理方法等についてヒアリングを行った。
　また、外国人市民情報コーナーに配架すべき資料について
担当課宛てに連絡し、外国人市民にとってニーズの高い多言
語情報が、確実に配架されるよう働き掛けた。

（３）令和４年度に外国人市民情報コーナーの現
地調査で担当者と確認した事項について、再度
状況を確認していく。

（４）外国人市民情報コーナーの案内チラシを令和５年１月に
改訂し、各区役所・支所の区民課に来訪した外国人市民等に
配布するよう依頼した。

（４）継続実施

総務企画局
シティプロモー
ション推進室

市民文化局
多文化共生推
進課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（５）本市が作成した資料のうち、日本語にルビがついているも
のや多言語化している資料をまとめた「川崎市の多言語広報
資料一覧」２０２２年度版を作成し、区役所や市施設に配布し、
ホームページでも公表した。

(５)継続実施

（６）川崎区役所総合案内配置のタブレット端末に音声翻訳シ
ステム（VoiceBiz）を令和2年度から導入するとともに、各区役所
窓口へ翻訳機を購入・貸出し、各部署における翻訳機導入の
促進を図った。

（６）継続実施

（７）川崎市国際交流協会において、区役所や支所における行
政手続きや子育て、福祉等に関する相談、手続等を含む事業
を実施するに当たり、外国人市民等、日本語での対応が困難
な方の来庁が想定される場合に、所管部署からの依頼に応じ
て通訳ボランティアを派遣した。
通訳件数：29件(英語15件、フィリピノ語1件、中国語5件、ポルト
ガル語1件、韓国・朝鮮語2件、ベンガル語2件、ネパール語1
件、スペイン語2件)

（１）継続実施

（１）各区役所・支所の窓口において、来庁した外国人市民と窓
口職員とのコミュニケーションを支援することを目的として、タブ
レット型情報端末を活用したテレビ通訳とAI通訳によるサービ
スについて運用を実施した。
サービス導入端末：33台
利用実績：テレビ通訳1,359回(20,707分）、
AI通訳８９３回　※全端末の合計

（１)継続実施 市民文化局
パラムーブメント
推進担当

（１）「消費者行政センターのしおり」の日本語（ルビ付き）、英
語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、韓国・朝鮮語及びタガ
ログ語で表記されたリーフレットを作成した。（作成部数4,000
部：1つのリーフレットに7言語で記載）

（１）継続実施 経済労働局
消費者行政セ
ンター

（１）「資源物とごみの分け方・出し方」の日本語（ルビ付き）、英
語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、韓国・朝鮮語、フィリピ
ノ語及びベトナム語で表記されたパンフレットを生活環境事業
所に5,700部、区役所・支所、出張所、図書館・市民館、国際交
流センター等へ860部配布した。

（１）継続実施 環境局
生活環境部減
量推進課

（２）川崎市内で事業を営む外国人のため、日本語（ルビ付
き）、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、韓国・朝鮮語及
びタガログ語で表記されたパンフレット「川崎市から事業者の皆
様へ」を、必要に応じて生活環境事業所に配架した。

（２）継続実施
ベトナム語を新たに追加し作成予定

環境局
生活環境部減
量推進課

市民文化局
多文化共生推
進課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）「二十歳を祝うつどい」対象者の内、外国籍の市民への案
内状に日本語のルビ及び6言語（英語、中国語、韓国・朝鮮
語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語）の翻訳を添付した。
また、式典当日に外国語通訳者（英語、中国語、韓国・朝鮮
語）を配置し、その旨事前に送付する案内状に掲載した。

（１）継続実施
令和4年度から、「二十歳を祝うつどい」に名称変
更。

（２）「二十歳を祝うつどい」を企画する会議の委員のうち、１名
は外国人市民代表者会議の委員から選出

（２）継続実施
令和4年度から、「二十歳を祝うつどい」に名称変
更。

（１）総合案内窓口に外国人市民のために英語と中国語の対応
スタッフを配置し、行政サービスの窓口案内や各種相談に対
応できるようにした。また、英中のみでなく、通訳ソフトやテレビ
電話を搭載したタブレットを配備することで、その他言語(韓国・
朝鮮語、スペイン語、ポルトガル語、フィリピノ語、ベトナム語、
タイ語、インドネシア語、ネパール語）の対応をした。また、1階
総合案内前に6言語（日本語、英語、中国語、韓国・朝鮮語、
フィリピノ語、ベトナム語）に対応したタッチパネル式の広告付
き案内表示板を設置した。
相談件数：1,219件（延べ件数）
うち窓口への付き添い：380件

（１）継続実施 川崎区役所
総務課

（１）市政だより川崎区版の抜粋情報等の7言語（英語、中国
語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル語、フィリピノ語、や
さしい日本語）翻訳、川崎区ホームページでの発信は令和2年
度で終了し、令和4年度は実施なし。

（１）事業終了 川崎区役所
企画課

（2）保育所等入所の案内や不登校等児童・生徒の居場所に関
する案内チラシなどを所管課からの依頼に基づき迅速に翻訳
した。

（2）継続実施

（3）川崎区役所内の窓口案内や各種手続きなどを、6言語（英
語、中国語、韓国・朝鮮語、ポルトガル語、フィリピノ語、ベトナ
ム語）で外国人に分かりやすく掲載した冊子「外国人住民のた
めの川崎区生活便利ガイド」及び周知用チラシを更新した。

（3）「外国人住民のための川崎区生活便利ガイ
ド」の効果的な周知を行うとともに、必要に応じ
て時点更新を行う。

（１）相談機関の情報提供を行った。母子保健事業で使用する
ちらしや帳票類の翻訳を作成し活用した。外国人向けに情報
コーナーを2か所設置しており、情報を随時更新した。また、ふ
れあい館と連絡、連携を図り情報共有をした。

（１）母子保健事業で使用しているちらし類の翻
訳・情報コーナーの充実を図る。

川崎区役所
地域みまもり支
援センター　地
域支援課

川崎区役所
企画課

こども未来局
青少年支援室

4



【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）「地域子育て支援センターのごあんない」、入学準備支援
チラシ「もうすぐ１年生」については、こども未来局で発行してい
る全市版に統合するため、区単独での実施なし。
「子育てガイドさんぽみち」の外国語版（英語、中国語、タガロ
グ語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル語）については、
令和元年度から区の広報・広聴事業の中で発行する「外国人
市民が必要とする情報を集約した多言語冊子」に統合したた
め、区単独での実施なし。

（１）区単独での実施なし 川崎区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課

（１）昨年度に引き続き、外国人市民に対して、外国人市民情
報コーナーがあることを多言語資料で案内するとともに、外国
人市民情報コーナーに、外国人市民に必要な基本的な情報
（特に、生活・防災・医療など）の資料を揃えるなど、情報を集
約（１か所にまとめる）し、充実した情報を得られる場所を提供し
ている。
翻訳機能を活用した案内ができるよう、窓口にタブレット端末を
常備している。

（１）継続実施

（２）外国人市民情報コーナーをリニューアル（令和3年3月）し、
従来の市が刊行した情報誌の配架のほか、モニターにて幸区
の生活ガイドの放映や活躍されている方の紹介を行う。

（２）継続実施

（１）案内サインについては、事業実施なし。 （１）令和５年度事業計画なし。

H29年度までの計画的な案内サイン整備・盤面更
新により、全て多言語表記に対応済み。
H30年度以降は、既存サインの破損や故障、施設
名称の変更など至急修理・修正等が必要な場合
のみ対応

幸区役所
企画課

（１）「幸区子育て情報誌おこさまっぷさいわい」の中で、「がい
こくじんのかたへ」の内容を見直し、配布した。川崎市のホーム
ページ（多言語版）・医療機関情報・日本語学級・外国籍の母
子への支援グループ・相談窓口について等の情報を平仮名で
紹介。幸区ホームページにも同様のものを掲載。

（１）継続実施 幸区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課

（１）多言語版フロア案内（英語、韓国・朝鮮語、中国語、スペイ
ン語、ポルトガル語、フィリピノ語）を区民課窓口や１階の中原
区からのおしらせコーナーなどで配布した。また、多言語版フ
ロア案内をpdfにしてホームページに掲載した。英語版に関して
はhtml形式のものも併せて掲載した。

（１）令和５年度版に改訂したものを窓口で配布す
る予定である。(英語表記の修正あり）言語数を増
やす予定は無い。

中原区役所
総務課

（１）駅利用者の目にとまりやすい、小杉駅周辺及び武蔵中原
駅前の案内サイン合計９か所について、公共施設等に関する
方向表示の文字情報を外国語表示（英語、中国語、韓国・朝
鮮語）している。令和４年度は新たな箇所の実施はない。

（１）新たな箇所を実施する予定は無い。 中原区役所
企画課

幸区役所
総務課
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2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）「中原区子育て情報ガイドブックこのゆびとーまれ！」の中
で、外国籍の方の育児支援についての情報や窓口等につい
て紹介(2ページ）。
作成部数：9,000部

（１）継続実施 中原区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課

（１）「高津区役所フロアガイド」3言語（英語、中国語、韓国・朝
鮮語）を、引き続き総合案内と2階地域振興課相談情報窓口で
配布した。
　※所属で印刷し、配布している。

（１）継続実施
言語数を増やす予定は無い。

高津区役所
総務課

（１）溝口駅前キラリデッキ上の地図案内板（2か所）の更新に際
し、「高津区公共サイン整備指針」のほか、平成28年3月に策定
された「誰もが分かりやすい公共サイン整備に関するガイドライ
ン」を踏まえ、多言語表記による更新を実施した。

（１）継続実施 高津区役所
企画課

（１）窓口案内、申請書・届出書の記載例等の外国語版を作成
して提示するとともに、外国人向けの資料コーナーを設置し、
情報提供を行った。

（１）継続実施 高津区役所
区民課

（１）高津区子育て情報ガイド「ホッとこそだて・たかつ」の中で、
外国人向け育児支援（妊娠、出産、子どもの健康等）の案内を
英語で記載した。
作成部数：7,000部

（１）継続実施
作成部数：7,000部予定

高津区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課

（１）宮前区子育てガイド「とことこ」の中に、引き続き「外国人の
方へ」という章を設け、英語と中国語で入手できる子育てに関
する情報のリンク先を掲載した。
作成部数：7,000部

（１）継続実施 宮前区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課

（１）転入時の窓口案内等の外国語版を配布するとともに、外国
人向け資料コーナーを設置し情報提供を行っている。

（１）継続実施 宮前区役所
区民課

（１）転入時の窓口案内等の外国語版を配布するとともに、外国
人向け資料コーナーを設置し情報提供を行っている。

（１）継続実施 多摩区役所
区民課

（１）「多摩区地域子育て情報BOOK」の中で、生活や子育てに
必要な手続きや子どもを預ける場所､子どもの関係で相談した
い時や病気になった時などの窓口等について、外国籍の親子
のためのページとして、区役所での手続き・制度内容の紹介を
掲載した（日本語のルビ及び英語）。
作成部数：5,500部

（１）継続実施
作成部数：5,000部予定

多摩区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）多言語版（英語、韓国・朝鮮語、中国語）フロア案内看板を
設置している。

（１）継続実施 麻生区役所
総務課

（１）新百合ヶ丘駅周辺案内サインへの多言語表記(壁掛け、自
立式で計22か所：平仮名と英語が基本22か所で、うち7か所で
中国語、韓国・朝鮮語の表記あり）

（１）継続実施 麻生区役所
企画課

（１）麻生区子育てガイドブック「きゅっとハグあさお」の中で外国
人の方に向け子育てに役立つ情報（妊娠・出産・保育所の相
談・子育てに関する相談先等）を英語で紹介し日本語のルビで
読みやすくし情報提供した。また自国の言葉で円滑な医療が
受けられるよう『多言語医療問診票』の情報を掲載した。

（１）継続実施 麻生区役所
地域みまもり支
援センター　地
域ケア推進課

（１）市バス車内に設置してある停留所名表示器に英語、韓国
語、中国語、ひらがなで停留所名を表示することにより、外国
人の方の市バス利用における利便性向上を図っている。

（１）継続実施 交通局
運輸課

（１）5言語（英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガ
ル語）の通訳サービスを民間事業者へ委託し、日本語を話せ
ない外国人からの消防車や救急車の要請等において円滑に
対応した。
実績：78件

（１）継続実施 消防局
指令課

（１）英語、ドイツ語、フランス語、スペイン語、ポルトガル語、中
国語（簡体字・繁体字）、韓国・朝鮮語、タガログ語、タイ語、ベ
トナム語によるリーフレット配布
＊外国人入場者数　3,617人

（１）継続実施

（２）すべての案内板に英語を、一部の案内板に中国語、韓
国・朝鮮語を併記

（２）継続実施

（３）多言語音声ガイドの提供継続
3言語対応（英語、中国語、韓国・朝鮮語）

（３）継続実施

（４）防災設備発報時英語アナウンス実施 （４）継続実施

（５）日英併記の古民家写真集を販売 （５）継続実施

（６）農村歌舞伎の英訳文配布
人形浄瑠璃に変更したため歌舞伎は実施せず

（６）人形浄瑠璃に変更するため歌舞伎は実施せ
ず

教育委員会事
務局
日本民家園
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）館利用ガイド（英語、韓国・朝鮮語、中国語）を配布した。 （１）継続実施

（２）展示解説シートの作成及び翻訳
    実施なし

（２）
事業予定なし

（１）川崎市総合コンタクトセンター「サンキューコールかわさき」
において、英語による電話、メール、FAX及び手紙に対応、並
びに５言語（中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポルトガル
語、フィリピノ語）の電話（３者通話）に対応し、内容に応じて最
適な外国人向けの相談窓口案内等を行った。
案内件数：約310件

【再掲】　1(2)①
（１）継続実施

総務企画局
企画調整課

（１）川崎市国際交流センターにおいて、日本語を含む１１言語
に対応した「多文化共生総合相談ワンストップセンター」を運営
し、外国人市民の日常生活に関する幅広い相談に対しての情
報提供や助言、必要に応じて関係機関・団体等の紹介を実施
した。また、令和3年7月から開始したオンライン相談を継続して
実施したほか、新たに作成したパンフレットをウェルカムセットに
封入するなど認知度の向上を図った。
年間相談件数　3,314件（来訪716件、電話2,069件、メール等
529件）

（１）継続実施するとともに、外国人市民代表者会
議募集案内へのチラシを同封するなどさらなる認
知度の向上を図る。

（２）川崎市国際交流センターにおいて、各区役所地域振興課
相談・情報担当にタブレット端末を配置し「多文化共生総合相
談ワンストップセンター」とテレビ電話による相談を実施した。

（２）継続実施

（１）外国人窓口相談（「多文化共生総合相談ワンストップセン
ター」）について、「川崎市相談窓口一覧（かわさき相談マッ
プ）」に窓口の情報を掲載し、各区役所、支所、出張所のほか、
情報プラザ、公文書館、図書館、市民館等に配布し、市民へ
の広報に努めた。（日本語のみ）

（１）継続実施 市民文化局
市民活動推進
課

（１）区役所サービス向上指針に基づく適切なサービス提供が
行えるよう、各区の主催で実施する「サービス向上研修」を支援
し、来庁者の状況に応じた対応の重要性等についての意識啓
発を行った。

（１）継続実施 市民文化局
区政推進課

②　外国人相談体制の充実に努めます。

教育委員会事
務局
青少年科学館

市民文化局
多文化共生推
進課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）ＪＲ川崎駅北口に開設したかわさき きたテラス内観光案内
所では、次の通りテレビ通訳サービスにて多言語対応を行って
いる。
英語、中国語、韓国・朝鮮語、ポルトガル語、スペイン語、タイ
語、ベトナム語、フランス語(平日9-19時)、タガログ語平日(9-
19時)、ヒンディー語（平日9-18時）、ネパール語（平日9-18
時）、インドネシア語（平日9-18時）、ロシア語（平日9-18時)。
※一部を除き観光案内所営業時間内にて対応。平日9-20時、
土日祝9-19時。
また、R4年度では出入国在留管理庁通訳支援試行事業により
電話通訳サービスにて拡充し次の言語も対応可能とした。
フィリピノ語、ミャンマー語、モンゴル語、シンハラ語、ウルドゥー
語、ベンガル語。
※平日9-17時15分。

（２）かわさき きたテラスにおいて、英語や中国語で対応できる
コンシェルジュを常時２名配置した。

（１）継続実施

（２）継続実施

経済労働局
観光・地域活
力推進部観光
プロモーション
推進担当

（１）人権オンブズパーソンは、子どもの権利の侵害と男女平等
にかかわる人権侵害を管轄し、相談及び救済申立てを受け付
け、相談者と共に問題解決を図っている。この相談及び救済申
立てには外国人市民からの相談等も含まれるため、連絡先を
記した相談カードを朝鮮学校に配布するとともに、ルビを付し
た広報紙や多言語チラシにより、制度の周知を図った。

（１）継続実施 市民オンブズマ
ン事務局
人権オンブズ
パーソン担当

（３）年金制度

（１）日本年金機構作成の多言語版パンフレットを利用し、国民
年金加入促進や脱退一時金を含めた制度の周知を行なった。

（１）継続実施 健康福祉局
国民年金・福祉
医療課

（１）外国人労働者の適正な雇用･労働条件の確保、外国人雇
用のルール等について、広報誌「かわさき労働情報」に次のと
おり記事を掲載した。
※6月号：外国人労働相談の案内
   6月号：外国人労働者問題啓発月間広報（労働・社会保険を
含めた適正な労働条件の確保を啓発する内容）

（１）継続実施 経済労働局
労働雇用部

③　外国人市民の人権侵害に関して、人権オンブズパーソン制度の活用に努めます。

①　年金加入促進のため、脱退一時金を含めた制度の広報啓発に努めます。

②　外国人従業員の年金加入について、より積極的に事業者等に働きかけます。
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（２）「かわさき労働情報」をホームページ上に掲載するほか、外
国人労働者の雇用状況の届出及び雇用管理の改善等に関す
るリーフレットや外国人労働相談のご案内のリーフレットを、庁
内施設や街頭労働相談会において労働資料として配布し雇用
環境の改善に向けて周知を図った。

（２）継続実施 経済労働局
労働雇用部

（１）制度的無年金者に対する救済・改善措置については、厚
生労働省に対し、政令指定都市国民年金主管部課長会議を
通して、要望を行なった。なお、脱退一時金制度については、
脱退一時金の支給額計算に用いる月数の上限が見直され、令
和3年4月より月数の上限が36月から60月まで引き上げられた。
これに伴い支給額の上限額も引き上がり、支給区分は4段階増
えて10段階になった。

（１）継続実施 健康福祉局
国民年金・福祉
医療課

（１）外国語7言語に対応する医療機関検索サイト「かわさきの
お医者さん」を継続的に運用した。同サイトでは各医療機関の
「対応できる外国語の種類」を掲載しており、医療機関に係る
多言語資料を広く提供している。
*かわさきのお医者さんアクセス件数

英語628件、中国語95件、韓国・朝鮮語19件、ポルトガル語32
件、スペイン語30件、タガログ語5件　計809件

（１）継続実施 健康福祉局
保健医療政策
部地域医療担
当

（１）「外国人患者を受け入れる医療機関の情報を取りまとめ
たリスト」（厚生労働省・観光庁）における「外国人患者を受
け入れる拠点的な医療機関」として、外国人患者が安心して
受診できる体制の整備を進めた。[市立川崎病院・井田病
院・多摩病院]

（2）電話医療通訳サービスや携帯翻訳端末、多言語通訳シ
ステムのタブレット端末の導入等により、外国人患者の受診
環境の整備を推進した。[市立川崎病院・井田病院・多摩病
院]

（１）近年の訪日・在住外国人の増加に伴い、厚
生労働省は「外国人患者受入れ医療機関認証
制度（JMIP）」を構築し、多言語での診療案内や
宗教への対応など、日本人とは異なる文化・背
景に配慮した外国人患者の受入れ体制整備を
支援しており、市立川崎病院で当該認証制度を
取得し、外国人患者が安心して受診できる体制
の整備を進める。

（2）継続実施

病院局
川崎病院患者
総合サポート
センター
井田病院事務
局医事課
経営企画室多
摩病院運営管
理担当

（1）外国人傷病者等に円滑に対応するため救急隊が使用
するスマートフォンに多言語通訳翻訳アプリ（救急ボイスト
ラ）を導入し、救急活動を行っている。

（１）継続実施 消防局
救急課

（４）保健・医療

①　医療機関にかかる際の多言語資料等の普及に努めます。

③　制度的無年金者に対する救済・改善措置及び脱退一時金制度の改善について国に働きかけます。
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）母子健康手帳交付の際、日本語の読解が困難な外国籍
等の希望者に、外国語版母子健康手帳を交付。
（交付部数：英語209、韓国語8、中国語64、タイ語8、タガログ
語15、ポルトガル語9、インドネシア語11、スペイン語7、ベトナム
語97、ネパール語36）

（１）継続実施 こども未来局
こども保健福祉
課
（R5～こども未
来局児童家庭
支援・虐待対策
室母子保健担
当）

（２）各区で健診や面接時に通訳アプリを活用する、乳幼児健
診会場に英語版案内や日本語教室のリーフレットを配置する
等して支援を充実させた。

（２）継続実施

（３）日本語を母語としない方にとって区役所及び委託医療機
関での乳幼児健診を受けやすくするため、問診票等の帳票を
11言語に翻訳し、市民が直接利用する帳票を市ホームページ
に掲載した。

（３）帳票の利用について広報を継続 こども未来局
こども保健福祉
課
（R5～こども未
来局児童家庭
支援・虐待対策
室母子保健担
当）

（１）各乳幼児健診のお知らせ文を区HPに掲載（2言語：英語、
ベトナム語）
（２）母子保健事業に関わる資料（発達相談のアンケート（4言
語:英語、ベトナム語、中国語、韓国・朝鮮語）、母子健康手帳
の出生連絡票（1言語：ベトナム語）を翻訳し活用した。
（３）南部地域療育センターの案内文を区で作成、翻訳し活用
した。（１言語：英語）

（１）継続実施
（２）継続実施
（３）継続実施

川崎区役所　地
域みまもり支援
センター地域支
援課

（１）母子健康手帳(10言語:英語、中国語、韓国・朝鮮語、ス
ペイン語、ポルトガル語、インドネシア語、タガログ語、タイ
語、ベトナム語、ネパール語)

（１）継続実施

（２）１歳6か月児健診、3歳児健診問診票（英語版） （２）継続実施

（３）子育て応援リーフレット～妊娠・出産から小学校入学ま
で～（かながわ国際交流財団作成の外国人住民のための
子育てチャート  10言語:英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペ
イン語、ポルトガル語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、
ベトナム語、ネパール語）

（３）継続実施

（４）タブレットの通訳アプリによる対応 （４）継続実施

（５）必要時「多言語ナビ（無料通訳サービス）」や「国際交流
センター通訳（有料）」等を紹介し、対応

（５）継続実施

（１）「国際子育てひろばコアラ」の定例会に年2回参加し、子育
て情報の提供や親子の健康、予防接種、育児の相談に応じる
とともにあそびを紹介し、活動の支援を行った。

（１）継続実施
自主活動として自立しており、定例会には参加せ
ず。会費運営が可能であるため、R４年度から予算
計上なしとした。

中原区役所
地域みまもり支
援センター地域
支援課

②　外国人市民の母子保健の充実に努めます。

幸区役所
地域みまもり支
援センター地域
支援課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）母子健康手帳（10言語:英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペ
イン語、ポルトガル語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、ベト
ナム語、ネパール語)

（１）継続実施

（２）1歳6か月児健診、3歳児健診問診票（英語版） （２）継続実施

（３）子育て応援リーフレット～妊娠・出産から小学校入学ま
で～（かながわ国際交流財団作成の外国人住民のための
子育てチャート  10言語:英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペ
イン語、ポルトガル語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、
ベトナム語、ネパール語）

（３）継続実施

（４）タブレットの通訳アプリによる対応 （４）継続実施

（５）必要時「多言語ナビ（無料通訳サービス）」や「国際交流セ
ンター通訳（有料）」等を紹介し、対応

（５）継続実施

（６）外国人親子の会
 外国人親子の会は新型コロナウィルス感染症の影響により実
施せず。

（６）実施予定なし

（１）母子健康手帳（10言語:英語、中国語、韓国・朝鮮語、ス
ペイン語、ポルトガル語、インドネシア語、タガログ語、タイ
語、ベトナム語、ネパール語)
（２）1歳6か月児健診、3歳児健診問診票（英語版）
（３）子育て応援リーフレット～妊娠・出産から小学校入学ま
で～（かながわ国際交流財団作成の外国人住民のための
子育てチャート  10言語:英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペ
イン語、ポルトガル語、インドネシア語、タガログ語、タイ語、
ベトナム語、ネパール語）
（４）タブレットの通訳アプリ、ポケトークの使用による対応
（５）必要時「多言語支援センターかながわ」や「国際交流セ
ンター通訳（有料）」等を紹介し、対応

（１）継続実施
（２）継続実施
（３）継続実施
（４）継続実施
（５）継続実施

宮前区役所
地域みまもり支
援センター（福
祉事務所・保
健所支所）地
域支援課

（１）エイズのパンフレットについては、7言語（英、韓国・朝鮮、
中国、スペイン、ポルトガル、タイ、タガログ）用があり、結核の
パンフレットについては、3言語（英、中、韓・朝）用があり、外国
人からのご相談や対応に活用している。

（１）継続実施 健康福祉局
保健所感染症
対策課

③　外国人市民に対して、健康保持や病気予防等の広報啓発に努めます。

高津区役所
地域みまもり支
援センター　地
域支援課
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）予防接種リサーチセンター発行の多言語版「予防接種と子
どもの健康」(本文10言語：英語、中国語、韓国・朝鮮語、ベトナ
ム語、スペイン語、ポルトガル語、タイ語、インドネシア語、タガ
ログ語、ネパール語　予診票17言語：上記言語に加え、アラビ
ア語、イタリア語、ドイツ語、フランス語、モンゴル語、ロシア語、
ウクライナ語）やかながわ国際交流財団発行の多言語版資料
等を用いて制度の説明に活用した。また、医療機関での予防
接種時に多言語版予防接種予診票を活用した。

（１）予防接種リサーチセンター発行の多言語版
「予防接種と子どもの健康」を用いて制度の説明
に活用する。予防接種リサーチセンターのホーム
ページに多言語版「予防接種と子どもの健康」が
載っていることを、個別通知のお知らせに3言語
（英語、中国語、韓国・朝鮮語）で掲載し、外国人
市民に対する予防接種の広報啓発に努めていく。
また、多言語版予防接種予診票を使用できること
について、医療機関への周知、及び希望医療機
関への配布を行う。

健康福祉局
保健所感染症
対策課

（１）外国人の方に医療保険制度を理解していただくため、外
国語版の「国民健康保険のしおり」（6言語：英語、中国語、ベト
ナム語、ネパール語、韓国・朝鮮語、タガログ語）を作成した。

（１）継続実施 健康福祉局
医療保険課

【再掲】1(3)②
（１）外国人労働者の適正な雇用･労働条件の確保、外国人雇
用のルール等について、広報誌「かわさき労働情報」に次のと
おり記事を掲載した。
※6月号：外国人労働相談の案内
   6月号：外国人労働者問題啓発月間広報（労働・社会保険を
含めた適正な労働条件の確保を啓発する内容）

【再掲】1(3)②
（１）継続実施

【再掲】1(3)②
（２）「かわさき労働情報」をホームページ上に掲載するほか、外
国人労働者の雇用状況の届出及び雇用管理の改善等に関す
るリーフレットや外国人労働相談のご案内のリーフレットを、庁
内施設や街頭労働相談会において労働資料として配布し雇用
環境の改善に向けて周知を図った。

【再掲】　1(3)②
（２）継続実施

（１）県事業とも協調しながら、川崎市救急医療機関外国人医
療対策費補助金交付要綱に基づき、神奈川県内の救急医療
機関において、医療費の負担能力に欠ける外国籍の川崎市
内在住者に係る救急医療に関し発生した損失医療費（14日以
内の入院医療が対象）に対する補助事業を実施した。

（１）継続実施 健康福祉局
保健医療政策
部地域医療担
当

④　医療保険加入を促進するため、医療保険制度の広報啓発を進めます。

⑤　外国人従業員の医療保険加入について、より積極的に事業者等に働きかけます。

⑥　保険未加入者等の診療にあたる医療機関への医療費対策の充実を検討します。

経済労働局
労働雇用部
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）県域の事業である医療通訳派遣システム事業に参加し、
運営経費の一部として負担金を支出すると共に、県内自治体
が参加するかながわ医療通訳派遣システム自治体推進協議
会において、本事業の推進等に関して継続的に協議した。

（１）継続実施 健康福祉局
保健医療政策
部地域医療担
当

（１）県域事業「医療通訳派遣システム事業」の協力医療機
関として、外国人患者の希望に応じて通訳の派遣依頼等の
調整を行った。[市立川崎病院・井田病院・多摩病院]

（１）継続実施 病院局
川崎病院患者
総合サポートセ
ンター
井田病院事務
局医事課
経営企画室多
摩病院運営管
理担当

（１）厚生労働省に対し、政令指定都市主管部課長会議を通し
て要望を行った。

（１）継続実施 健康福祉局
医療保険課

（５）福祉

（１）野宿生活者向けの広報（事業実施のお知らせ等）につい
て、全体的にふりがなを付け、理解しやすいようにした。

（１）継続実施 健康福祉局
生活保護・自立
支援室

（１）多様な文化的背景をもつ子どもについての理解を深める
ため、職員研修として、人権研修等への参加、及び保育園で
の自主研修の中で取り組んだ。
(取組実施例)
・園だより等の配布書類にルビをふる。日本語を読むことができ
ない保護者へは個別に丁寧に内容を説明する。
・生活習慣、文化などに配慮した給食を提供する。

（１）継続実施 こども未来局
保育事業部運
営管理課
（R５～　保育・
子育て推進部
運営支援・人材
育成担当）

（１）「外国人高齢者福祉手当」
月額22,000円の福祉手当を給付
（令和4年度　年間給付人数　延232人　月平均20人に給付）
　 川崎市外国人高齢者福祉手当は戦前渡日した外国人高齢
者の福祉の向上を目的とし、手当を給付する事業。制度開始
当時の1994年10月には月額10,000円だったが、順次引き上げ
を実施し、2007年10月から現在の月額22,000円としている。

（１）継続実施
（給付人数　月平均20人　給付予定）

健康福祉局
高齢者在宅
サービス課

⑧　医療保険制度の改善を国に働きかけます。

①　福祉サービスの広報を積極的に行います。

②　保育所入所児童について、言語や生活習慣等の違いに配慮した保育環境の整備に努めます。

③　「外国人高齢者福祉手当」、「外国人心身障害者福祉手当」の充実に努めます。

⑦　神奈川県が実施する医療通訳派遣システム事業の運営に参加し、医療通訳の充実に努めます。
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）「外国人心身障害者福祉手当」
支給額（月額）
重度44,500円、中度32,500円
（令和4年度　支給対象者数　2名）
（４月～６月分　重度1名、中度１名
　７月～３月分　重度１名、中度０名）
　国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴い、同法の
施行日（昭和57年1月1日）前に20歳に達していた外国人等で
障害基礎年金等を受給できない中度以上の心身障害者等に
対し、外国人等心身障害者福祉手当を支給することにより、福
祉の増進を図ることを目的とした制度。
　なお、平成17年度に国民年金の発展過程において生じた特
別な事情に鑑み、障害者基礎年金等の受給資格を有していな
い障害者に特別障害給付金を支給する制度が創設されたこと
から、平成17年度から同給付金の支給対象者については対象
外とした。

（１）継続実施
支給額（月額）
重度44,500円、中度　32,500円
（支給対象予定者数　１名）
（重度１名、中度０ 名）

健康福祉局
障害福祉課

（１）外国人等で障害福祉サービスが必要な状態にある場合、
各区地域みまもり支援センターや地域の相談支援センター等
において、言語や生活習慣等の違いに配慮したきめ細かな相
談支援を行い、必要なサービスが利用できるよう努めた。

（１）継続実施 健康福祉局　地
域包括ケア推
進室、
総合リハビリ
テーション推進
センター企画・
連携推進課

（２）また、相談支援に関わる地域の関係機関によるネットワー
ク構築等に資するため、地域自立支援協議会等を設置し、定
期的な協議の場として活用した。

（２）継続実施 健康福祉局　地
域包括ケア推
進室、
総合リハビリ
テーション推進
センター企画・
連携推進課

（１）介護保険制度を解説するパンフレット「こんにちは介護保
険です」の英語、韓国・朝鮮語、中国語、スペイン語、ポルトガ
ル語、タガログ語の6言語翻訳を市のホームページに継続掲載
するとともに、国際交流センターへの設置を行った。

（１）継続実施 健康福祉局
介護保険課

（１）神奈川県作成の多言語パンフレット「夫やパートナーから
の暴力に悩むあなたへ」（8言語：英語、韓国・朝鮮語、中国
語、フィリピノ語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、タイ
語）を、引き続き、相談窓口等で配布・配架した。　（神奈川県
作成）

（１）継続実施
（神奈川県作成）

市民文化局
人権・男女共同
参画室

⑤　「川崎市ＤＶ防止・被害者支援基本計画」に基づき、外国人に対するＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）防止及び被害者の
支援の取組の充実に努めます。

④　介護を必要とする高齢者・障害者への福祉・介護保険サービスの提供にあたって、言語や生活習慣等の違いに配慮する
よう、サービス提供者との連携に努めます。

15



【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（２）若年層に向けた予防啓発として、デートＤＶ予防啓発プロ
グラムを大学生及び専門学校生を対象に計9回、市立中学校
の生徒を対象に2回実施したほか、男女共同参画センターが
市民オンブズマン事務局人権オンブズパーソン担当と協力し、
市立高校の生徒を対象にデートDV予防啓発講座を3回実施し
た。

（２）継続実施

（３）「成人の日を祝うつどい」パンフレットにDV予防啓発のため
の広告を掲載

（３）継続実施

（４）DV予防啓発物品を作成し、デートDV予防啓発プログラム
の受講者を中心に配布した。

（4）継続実施

（１）DVについては、近年その相談内容が困難・複雑化してい
る。外国人を含めたＤＶ被害者への支援のため、「川崎市DV
防止・被害者支援基本計画」に基づき、以下の事業を実施し
た。
①各区役所地域みまもり支援センターにおける適切な女性相
談の実施
②必要に応じた迅速・適切な一時保護の実施
③外国人支援団体等、民間団体を含む関係諸機関との密な
連携による被害者の自立支援の実施
④外国人支援団体等、民間団体を含む関係諸機関との連携
会議等による情報交換の実施
⑤在留資格や言語・文化等の違いに配慮した対応・助言を行
えるよう、女性相談員をはじめとした関係部署職員への研修の
実施
⑥外国人被害者のための通訳ボランティア派遣依頼の実施
計4件（英語4件）

（１）継続実施

（２）川崎市DV相談支援センター（電話相談窓口）において、
外国人を含めたDV被害者からの暴力被害に関する相談を受
け、問題解決に向けた情報や制度、相談機関等の紹介を行っ
た。

（２）継続実施

（１）小学校等における暴力を許さない教育、男女平等観に基
づいた人権教育を実施した。

（２）継続実施

（２）教職員等に対する人権研修において、ＤＶなどの暴力に
ついての理解や認識が深まるよう取組を行った。

（３）継続実施

市民文化局
人権・男女共同
参画室

こども未来局
児童家庭支援・
虐待対策室

教育委員会事
務局
教育政策室（人
権・多文化共生
教育）
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）入居者募集時に作成している募集案内ポスターにルビを
付け、区役所・行政サービスコーナーや国際交流センターにも
掲示した。また、国際交流センターにおいて入居者募集の説
明を行った。
＊説明会参加人数13人

（１）継続実施 まちづくり局
市営住宅管理
課

（２）川崎市住宅供給公社の窓口において、外国人市民に対し
ても適切な相談業務を行い、外国人市民の入居に至ってい
る。

（２）継続実施

（３）入居手続きや入居後のルールなどを記載した「住まいのし
おり」の英語以外の版を運用している。
（英語以外は、中国語2種類、韓国・朝鮮語、スペイン語、ポル
トガル語、タガログ語の6言語）

（３）継続実施 まちづくり局
市営住宅管理
課

（１）「川崎市居住支援協議会」を中心に、家主・不動産店の多
文化共生に関する理解を深めるとともに、協議会の居住支援
ガイドブックや、多言語による制度に関するパンフレット及び、
「すまいの相談窓口」のチラシ（11言語：日本語、英語、中国
語、韓国・朝鮮語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、タイ
語、ベトナム語、ネパール語、インドネシア語）を配布するなど、
外国人に対する居住支援の周知に努めた。
（２）入居から退去するまでに必要な手続きや守るべきマナー・
ルールをまとめた外国人向けのサポートブックを作成した。
（３）居住支援制度については、外国人支援団体等との協働に
より実施した。
＊協力不動産260店舗（3/31時点）

（１）引き続き、多言語（11言語）による制度に関す
るパンフレットや「すまいの相談窓口」のチラシ等
を配布し、外国人に対する居住支援の周知に引き
続き努める。
（２）外国人向けのサポートブックの多言語化を検
討する。

まちづくり局
住宅整備推進
課

（１）定期的に開催される外国人居住支援ネットワーク運営協議
会において、神奈川県や「かながわ外国人すまいサポートセン
ター」、宅地建物取引業団体とともに委員として参加し、連携に
努めた。

（１）継続実施
定期的に開催される外国人居住支援ネットワーク
運営協議会において、神奈川県や「かながわ外国
人すまいサポートセンター」、宅地建物取引業団
体とともに委員として参加し、連携に努める。

市民文化局
多文化共生推
進課

①　住宅基本条例や居住支援制度等の広報啓発を進めるとともに、相談体制の充実に努めます。

（６）住宅

②　民間賃貸住宅の入居差別の解消や安定した居住の確保に努めます。
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（７）防災

（１）各種ハザードマップや防災マップのほか、他機関が公開す
る気象情報等の防災関連情報について、防災ポータルサイト
の機械翻訳機能を活用し、外国人市民向けに適切な情報発
信を行った。
　また、防災ポータルサイトを刷新し、誰もが3クリック以内で必
要な情報にアクセスできるよう、情報アクセシビリティの向上を
図った。
 さらに、防災アプリについて、英語、中国語（繁体字、簡体
字）、韓国・朝鮮語の4言語の切り替え対応を行った。

（１）引き続き市ホームぺージや防災ポータルサイ
ト等により、適切な情報発信を行うとともに、防災ア
プリ及びメールニュースかわさき（防災気象情報）
の多言語対応に向けた取組を進める。

総務企画局
シティプロモー
ション推進室

危機管理本部
危機管理部

（１）避難情報が発令された際に、総務企画局シテイプロモー
ション推進室広報担当及び危機管理室と連携し、外国人市民
向けに、市ホームページでやさしい日本語による情報発信を
迅速に行えるよう、体制を取っている。

（１）災害時に、避難情報の発令があった際には、
やさしい日本語などによる情報発信を迅速に行
う。

（２）川崎市に災害対策本部が設置された際には、川崎市国際
交流センターに「災害時多言語支援センター」を立ち上げ、緊
急情報を多言語に翻訳し、市ホームページ、国際交流セン
ターホームページ、かわさきＦＭで外国人向けの情報を発信す
るとともに、外国人市民等からの相談・問合せに対応する体制
を整備している。また、同センターを円滑に運営するため、災
害時多言語支援センター設置訓練を実施した。（令和5年3月
14日実施：20名参加）

（２）令和3年度（第4期指定管理期間）から川崎市
国際交流センターの指定管理事業として実施。支
援センターの設置・運営マニュアルを作成し、具
体的な手順等を明確にする。

（１）コミュニティ放送（かわさきＦＭ）で7言語（やさしい日本語、
中国語、英語、韓国語、スペイン語、ポルトガル語及びタガログ
語）で放送している市の情報提供番組の周知を積極的に行
い、災害時に市が提供した災害情報を外国人市民等が適切に
受信できるよう努めた。

（１）継続実施

（２）同番組で、備蓄品や災害時の避難方法など、防災関連情
報を提供した。

（２）継続実施

（１）外国人市民の防災力向上を図るため、外国人市民向け
防災講座を「川崎市ふれあい館」と「貝塚教会」で3回実施し
た。

（１）継続実施
川崎区は多くの外国人市民が居住していること
から、継続して実施していく。
「貝塚教会」「川崎市ふれあい館」「川崎市教育
文化会館」で3回実施予定。

川崎区役所
危機管理担当

①　災害時において、外国人市民が差別されることなく適切な情報提供や対応が行われるような体制の整備に努めます。

市民文化局
多文化共生推
進課

総務企画局
シティプロモー
ション推進室
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）平成24年度改訂した、外国人市民向けに4言語（日本語・
英語・中国語・韓国・朝鮮語）の表記がある防災マップを配布し
た。

（１）日本語版防災マップは、令和4年度に改訂し
たので、外国人市民向けの表記がある防災マップ
についても、在庫数等を勘案しながら、改訂の必
要性等について検討する。

（２）外国人市民の防災力向上を図るため、外国人市民向け防
災講座を幸市民館と協働で実施した。

（２）継続実施
引き続き外国人区民の防災力向上のため、防災
講座を開催していく。

(1)区民課にて、外国人市民を含む転入者向けに防災啓発冊
子「備える。かわさき」を配布した（多言語版は必要に応じて危
機管理担当窓口で配付した）。

(1)区民課にて、外国人市民を含む転入者向けに
防災啓発冊子「備える。かわさき」を配布する（多
言語版は必要に応じて危機管理担当窓口で配付
する）。

(2)外国人市民の防災力向上を図るため、高津市民館主催の
外国人市民向け防災講座に講師を派遣し啓発を行った。

(2)外国人市民の防災力向上を図るため、高津市
民館と協働して区総合防災訓練等を通じて啓発し
ていく。

(1)区民課にて、転入者向けに外国人市民向けに英語の表記
がある防災マップ・備える。かわさきを配布した。

（1)区民課にて、転入者向けに外国人市民向けに
英語の表記がある防災マップ・備える。かわさきを
配布する。

多摩区役所
危機管理担当

（１）難しい言葉や専門的な言葉を簡単な言葉に置き換えた
「やさしい日本語」による防災啓発冊子について内容の更新を
行い、区役所、国際交流センター等の窓口のほか、ぼうさい出
前講座、防災イベント等の機会を通じて配布した。
また、本市の防災対策や日頃の備えなど、家庭や地域の防災
について日本語で掲載している防災啓発冊子「備える。かわさ
き」や各区の避難所などを日本語で示した「防災マップ」につ
いても、それぞれ多言語版（6言語（英語・中国語・韓国・朝鮮
語・ポルトガル語・スペイン語・タガログ語））を区役所、川崎市
国際交流センターの窓口のほか防災イベントや防災訓練等の
機会を通じて配布した。

（１）継続実施 危機管理本部
危機管理部

（１）川崎市国際交流協会において、同協会に登録されている
市民グループ、ボランティア団体等に対し、情報提供を行っ
た。
＊災害ボランティア255名、災害時多言語支援センター設置訓
練時に情報提供

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推
進課

（２）川崎市国際交流協会において、「災害時多言語情報作成
ツール」を活用した。
＊災害時多言語支援センター設置訓練時

（２）継続実施 市民文化局
多文化共生推
進課

幸区役所
危機管理担当

②　外国人市民に対して、防災に関する啓発に努め、情報を多言語で広報します。

③　災害時の対応に備えて、市民グループ、ボランティア団体等との連携に努めます。

高津区役所
危機管理担当
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【１　行政サービスの充実】                

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

【再掲】　1(7)①
（３川崎市に災害対策本部が設置された際には、川崎市国際
交流センターに「災害時多言語支援センター」を立ち上げ、緊
急情報を多言語に翻訳し、市ホームページ、国際交流セン
ターホームページ、かわさきＦＭで外国人向けの情報を発信す
るとともに、外国人市民等からの相談・問合せに対応する体制
を整備している。また、同センターを円滑に運営するため、災
害時多言語支援センター設置訓練訓練を実施した。（令和5年
3月14日実施：20名参加）

【再掲】　1(7)①
（３）令和3年度（第4期指定管理期間）から川崎
市国際交流センターの指定管理事業として実
施。支援センターの設置・運営マニュアルを作
成し、具体的な手順等を明確にする。

市民文化局
多文化共生推
進課

（１）かわさき市民活動センターにおいて「ごえん楽市」、「ごえ
んカフェ」等、災害・防災ボランティア団体も対象に含む全領域
の市民活動団体の交流事業を行った。
市として、これらの事業を含めた公益財団法人かわさき市民活
動センターの市民活動支援事業の充実が図られるよう、法人
への支援を行った。

（１）継続実施 市民文化局
市民活動推進
課
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

施策推進の基本方向　２ 多文化共生教育の推進

（１）就学の保障と学習支援

（１）10言語（ルビ付日本語、英語、中国語、韓国・朝鮮語、ポ
ルトガル語、スペイン語、フィリピノ語、タイ語、ベトナム語、ネ
パール語）で作成した就学案内を、新入学対象年齢で住民登
録のある外国籍の児童・生徒がいる家庭、及び市立小学校6
学年に在学する外国籍児童がいる家庭に送付するとともに、
ホームページへの掲載や、市内の幼稚園・保育園、区役所・支
所・出張所、市民館、図書館等外国人が立ち寄りそうな施設へ
案内の配布を行い、周知に努めた。
＊就学案内は１世帯につき日本語とそれぞれの言語の合わせ
て2枚を送付
（新小１：344件、新中１：204件）

（１）継続実施

（２）外国籍の児童・生徒及び保護者がいる家庭に就学援助制
度及び新入学準備金に関する周知を行うために、就学援助申
請関係書類を10言語（ルビ付日本語、英語、中国語、韓国・朝
鮮語、ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語、タイ語、ベトナム
語、ネパール語）で作成しHPへ掲載した。各学校に翻訳した
書類のデータを送り、案内等活用するよう依頼を行った。

（２）継続実施

（１）学習環境の整備等について、各学校が主体的に取り組む
ことが求められていることから、教職員向けの研修会や各種会
議において多文化共生教育の理解に向けて努めた。
＊研修（階層）
4月　新任教頭研修
4月　2校目教員（オンライン）
4月　中堅教員（オンライン）
8月　新規採用教員
12月　15年目経験者
1月　教頭（オンライン）
1月　校長（オンライン）

（１）継続実施

（２）外国人保護者用就学ハンドブック(9言語:ルビ付日本語、
英語、中国語、韓国・朝鮮語、ポルトガル語、スペイン語、タガ
ログ語、ベトナム語、ネパール語)を発行、配付、教育委員会の
ホームページに掲載した。（発行部数3,200部）

（２）9言語でのハンドブックを作成する。

①　全ての義務教育年齢の子どもに就学の権利を保障するとともに、全ての子どものための学習環境の整備に努めます。

教育委員会事
務局
学事課

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（３）不就学の情報等があった場合、適切な対応が図られるよう
各課との連携調整に努めた。

（３）継続実施

（４）日本語を母語としない生徒への高等学校説明会の動画
を、やさしい日本語・英語・中国語・タガログ語で作成するととも
に、動画のリンクを各学校に周知し、中学生や保護者が視聴
できるようにした。

（１）継続実施

（１）特別支援教育や不登校、学年齢超過など特別な支援が
必要なケースにおいては総合教育センター内のカリキュラムセ
ンター、特別支援教育センター、教育相談センターと連携を取
りながら進めた。

（１）継続実施

（２）教育相談の際、多言語による公立高等学校の入試に関す
る制度の情報を提供した。

（２）継続実施

（１）2019年度までは担当職員が日本語指導等協力者（ボラン
ティア）を探し、配置していたが、日本語指導が必要な児童生
徒の急増と多国籍化している現状に対応しきれなくなっていた
ため、日本語の初期支援を委託化した。

（１）継続実施

（２）地域、関係機関との連携では、国際交流協会や青丘社を
はじめ、ＮＰＯ法人教育活動総合サポートセンター等と連携
し、児童生徒の生活言語や学習言語の習得支援に取り組ん
だ。

（２）継続実施

（３）通訳機の導入
各学校で保護者との面談や授業等で多言語対応がすぐにで
きるように日本語指導が必要な児童生徒が多い学校や教育委
員会事務局内関係部署に計20台新規配置した。

（３）継続実施
日本語指導が必要な児童生徒が多数いる学校等
に継続配置（通信延長及び買い替え）

（4）プレスクールを7区で開催した。 （４）継続実施

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

②　就学、学習、進路等、教育全般に関わる相談体制の充実に努めます。

③　日本語指導が必要な児童生徒に対し、生活に必要な日常語、学習に必要な言語の習得支援の充実に努めます。

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（5）委託により通訳・翻訳者の配置等を 222件実施した。 （５）継続実施 教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

（１）川崎市国際交流センターにおいて、外国につながる子ども
の学習支援事業を実施した。
「外国につながる子どものための寺子屋」414名参加

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推
進課

（２）違いを認め合う教育

（１）日本人児童生徒と外国人児童生徒の双方に互いの文化
を尊重し合い、ともに生きる地域社会を築こうとする意識と態度
を育むことを目的とした「多文化共生ふれあい事業」を行うため
に、外国人市民等に外国の文化を伝える講師を依頼し、小学
校、中学校、特別支援学校で実施した。
実施校：87校、講師派遣数：延べ252名

（１）継続実施

（２）「多文化共生ふれあい事業」がより充実した学習展開がで
きるように、外国につながる講師の方や学校の職員を交えて情
報交換を行う「多文化ふれあい交流会」をオンライン開催した。

（２）継続実施

（３）国際教室担当者研修を年5回開催、日本語指導非常勤講
師研修を4回開催した。

（１）継続実施

（１）川崎市ふれあい館において、多文化共生を学び合い理解
を深めるための「多文化交流学級」（対象：成人）や、自国の文
化を学び合い共に暮す友人へ情報発信を行う「母国語学級」
（対象：小中学生）を実施した。

（１）ふれあい館における社会教育事業の実施を
通して、継続実施。

教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

【再掲】　2(2)①
（１）日本人児童生徒と外国人児童生徒の双方に互いの文化
を尊重し合い、ともに生きる地域社会を築こうとする意識と態度
を育むことを目的とした「多文化共生ふれあい事業」を行うため
に、外国人市民等に外国の文化を伝える講師を依頼し、小学
校、中学校、特別支援学校で実施した。
実施校：87校、講師派遣数：延べ252名

【再掲】　2(2)①
継続実施

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

教育委員会事
務局
教育政策室人
権・多文化共生
教育

①　日本人と外国人が互いを認め合い尊重し合える多文化共生教育を、外国人市民とともに推進します。

②　社会における少数の立場の人（マイノリティ）が母語・母文化を大切にしながら、文化的アイデンティティを形成できるよ
う、環境の整備に努めます。
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（２）教職員研修、管理職研修等において母語・母文化の把握
やその重要性を伝えた。

（２）継続実施

（３）川崎市外国人教育推進連絡会議を開催し、関係機関との
連携を図り、情報交換を進めた。
開催回数：年1回

（３）継続実施

（１）川崎市ふれあい館において「人権尊重学級」、「民族文化
講座」（舞踏、チャンゴ等）、「ハングル講座」、「母国語学級」等
の社会教育事業を実施した。
「母国語学級」では、外国につながる子どもたちを対象とした母
語・母文化の保持や仲間づくりの活動をとおして、自己の確立
へ向けての支援を行った。

（１）ふれあい館における社会教育事業の実施を
通して、継続実施。

教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

（１）朝鮮学校と市立学校との「川崎市立学校児童生徒・神奈
川朝鮮学生美術交流展」については、新型コロナウイルス感染
症対策を講じて実施した。

（１）継続実施 教育委員会事
務局
総合教育セン
ター（カリキュラ
ムセンター）

（１）2つの補助事業（①川崎市外国人学校児童等健康・安全
事業補助金　②川崎市外国人学校児童等多文化共生・地域
交流事業補助金）を適正に実施した。

（１）継続実施 こども未来局
総務部企画課

（１）教職員の悉皆研修（初任者研修、2校目異動者研修、中
堅教諭等資質向上研修、15年経験者研修、新任教頭研修、
教頭研修、新任校長研修、校長研修）において、人権尊重教
育を組み入れ、それぞれのライフステージに応じて人権・多文
化共生についての研修を行った。

（１）継続実施 教育委員会事
務局
総合教育セン
ター（カリキュラ
ムセンター）

(１)人権尊重教育推進担当者研修（年間4回）を行い、各学校
内における人権尊重教育の推進に努めた。

(１)人権尊重教育推進担当者研修（年間4回）は、
教育政策室人権・多文化共生教育で実施

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

③　外国人学校との交流を推進するとともに外国人学校への支援に努めます。

④　教職員に対して、人権・多文化共生に関する研修の充実に努めます。

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（３）地域における学習支援

（１）川崎市ふれあい館において、人権尊重学級、家庭教育学
級、世代間交流学級、識字学級等の事業を実施した。

（１）ふれあい館における社会教育事業の実施を
通して、継続実施

（２）教育文化会館・市民館・ふれあい館において、識字学習
活動を開設した。多くの外国人市民等が、ボランティアととも
に、日常生活に必要な日本語の学習を行った。
＊施設別参加延べ人数

教文　 516人
幸　649人
中原　1,218人
高津　 1,009人
宮前 245人
多摩　 955人
麻生　 473人
＊学級別開催回数
教文（夜 34回
幸（昼） 34回（夜）32回
中原（昼） 36回（夜） 36回
高津（昼）31回（夜） 35回
宮前（昼） 32回（夜） 33回
多摩（昼） 36回（夜） 35回
麻生（昼） 35回（夜）35回

（２）継続実施

（３）学習支援のボランティアや、新規にボランティアを始めたい
市民に向けて、識字ボランティア研修を実施した。
＊施設別実施回数、延べ参加者数
教文 1回59人
幸 4回 117人
中原1回14人
高津2回52人
宮前2回 28人
多摩1回 63人
麻生 1回 184人

（３）継続実施

（４）各館の識字ボランティア同士や市民グループとの連携
を図るために、「地域日本語連絡会」を10回開催（延べ参加
者数 241人）した。さらに、年次集会となる「地域日本語ネッ
トワークのつどい」を開催し、「川崎市識字・日本語学習活
動の指針」の策定と意義について学ぶとともに、改訂のポイ
ントを知り、各館の活動に活かすことができるよう、講義とグ
ループディスカッションを実施した。また、情報交換や連絡
調整を行う地域日本語教育推進連絡調整会議を２回開催
した。

（４）継続実施

（５）図書館で英語、韓国・朝鮮語、中国語の資料収集を進
めた。

（５）継続実施

教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

①　日本語学習をはじめとする学習支援等の充実に努めます。
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（６）図書館ホームページ、利用者用検索機から英語、中国
語、ハングルでの検索ができるようにしている。

（６）継続実施 教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

（１）外国につながる子ども向け寺子屋事業：
学校での学習支援を必要とする外国につながる子どもたち
が、「地域の寺子屋事業」をはじめとした地域ぐるみによる
学習支援等を享受できるための取組の一つとして、地域人
材を活用しながら生活言語や学習言語などの基礎的な学
習支援等を実施

（１）実施場所を４か所→５か所に拡大して実施 教育委員会事
務局
地域教育推進
課

(１)川崎区に居住する来日して6年以内程度の外国につながる
小・中学生を対象に、社会福祉法人青丘社との共催により学
習支援事業を実施。桜本地区において、小学生教室（週１回・
年間47回）・中学生教室（週2回・年間83回）を開室した。

(１)継続実施 川崎区役所
地域みまもり支
援センター地域
ケア推進課

（１）川崎市立東小倉小学校において、日本語の理解力にサ
ポートを必要とする外国につながる小、中学生を対象に、学習
サポート教室を33回実施した。

参加小中学生数：延べ300人

（１）教育委員会事務局地域教育推進課の「外国
につながる子ども向け寺子屋事業」との連携に伴
う発展的解消

幸区役所
まちづくり推進
部生涯学習支
援課→（R5～教
育委員会事務
局地域教育推
進課）

（１）高津市民館において、日本語の理解力にサポートを必要
とする外国につながる小学生を対象に、学習支援を年21回実
施した。
(9月21日は台風接近のため中止）
参加数：延べ86人

（１）継続実施 高津区役所
まちづくり推進
部生涯学習支
援課

（１）外国籍等子ども学習支援
 区民ボランティアグループによる、日本語を母語としない児
童・生徒への学習支援（学校内支援及び地域支援の実施）
 個別指導、集団支援等を実施した児童・生徒数　小学校12
人、中学校5人、合計17人

（１）継続実施
区民ボランティアグループによる、日本語を母語と
しない児童・生徒への学習支援（学校内支援及
び地域支援の実施）

麻生区役所
地域みまもり支
援センター学
校・地域連携担
当

（１）教育文化会館・市民館・ふれあい館で実施した「識字学習
活動」の中で、日本語の学習とともに、生活情報に関する学習
機会、季節に応じた様々な体験（夏に交流会、冬にボッチャや
書初め）を取り入れた学習機会を提供したが、新型コロナウイ
ルス感染症対策のため中止としたものもあった。

（１）継続実施 教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

②　外国人市民に対して、日本の社会・制度・文化に関する理解の促進に努めます。
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【２　多文化共生教育の推進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）川崎市ふれあい館において、相互の歴史や文化等を
理解する交流活動を通じて、地域における様々な日常生活
の場面における支援等を行った。

（１）継続実施 こども未来局
青少年支援室

（４）家庭へのサポート

（１）学校から保護者に向けた通知文やお知らせ等にルビふり
等が実施されるよう、通知文例のデータを研修会等において
広報した。

（１）継続実施

（２）編入学教育相談の時に、保護者にルビふりの必要がある
かなどを確認して、学校長へ教育相談カードとして情報を連絡
し、円滑な情報提供を行うように努めた。

（１）継続実施

（３）帰国・外国人生徒指導の手引きの中でも、ルビふりを含め
た、円滑な連絡の取り方を具体的に紹介した。

（２）継続実施

（１）川崎市ふれあい館において、発信する情報はすべてやさ
しい日本語で行い、必要に応じて、翻訳や通訳を行う市民団
体への紹介なども行った。

（１）継続実施 こども未来局
青少年支援室

（１）事業名：川崎区子ども支援機関通訳・翻訳支援事業を実
施した。
内容：保育園、幼稚園等の子ども支援機関において、日本語
を母語とせず日本語が不自由な子ども及び保護者に対し、子
ども支援に関して通訳若しくは翻訳の必要が生じた場合、事業
委託先法人に申請して通訳・翻訳業務の提供を受ける。222件
（実績値）

（１）継続実施。238件予定。 川崎区役所
地域ケア推進課

（１）校長会や人権尊重教育担当者研修の場等で、外国人保
護者が相談したり、懇談したりできる場の情報提供をした。

（１）継続実施

（２）「外国人教育推進連絡会議」は書面開催となり、外国につ
ながる児童生徒や保護者への支援について、関係機関と情報
提供を行った。
外国人教育推進連絡会議

（２）継続実施
外国人教育推進連絡会議

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

②　母語・母文化の重要性を理解・尊重し合えるよう、家庭との連携に努めます。

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

①　外国人保護者の状況に配慮した情報提供や支援に努めます。
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【３　社会参加の促進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

施策推進の基本方向　３ 社会参加の促進

（１）市政参加

（１）10月1日現在での外国人市民代表者会議の提言の進捗
状況調査を実施し、その取りまとめ作業を通じて、各課に対し、
施策反映を働きかけた。令和4年度は、4つの提言、4つの項目
で一定の成果を得られた。その結果、現状「Ｂ（取組中、検討
中」が14提言、19項目残っている。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推進課

（１）庁内会議等で、関係局に対し、指針の周知に努めるととも
に、委員の募集要項、案内へのルビふりなど、外国人が応募し
やすい環境づくりを依頼した。外国人が参加している審議会数
は6になっている。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推進課

（１）国際交流センターの活用促進を図るため、川崎市国際交
流センター活用推進検討委員会を２回開催し、「指定管理者
選定評価委員会の評価結果について」及び「利用者アンケー
トの結果について」など、外国人市民代表者委員１名をを含む
各委員から意見・要望を募った。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推進課

（１）川崎市青少年問題協議会(定員35名以内）委員のうち、1
名は川崎市外国人市民代表者会議の委員から選出

（１）継続実施 こども未来局
青少年支援室

【再掲】　1(2)①
（１）継続実施

令和４年度から、川崎市「二十歳を祝うつどい」企画実施委員
会に名称変更

【再掲】　1(2)①
（１）継続実施

令和４年度から、川崎
市「二十歳を祝うつど
い」企画実施委員会に
名称変更

こども未来局
青少年支援室

（１）川崎市子どもの権利委員会の委員（定員10名）のうち、元
川崎市外国人市民代表者会議委員1名を構成員とした。

（１）継続実施 こども未来局
青少年支援室

①　外国人市民代表者会議の充実を図り、外国人市民の意見の施策反映に努めます。

②市の審議会や区民会議等で、外国人市民委員の参加を積極的に進めるとともに、参加しやすい環境
づくりに努めます。
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【３　社会参加の促進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）かわさき市民祭り実行委員会
例年は、かわさき市民祭り実行委員会の構成団体43団体
の1団体として、委員１名を推薦し参加。感染症対策を講
じ、３年ぶりに開催し、多くの人で賑わった。

（１）継続実施 経済労働局　観光・地
域活力推進部地域活
性化担当

（１）住民投票制度について、ホームページや外国人向けリー
フレットなどを活用し、制度周知を図った。

（１）継続実施 市民文化局
協働・連携推進課

（１）国会の動向等を注視した。 （１）継続実施 市民文化局
多文化共生推進課

（２）地域における外国人市民グループ等の活動

（１））外国人市民が地域の一員であるという意識を町内会・自
治会に浸透させるため、相互理解や交流を進めるよう、啓発に
努めた。

（１）継続実施 市民文化局
市民活動推進課

（１）教育文化会館・市民館が各区のPTA協議会と連携して実
施している「PTA活動研修」等において、外国人市民も含めた
委員・役員の相互理解、交流を図った。

（１）継続実施 教育委員会事務局
生涯学習推進課

（１）本市における市民活動の全市・全領域の中間支援組織で
あるかわさき市民活動センターを通じて市民活動の場の提供、
相談業務、情報提供、助成金事業、交流事業等を実施し、外
国人市民グループ等を含む市民活動団体の活動の充実化を
図った。

（１）継続実施

（２）外国人市民グループ・支援グループを含む全領域の市民
活動を対象とした「かわさき市民公益活動助成金」について
は、申請の相談に丁寧に対応するなどして市民活動の育成に
努めた。

（２）継続実施

（１）川崎市国際交流協会において、外国人支援ボランティア
団体の国際交流センターにおける活動の支援、会場の確保及
び提供について支援した(22件）。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推進課

市民文化局
市民活動推進課

④　地方参政権の実現については、他の自治体と連携しながら国に働きかけることを検討します。

①　町内会・自治会、ＰＴＡ等に対して、外国人市民をその構成員として認め、相互理解や交流を進めるよ
う啓発に努めます。

②　外国人市民グループ、支援グループ等が活動しやすい環境の整備に努めます。

③　住民投票制度の運用にあたっては、外国人市民が参加しやすい環境づくりに努めます。
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【３　社会参加の促進】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（２）川崎市国際交流協会において、国際交流センターの「民
間交流団体活動ルーム」を外国人市民グループ、支援グルー
プ等の活動に供した。(80件）

（２）継続実施 市民文化局
多文化共生推進課

（３）川崎市国際交流協会において、「民間交流団体補助事
業」を実施し、市民グループ等の活動支援を実施した。（コロナ
の影響により申請なし）

（３）継続実施するととも
に、令和3年度より国際
交流事業のほか、多文
化共生事業についても
補助の対象とする。
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

施策推進の基本方向　４ 共生社会の形成

（１）市民への意識啓発

（１）教育文化会館・市民館で実施する「識字学習活動」「平和・
人権・男女平等推進学習」、また、ふれあい館で実施する「識字
学級」「人権尊重学級」等の事業をとおして、人権尊重の啓発
に努めた。
講座例：平和・人権・男女平等推進学習「災厄への備えと人権
～災害時の防災や人権について考える～」（幸市民館）

（１）継続実施 教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

（１）「識字学習活動」に関わるボランティアや市民グループに対
し、「地域日本語連絡会」（10回開催、延べ参加者数241人）を
通して、資料提供などを行い、多文化共生の考えを深めること
ができるように努めた。また、「地域日本語ネットワークのつど
い」も開催し、「川崎市識字・日本語学習活動の指針」の策定と
意義について学ぶとともに、改訂のポイントを知り、各館の活動
に活かすことができるよう、講義とグループディスカッションを実
施した。

（１）継続実施 教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

（１）友好都市提携30周年を迎えるオーストラリア・ザルツブルグ
市と音楽を通じた文化交流事業を実施した（令和5年1月21
日）。

（１）オーストリア大使館の協力を得て、友好都
市ザルツブルグ市を擁するオーストリアと音楽
を通じた文化交流事業を実施する。

市民文化局
市民文化振興
室

（２）広くアジアの市民が音楽を通して交流するまちを目指して、
「音楽のまち・かわさき　アジア交流音楽祭2022」を開催した。

（２）継続実施（「音楽のまち・かわさき　アジア
交流音楽祭2023」）

（３）「ジャズは橋を架ける」をテーマに「かわさきジャズ」を開催
し、公募によるフリーライブ演奏や生ライブ配信など、様々な世
代や地域をつなぎ、音楽を通じて文化理解を促進した。（令和4
年9月16日～11月23日）

（３）継続実施（「かわさきジャズ」）

（４）友好都市提携30周年を迎えるドイツ・リューベック市との記
念コンサートを開催し、音楽を通じた文化交流事業を行った（令
和4年11月12日）。

（４）継続実施

①　国籍、民族、文化の違いを越えて、すべての人が互いを認め合い差別をなくすよう啓発に努めます。

②　市民グループ、ボランティア団体等に対し、多文化共生の考え方についての広報・啓発に努めます。

③　文化芸術活動を通じて市民が多様な文化を理解し、尊重し合うことができるよう、地域などでの文化交流の促進に努
めます。
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）幸区多文化共生推進事業として、①多文化フェスタ（477名
参加）、②外国人市民向け生活オリエンテーション（20名参加）
③多文化防災訓練（16名参加）を開催、④多文化共生に関す
る地域資源調査を行い、地域における多文化共生社会を推進
するための多文化マップの作成（5000部）を行った。

（１）幸区多文化共生推進事業として継続実
施。①多文化フェスタ
②多文化共生に関する地域資源調査

幸区役所
まちづくり推進
部生涯学習支
援課

（１）高津区多文化共生推進事業として、
①子育て広場（７回組延１組参加）、
②防災訓練（1回11人参加）、
③地域めぐり（1回１４人参加）、
④防犯講座（1回8人参加）、
⑤ワークショップ（1回24人）、
⑥学習支援（多文化子ども塾22回延べ８６人）を開催し、地域生
活に根差した交流を進めた。

（１）継続実施
① ワークショップ
②防災訓練
③地域めぐり
④料理・文化講習会、防災講座、防犯講座い
ずれかの実施
⑤コミュニティの場づくり
⑥学習支援（多文化子ども塾）
⑦職員向研修

高津区役所
まちづくり推進
部生涯学習支
援課

（１）麻生区多文化共生推進事業として、
①主に乳幼児からの子どもを対象にした子育てフェスタへの出
店（参加者200名）、
②小学生を対象にした外国人市民との交流イベント（小学生と
保護者43名、外国人11名参加）を開催した。

  （１）継続実施
企画委員と協働し、子どもをはじめとした市民
を対象に「多文化」や「多様性」への理解を深
めることをテーマとした交流会やイベント等を
企画実施する。

麻生区役所
まちづくり推進
部生涯学習支
援課

（１）川崎市ふれあい館において、民族文化講座（舞踏、チャン
ゴ等）等の活動を通し、文化交流を行った。

（１）継続実施 教育委員会事
務局
生涯学習推進
課

（２）市職員等の意識改革

（１）階層別研修の「人権」に関する科目において、外国人市民
施策をはじめとする本市人権施策について、職員の理解を深
めた。
参加者数：
新規採用職員研修（410人）
採用2年目職員研修（eラーニング：340人）
採用3年目職員研修（ｅラーニング：272人）
中堅職員研修（ｅラーニング：201人）
新任係長研修（ｅラーニング：215人）
新任課長研修（ｅラーニング：88人）
任期付職員研修（eラーニング：24人）

（１）継続実施

（２）市民文化局人権・男女共同参画室と共同で「人権研修」を
実施した。（45人）

（２）継続実施

（１）総務企画局人事部人材育成課が実施する階層別研修や
人権研修等で、指針の周知とともに多文化共生意識の啓発を
図った。

（１）継続実施 市民文化局
人権・男女共同
参画室

①　人権意識や多文化共生意識を啓発するため、市職員及び教職員に対する研修等を充実させます。

総務企画局
人事部人材育
成課
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

(1)子どもに関わる職員等に対して研修への講師を派遣し、
川崎市子どもの権利に関する条例について説明するととも
に、国籍・民族・言語等を理由に子どもが差別や不利益を受
けることがないよう（同第16条）、多文化共生意識の普及に努
めた。（実施回数12回）

(1)継続実施 こども未来局
青少年支援室

【再掲】　2(2)④
（１）教職員の悉皆研修（初任者研修、2校目異動者研修、中堅
教諭等資質向上研修、15年経験者研修、新任教頭研修、教頭
研修、新任校長研修、校長研修）において、人権尊重教育を組
み入れ、それぞれのライフステージに応じて人権・多文化共生
についての研修を行った。

【再掲】　2(2)④
（１）継続実施

教育委員会事
務局
総合教育セン
ター（カリキュラ
ムセンター）

(2)人権尊重教育推進担当者研修（年間4回）を行い、各学校内
における人権尊重教育の推進に努めた。

(2)人権尊重教育推進担当者研修（年間4回）
は、教育政策室人権・多文化共生教育担当で
実施

教育委員会事
務局
教育政策室
人権・多文化共
生教育

【再掲】　4(2)①
（１）階層別研修の「人権」に関する科目において、外国人市民
施策をはじめとする本市人権施策について、職員の理解を深
めた。
参加者数：
新規採用職員研修（410人）
採用2年目職員研修（eラーニング：340人）
採用3年目職員研修（ｅラーニング：272人）
中堅職員研修（ｅラーニング：201人）
新任係長研修（ｅラーニング：215人）
新任課長研修（ｅラーニング：88人）
任期付職員研修（eラーニング：24人）

【再掲】　4(2)①
（１）継続実施

総務企画局
人事部人材育
成課

【再掲】　1(2)②
（１）外国人市民に対しても「区役所サービス向上指針」に基づ
く適切な区役所サービスの提供が行えるよう、各区において係
長級を対象とした「サービス向上研修」を実施した。

【再掲】　1(2)②
（１）継続実施

市民文化局
区政推進課

②　外国人市民の存在を十分に認識しながら業務を行っていくよう、市職員の意識啓発に努めます。
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（３）市職員の採用

（１）他の政令指定都市等における外国籍職員の人事管理状
況を確認した。

（１）継続実施 総務企画局
人事課

（１）令和2年12月に制定した「川崎市差別のない人権尊重のま
ちづくり条例」では、人種や国籍、民族、信条、年齢、性別、性
的指向、性自認、出身、障害その他の事由を理由とする不当な
差別的取扱いを禁止しており、職員研修等の機会を通じて、市
のあらゆる事務事業を執行する際に求められる人権意識を高め
る取組を行った。

（１）継続実施 総務企画局
人材育成課
(※研修を通じ
た意識啓発に
つい
て)

（１）令和2年12月に制定した「川崎市差別のない人権尊重のま
ちづくり条例」では、人種や国籍、民族、信条、年齢、性別、性
的指向、性自認、出身、障害その他の事由を理由とする不当な
差別的取扱いを禁止しており、職員研修等の機会を通じて、市
のあらゆる事務事業を執行する際に求められる人権意識を高め
る取組を行った。

（１）継続実施 市民文化局
人権・男女共同
参画室

（４）事業者への啓発

【再掲】1(3)②
（１）外国人労働者の適正な雇用･労働条件の確保,外国人雇
用のルール等について、広報誌「かわさき労働情報」に次のと
おり記事を掲載した。
※6月号：外国人労働相談の案内
   6月号：外国人労働者問題啓発月間広報（労働・社会保険を
含めた適正な労働条件の確保を啓発する内容）

【再掲】1(3)②
（１）継続実施

【再掲】　1(3)②
（２）「川崎市労働情報」をホームページ上に掲載するほか、外
国人労働者の雇用状況の届出及び雇用管理の改善等に関す
るリーフレットや、外国人労働相談のご案内のリーフレットを、庁
内施設や街頭労働相談会において労働資料として配布し、雇
用環境の改善に向けて周知を図った。

【再掲】　1(3)②
（２）継続実施

経済労働局
労働雇用部

①　事業者が外国人の就職や労働条件において差別をせず、適正な雇用が行われるよう広報啓発に努めます。

①　市職員の採用や任用のあり方については、他の自治体と連携しながら検討していきます。

②　多文化共生社会の形成に向け、非常勤嘱託員や臨時的任用職員についても外国人市民の採用に努めます。
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（１）「川崎市〈やさしい日本語〉ガイドライン」を2023年3月に改
定し、川崎市産業振興財団で冊子を配架したほか、川崎商工
会議所と市SDGs認証企業への各メ－ルマガジンへ情報提供
し、活用を呼びかけ、企業における多文化共生意識の啓発に
努めた。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生推
進課

（１）市内企業への人権研修講師派遣等の中で、企業の従業員
に対して、外国人の人権を含む人権全般に関する意識啓発を
行った。

（１）企業への研修派遣のほか、市内事業者団
体への説明を通じて人権意識啓発に取り組み
ます。

市民文化局
人権・男女共同
参画室

（１）市の人権等に関する取組について、広報誌「かわさき労働
情報」に次のとおり記事を掲載し、人権意識や多文化共生意識
の啓発に向けた事業広報を実施した。
※6月号：外国人労働者問題啓発月間広報

（１）継続実施 経済労働局
労働雇用部

【再掲】4(4)②
（１）市の人権等に関する取組について、広報誌「かわさき労働
情報」に次のとおり記事を掲載し、人権意識や多文化共生意識
の啓発に向けた事業広報を実施した。
※6月号：外国人労働者問題啓発月間広報

【再掲】　4(4)②
（１）継続実施

経済労働局
労働雇用部

②　従業員に人権意識や多文化共生意識を啓発するよう、事業者に働きかけます。

③　意識啓発のための事業所内研修の支援に努めます。
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（５）国際交流センターの活用

（１）川崎市国際交流センターのパンフレットコーナー、メッセー
ジボード等で各種情報の提供を行った。

（１）継続実施

（２）川崎市国際交流センターにおいて、外国人市民向け日本
語講座や国際理解講座を実施し、多文化共生に向けた学習の
機会を提供した。
＊日本語講座706名参加（38の国・地域）
＊国際理解講座225名参加

（２）継続実施

【再掲】１（２）②
（１）川崎市国際交流センターにおいて、日本語を含む１１言語
に対応した「多文化共生総合相談ワンストップセンター」を運営
し、外国人市民の日常生活に関する幅広い相談に対しての情
報提供や助言、必要に応じて関係機関・団体等の紹介を実施
した。また、令和3年7月から開始したオンライン相談を継続して
実施したほか、新たに作成したパンフレットをウェルカムセットに
封入するなど認知度の向上を図った。
年間相談件数　3,314件（来訪716件、電話2,069件、メール等
529件）

【再掲】　1(2)②
（１）継続実施するとともに、外国人市民転入
時のウェルカムセットにパンフレットを封入する
などさらなる認知度の向上を図る。

（２）川崎市国際交流協会において、区役所等からの依頼によ
る公文書の翻訳及び市民等への翻訳サービスを実施した。
翻訳件数:228件（英語10件、中国語9件、韓国・朝鮮語8件、ス
ペイン語12件、ポルトガル語12件、フィリピノ語12件、ベトナム語
12件、ネパール語7件、タイ語7件、インドネシア語7件、やさし
い日本語132件）

（２）継続実施

【再掲】　1(2)①
（３）川崎市国際交流協会において、区役所や支所における行
政手続きや子育て、福祉等に関する相談、手続等を含む事業
を実施するに当たり、外国人市民等、日本語での対応が困難
な方の来庁が想定される場合に、所管部署からの依頼に応じ
て通訳ボランティアを派遣した。
通訳件数：29件(英語15件、フィリピノ語1件、中国語5件、ポルト
ガル語1件、韓国・朝鮮語2件、ベンガル語2件、ネパール語1
件、スペイン語2件)

【再掲】　1(2)①
（３）継続実施

①　国際交流センターの利用の促進と、多文化共生に向けた事業の充実に努めます。

市民文化局
多文化共生推
進課

市民文化局
多文化共生推
進課

②　公益財団法人川崎市国際交流協会が行う相談事業や翻訳、通訳サービスの拡充に向け支援します。
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【４　共生社会の形成】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

【再掲】　3(2)②
（１）川崎市国際交流協会において、「民間交流団体補助事業」
を実施し、市民グループ等の活動支援を実施した。（コロナの
影響により申請なし）

【再掲】　3(2)②
（１）継続実施するとともに、令和3年度より国際
交流事業のほか、多文化共生事業についても
補助の対象とする。

市民文化局
多文化共生推
進課

（１）川崎市国際交流協会において、市内に在住在学する留学
生の修学援助を行うため支給する「外国人留学生修学奨励金
支給事業」を実施した。
支給金額：100千円（前期、後期それぞれ50千円ずつ）
（前期24名、後期23名）

（１）継続実施

（２）川崎市国際交流協会において、修学奨励金を受給する留
学生に対して、情報提供と相互の交流を実施した。

（２）継続実施

（３）川崎市国際交流協会において、留学生同士及び市民との
交流活動を実施し、留学生による川崎の魅力を広く伝える場を
設けた。

（３）継続実施

市民文化局
多文化共生推
進課

③　公益財団法人川崎市国際交流協会と連携し、国際交流・協力を目的とする市民グループ等の活動を支援し、市民主
体の国際交流・協力を促進します。

④　公益財団法人川崎市国際交流協会と連携し、修学援助、住宅相談等外国人留学生の支援の充実に努めるとともに、
市民との交流を促進します。
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【５　施策の推進体制の整備】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

施策推進の基本方向　５ 施策の推進体制の整備

（１）行政組織の充実

（１）人権・男女共同参画推進連絡会議、同幹事会を中心に、
各種庁内会議において指針の周知に努め、外国人市民施策
に係る情報の提供と、施策への取組依頼を行った。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生
推進課

（１）担当課長会議等で県及び他都市と情報交換を行った。 （１）継続実施 市民文化局
多文化共生
推進課

（１）令和4年度開始の第2期多文化共生社会推進協議会につ
いて、令和4年度は協議会を6回開催し、指針に基づく施策の
進行管理及び評価を実施するとともに、指針の改定について
中間報告書をまとめた。

（１）引き続き、指針に基づく施策の進行管理
及び

市民文化局
多文化共生
推進課

（２）令和4年度は指針の改定について検討したため、参考人
招致は行わなかった。

（２）指針に基づく施策の実施状況調査を行う
とともに、必要に応じて参考人招致を実施す
る。

（１）令和元年度に実施した外国人市民意識実態調査につい
て、各方面での活用を促した。また、外国人市民代表者会議
において、提言の取りまとめに活かすなど、外国人市民施策
における活用を行った。

（１）引き続き、令和元年度実施の外国人市民
意識実態調査結果について各方面での活用
を促し、かつ、外国人市民施策に活かしてい
く。（次回調査は5年ごとの調査になるため、令
和6年度実施予定）

市民文化局
多文化共生
推進課

（１）「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に基づく
取組の推進

（１）継続実施 市民文化局
人権・男女共
同参画室

（２）外国人に対するものに限らず、不当な差別を解消し、並び
に人権尊重のまちづくりに対する市民及び事業者の理解を深
めるため、インターネットやデジタルサイネージ、交通広告など
の媒体を活用して広報の充実を図るなど人権教育及び啓発
を行った。

（２）継続実施

①　施策推進のため、全庁的な会議等を中心に関係局間の連携・調整機能を充実させます。

②　他都市及び神奈川県との情報交換、連携を進め、施策展開の課題・問題点等の認識を深めます。

③　指針に基づく施策の進行管理及び評価を行います。

④多文化共生社会の推進状況を把握し、施策に役立てるために、外国人市民の生活と意識に関する実態調査を定期
的に実施するよう努めます。

⑤　外国人市民であることを理由とする差別の解消と人権侵害の防止に向けた施策について検討します。
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【５　施策の推進体制の整備】

2022（R4)年度実績 2023（R5）年度計画
所管課(室）

（３）ネットリサーチについては、業者委託等によりネット上の差
別的書き込みについて現状把握を行い、「本邦外出身者に対
する不当な差別的言動」に該当すると認めるときは、差別防止
対策等審査会の意見を聴いて、拡散防止措置を講じた。

（３）継続実施 市民文化局
人権・男女共
同参画室

（４）「公の施設」利用許可に関するガイドラインを適切に運用
した。

（４）継続実施

（２）関係機関・ボランティア団体等との連携

【再掲】　2(3)①
（１）外国籍等子ども学習支援
 区民ボランティアグループによる、日本語を母語としない学齢
期児童・生徒への学習支援（学校内支援及び地域支援の実
施）
 個別指導、集団支援等を実施した児童・生徒数　小学校12
人、中学校5人、合計17人

【再掲】　2(3)①
（１）継続実施
区民ボランティアグループによる、日本語を母
語としない学齢期児童・生徒への学習支援
（学校内支援及び地域支援の実施）

麻生区役所
地域みまもり
支援センター
学校・地域連
携担当

（３）国等への働きかけ

（１）総務省及び法務省に対し、令和4年度国の予算編成にお
ける外国人材の受入れ・共生のための施策に係る財政措置の
充実を要請するとともに、外国人との共生社会の実現に向け
た基本となる法律の整備を要請した。

（１）継続実施 市民文化局
多文化共生
推進課

【再掲】　1(3)③
（１）制度的無年金者に対する救済・改善措置については、厚
生労働省に対し、政令指定都市国民年金主管部課長会議を
通して要望を行なった。なお、脱退一時金制度については、
脱退一時金の支給額計算に用いる月数の上限が見直され、
令和3年4月より月数の上限が36月から60月まで引き上げられ
た。これに伴い支給額の上限額も引き上がり、支給区分は4段
階増えて10段階になった。

【再掲】　1(3)③
（１）継続実施

健康福祉局
国民年金・福
祉医療課

【再掲】　1(4)⑧
（１）厚生労働省に対し、政令指定都市主管部課長会議を通し
て要望を行った。

【再掲】　1(4)⑧
（１）継続実施

健康福祉局
医療保険課

①　市民グループやボランティア団体等との連携のあり方を検討します。

①　外国人市民の生活に関わる法や制度の改善を国・神奈川県へ要望します。
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【６　重点課題】

現状と課題

今後の方向性

現状と課題

今後の方向性

現状と課題

今後の方向性

　重点課題　（１）　情報の多言語化と通訳体制の拡充

　日本語を母語としない外国人市民にとって、言葉の問題は市民生活をおくる上で大きな壁となっており、
多言語での情報発信や翻訳・通訳体制のさらなる充実が求められています。

　外国人市民の増加と多様化が進む中で、外国人市民を取り巻く環境の変化に応じた柔軟な対応が
求められており、多言語での情報発信を一層充実させる必要がある。
　従来からの取組である「外国人市民への広報のあり方に関する考え方」に基づく広報資料の多言語
化の推進に加え、誰にでもわかりやすく情報を伝えるための手段としての〈やさしい日本語〉の普及と
活用促進を目的として、2021年3月に策定した「川崎市〈やさしい日本語〉ガイドライン」を2023年3月に
改定した。
　また、「多文化共生総合相談ワンストップセンター」や「川崎区役所多言語総合案内」などの窓口に
おいて、外国人市民のニーズに応じて情報提供を行うとともに、各区役所・支所、市民館の「外国人
市民情報コーナー」の運用の改善に向けた取組を行っている。
　翻訳・通訳体制については、川崎区「子ども支援機関通訳・翻訳支援事業」、国際交流協会「区役
所等外国人相談通訳派遣事業」、教育委員会「海外帰国・児童生徒等関係事業」などの通訳・翻訳
派遣のほか、タブレット端末を活用した通訳サービスや携帯型翻訳機の活用も広がっており、場面に
応じて活用できる翻訳・通訳体制に選択肢が増えている。

　多言語・〈やさしい日本語〉での情報発信の推進、「外国人市民情報コーナー」の適切な運用、「多
文化共生総合相談ワンストップセンター」などの窓口における情報提供の充実、通訳・翻訳ボランティ
アのさらなる活用、通訳サービスや翻訳機の活用など、外国人市民が安心・安全に生活するために
必要な情報発信と行政サービスの円滑な提供に向けて、取組を推進する。

　重点課題　（３）　施策推進の地域拠点づくり

　指針に基づく施策をより推進するため、国際交流センターのさらなる活用とともに、川崎市の地理的特性
を考慮した施策推進の地域拠点が求められています。

　川崎市では、川崎区と幸区に市内外国人市民の約半数が居住している。また、その国籍や在留資
格については多様であり、支援ニーズの多様化・複雑化がみられる。そのような中、川崎区には「ふれ
あい館」、中原区には「川崎市国際交流センター」といった施策推進の拠点となる施設が存在しつ
つ、各区役所や市民館等において、それぞれの地域における課題をとらえながら、様々な施策を
行っている。

　外国人市民の支援ニーズの把握を適切に行いながら、既存の施策推進の拠点となる施設の機能
強化や利便性の向上を図る。また、外国人相談支援体制の充実に向けて、外国人市民が多く住む市
南部地域における新たな拠点整備など、地域拠点づくりの取組を進める。

　重点課題　（２）　日本語学習支援の拡充

　外国人市民が自立した生活を送るためにも、子どもから大人までを対象とした日本語の学習支援の拡充が
求められています。

　外国人児童生徒等に関する施策推進のため、総合教育センターで所管していた事業を教育委員
会教育政策室人権・多文化共生担当に移管し、一元的に対応できるよう体制整備を行った。各区教
育担当や区就学事務担当と連携して、就学相談を実施するとともに、入学後の日本語指導の充実や
保護者とのコミュニケーション支援等を進めている。課題としては、外国につながりのある児童生徒が
増加し、多言語化も進む中で一人一人のニーズに対応することや、支援が長期に渡ること、保護者対
応等の困難さが生じている。
　教育文化会館・市民館及びふれあい館において「識字学習活動」を市民ボランティアとの協働によ
り開催している他、市民グループやNPO法人が開設する地域日本語教室とも連携を図っている。
　令和元年6月28日に「日本語教育の推進に関する法律」が公布・施行され、また、令和2年6月23日
に「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」が閣議
決定されたことから、今後、本市における地域日本語教育に関する基本的な方針の策定を含めた、
総合的な体制づくりが求められている。

　関係部署や関係機関との連携をさらに深めるとともに、学校での受け入れ態勢の整備や日本語指
導に関する体制の充実をさらに図っていく必要がある。
　学校内での日本語学習支援活動にとどまらず、地域の多様なリソースと連携し、活動を広げていくこ
とが期待されている。
　また、本市における地域日本語教育に関する基本的な方針の策定に向けて、川崎市多文化共生
社会推進協議会に有識者会議を部会設置し、調査・審議を行うなど、総合的な体制づくりに向けて取
組を進める。
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【６　重点課題】

現状と課題

今後の方向性

　入居差別については、川崎市居住支援協議会において、協議を継続していく。また、令和2年3月
に公表した外国人市民意識実態調査の結果にも出ているように、外国人であることを理由に脅迫や
差別的な暴言を受ける不安や、暴力をふるわれる不安・危険が比率を上げていることなどから、外国
人の人権に係る取組がより一層求められている。こうした状況の中で、外国人であることを理由とする
差別全般の解消に向けた取組については、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」を適切
に運用し、効果的な施策を推進していく。

　入居差別については、平成28年度に設立した川崎市居住支援協議会において、構成団体等で協
議し、連携した取組を進めているところである。平成29年10月に住宅セーフティネット法改正法が施
行され、平成31年3月には、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給を促進するため、住宅確保
要配慮者賃貸住宅供給促進計画が策定された。今後は計画内の目標を達成するために必要な事項
を推進していく必要がある。また、令和元年度に実施した外国人市民意識実態調査においても、外
国人であることを理由に入居を断られたり物件の紹介をしてもらえないなどの事例が一定割合あり、依
然として課題となっている。
　本邦外出身者に対する不当な差別的言動をはじめ、外国人であることを理由とする様々な差別全
般の解消に向けた取組が必要である。また、令和元年12月に、全ての市民が不当な差別を受けるこ
となく、個人として尊重され、生き生きと暮らすことができる人権尊重のまちづくりを推進していくため、
「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例（令和元年川崎市条例第35号）」が令和2年7月に全
面施行された。

　重点課題　（４）　差別解消施策の検討

　これまでの取組にもかかわらず入居差別をはじめとした差別は解消しておらず、差別解消と人権侵害の防
止に対する取組を一層進めることが必要となっています。
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